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（午前９時５８分 開会） 

○野口博委員長 ただいまから総務建設

常任委員会を開会します。 

 本日の委員会記録署名委員は、弘委員を

指名します。 

 質疑に入る前に、先日の委員会における

答弁の中で、修正の申し入れがありますの

で、許可します。 

 川西課長。 

○川西防災管財課長 先日の弘委員の旧

味舌小学校跡地に関しますご質問に対し

まして、答弁に一部誤りがございましたの

で訂正いたします。 

 旧味舌小学校跡地の薫英側の空地につ

きましては、来年度より、体育館建設のた

めの資材置き場等のリザーブ用地として

活用いたしますが、その期間中、誤って文

化スポーツ課が空地の所管と申してしま

いました。 

 正しくは、体育館建設中も引き続き防災

管財課が所管をいたします。おわびをいた

しまして、訂正させていただきます。よろ

しくお願いいたします。 

○野口博委員長 それでは、先日に引き続

き、認定第１号、所管分の審査を行います。 

 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 おはようございます。 

 私も平成２５年度に当時の総務常任委

員会におらせていただいてから、ちょっと

久しぶりになりまして、随分勉強もしてき

ましたのでよろしくお願いしたいと思い

ます。 

 まず、１点目でございますが、財政全般

ということで、これも先日も議論がされて

いましたけども、平成３０年度決算から読

み取れる財政状況について。 

 私はいつも注目しているのは、まず経常

収支比率、それから基金残高、それから起

債残高に注目をするわけですけれども、当

初予算時点で、基金繰入額は約２３億円と

なっていました。基金全体の平成３０年度

の残高としましては、１３億８，７００万

円が減少して、１２４億３，０００万円と

なりましたけども、これは新たに土地開発

基金を１０億円積んだということで、実質

は３億８，７００万円の減少となったので

はないかということです。 

 昨日の議論にもありました、災害につい

て、約２億１，３００万円は基金から充当

しましたということでしたので、災害があ

ったので３億８，７００万円となりました

が、これがなかったら、さらに１億７，４

００万円の取り崩しとなっていたと思う

んですね。 

 一方で、経常収支比率は１００．７％と

いうことで、これは０．３ポイント悪化し

たということで、そして市債残高も１８５

億円まで減少させたということです。経常

収支比率は非常に高いにもかかわらず、さ

ほど基金を減らすことなく決算ができた

ということは、非常に評価をするわけです

けども、なぜそのようにできたのか。財政

課としまして、今の３点にちょっと注目を

して、総括的にお答えをいただきたいと思

います。 

 それから、２点目の不納欠損額について

です。予算書では２６ページ、款１市税の

不納欠損についてですが、内訳は事務報告

書に記載がありますが、この不納欠損のど

のようなケースがあるのかということで

すね。それからまた、不公平を解消するた

めにどのような取り組みを行われている

のかということについて、１点目お願いし

ます。 

 ３番目、市立集会所管理事業について。

これは予算概要の４８ページ、市立集会所
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管理事業ですが、昨年は台風２１号の被害

で集会所の屋根等が、他の家屋や電柱を折

るという２次被害をもたらしました。その

内容はどのようなものだったのか。これま

での議論では、修繕をした集会所は、第６、

第８、第１４、第１５と集会所を修繕した

ということでございましたが、その集会所

の修繕の内容と費用についてもお答えい

ただきたいと思います。 

 ４点目、車両管理事業、決算概要５０ペ

ージです。車両管理事業について、この自

動車借上料及び通行料について、５８５万

８４８円とされています。この中身につい

て説明をお願いします。 

 また、保険料が３４０万３，３２７円と

なっています。事務報告書に記載されてい

ますが、自動車損害賠償責任保険、これ自

賠責ですね。それと自動車損害共済とあり

ますけども、事故の報告でよく言われます

全国市有物件共済会から支出されますと

言われますが、その関係について、１回目

お願いします。 

 ５番目、市営住宅管理事業です。決算概

要が１２４ページになりますが、市営住宅

管理事業について、普通旅費が６，９９０

円ついています。このことについて説明を

お願いします。 

 ６番目、自主防災組織支援事業です。決

算概要１３０ページ、この中に消耗品費と

して、３９万６，８７９円が記載されてい

ますが、どのようなものがあるのかについ

て、１点目お願いします。 

 それから、７番目、大阪北部地震等災害

対策事業（防災管財課）について、決算概

要１３２ページになります。これが２，８

９１万１，０７２円でございますが、国か

ら災害援助法の適用があったと思うんで

すけども、この財源について答弁お願いし

たいと思います。 

 それから、８番目、消防水利事業につい

て。決算概要では１２８ページ、事務報告

書では４２１ページに消防水利事業の一

覧が記載されています。 

 以前に、防火水槽の耐震化の問題という

のがあったと記憶していますけども、平成

３０年度での耐震化の実態についてお答

えいただきたいと思います。 

 それから、９番目、消防本部車両・資機

材整備事業についてです。 

 決算概要では１２８ページになります

が、平成３０年度で高規格救急自動車と消

防指揮車を更新されました。更新に当たっ

て、公平性や適正価格といった面でどうで

あったのか。ご答弁お願いしたいと思いま

す。 

 それから、１０番目、救急活動事業です。

決算概要では１２８ページになりますが、

これは事務報告書に平成３０年度の救急

が掲載されています。 

 救急出動件数が５，１６０件、搬送人員

は４，７１６人ということで、これは年々

増加をしているということで、平成３０年

度は４隊で、この救急事業に当たられたと

思いますけども、その稼働実態はどうであ

ったのか。１回目お願いしたいと思います。 

 それから、１１番目、交通安全啓発事業

についてです。決算概要は１１２ページに

なりますが、運転免許証を自主返納された

高齢者に反射材付きジャンパーを配布さ

れていますが、平成３０年度の実績につい

て、１回目お願いします。 

 それから、１２番目、市内循環バス運行

補助事業について。これは決算概要１１４

ページになりますが、運行補助金１，２０

０万円で運行をされていますが、平成３０

年度の乗車実数は何人であったのか、ご答
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弁をお願いしたいと思います。 

 １３番目、今度は公共施設巡回バス運行

事業についてです。決算概要では１１４ペ

ージになりますが、平成３０年度に増便を

するとともに、新たなバス停を設置されて

います。どのような市民ニーズが背景にあ

って、このような取り組みに至ったのか。 

 それから、平成１９年度より本格実施を

されていますけども、このときは、当初は

１，２００万円だったんですが、平成３０

年度では３，５４０万円と、約３倍になっ

ています。この平成３１年度予算では３，

２５０万円ということですけど、費用がこ

のように大きく変わってきた要因、原因は

何であったのか。振り返ってご答弁をお願

いしたいと思います。 

 １４番目、都市再生地籍調査（官民先行

型）事業について。決算概要の１１４ペー

ジにあります。２５９万２，０００円につ

いて、平成３０年度はどの地域を対象にさ

れたのか。１点目お願いします。 

 １５番目、狭隘道路整備事業について。

決算概要１１６ページにあります。執行率

は２７％となっていますが、この狭隘道路

の申請について、平成３０年度の申請数、

それからその実績ですね。 

 これは、三つの種類に分かれると思いま

す。敷地を寄附いただく場合と、それから

無償使用承諾をいただく場合と、それから

協力に応じないという。建築基準法上の中

心から２メートルだけ下がるという、三つ

のパターンに分かれると思いますが、この

それぞれの三つのパターンの結果の数を

１回目のご答弁でお願いしたいと思いま

す。 

 それから、１６番目、千里丘三島線の左

岸道路改修事業についてです。これは、決

算概要１１６ページにあります。これは一

般質問でもさせていただきましたが、ちょ

っと言っておかないといけないというこ

とで、質問したいと思います。 

 まず、平成３０年度での用地交渉の実績

について、答えられる範囲で結構ですので、

ご答弁をお願いしたいと思います。 

 それから、１７番目、震災対策推進事業

について。これも決算概要１２０ページに

なります。平成３０年度は、地震や台風の

災害があり、建物除去が随分進んでいるよ

うに思います。特に空き家になっていたア

パートとか、文化住宅などは、その分立ち

退きなどもありまして、随分潰されていっ

たという実感があるわけですけども、また

耐震工事とか、それから一戸建ての住宅で

も結構建てかえが進んでいるなと実感を

します。まずは、その状況をどのように把

握をされているのか、ご答弁いただきたい

と思います。 

 それから、１８番目、阪急正雀駅前道路

拡幅事業について。平成３０年度も水路が

存在するなど構造が錯綜しているので、地

図訂正の作業が進められているというこ

とですけども、平成３０年度では、どこま

で進捗したのかについてご答弁をお願い

します。 

 １９番目、公園のバリアフリー化につい

て。これは、先日の弘議員の一般質問で、

公園の身障者用トイレという話が議論さ

れていましたけれども、改めて平成３０年

度の実績と、今後の計画についてお答えい

ただきたいと思います。 

 それから、２０番目ですけども、安威川

への土砂搬入について。これも先日の弘議

員の一般質問で議論されましたけども、こ

れは質問ではありませんけれども、平成３

０年に茨木土木事務所に、この説明を求め

たことがあるんですけども、そのとき茨木
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土木事務所長にも面会をしましたが、安威

川と芥川の上流に堆積があると。この堆積

した土砂を、今、洗掘といってあらわれて、

ブロックの根元が削られているというこ

とで、安威川へ、この下流に土砂を入れた

と。 

 入れたんだけども、全部流してないんで

すね。３分の２まで行ってないですね。半

分以上ぐらいまで流れを遮って、北別府側

のほうに水が全部集まるような形状で終

わってるんです。土砂を入れてもね。それ

は、そうすると北別府側の流速が早くなっ

て、なおかつ、さらに洗掘するではないか

ということも、随分抗議をさせていただい

た経緯があります。 

 とりあえず、今どう考えているのかとい

うと、それは、やがて水が土砂を流してい

って、平均化するんですというお答えでし

た。そして、今後どうするんだということ

についても、まだ方針ははっきり決まって

いないということだったんですけども、も

し触るときは必ず住民説明をするという

お話もして帰ったんですけども、ここで言

っておきたいのは、今その入れた土砂に草

が生えて、やがて木が生えて、安定するこ

とは間違いないと思うんですね。茨木土木

事務所が言われてるように、自然に水で土

砂が平均化するということは、ちょっと考

えられないと私は思ってます。 

 なので、きょうはここで議事録に残して

おいていただきまして、もし北別府側のブ

ロックが破壊されるようなことになると、

これは明らかに人災であるということを、

ちょっと伝えておきたいなと思います。 

 １回目以上です。 

○野口博委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 それでは、質問番号１

番目の平成３０年度の決算状況について、

総括的にお答えさせていただきます。 

 まず、委員がおっしゃっていただいてま

すように、経常収支比率、それから基金残

高、それと市債の残高、これにつきまして

は、財政課といたしましても決算を分析す

る上で、重要な指標であると認識しており

ます。 

 そういった中で、この三つの指標を、そ

の数値の増減分析いたしますと、経常収支

比率については、まず経常的な経費の中で

人件費において、退職手当が増加したこと

によって、経常的な経費が増加したという

ことが要因としてございます。その一方で、

収入のほうの状況を見ますと、経常的な収

入として、まず一番主なものとしては市税

収入がございますが、市税収入が平成２９

年度と平成３０年度を比較して、平成３０

年度が減少していたということで、歳出の

ほうで増加する一方、収入のほうで減少し

ているということで、経常収支比率として

は、前年度から比べて０．３ポイント悪化

したと捉えております。 

 次に基金ですけれども、基金については

全体的な収支の財源不足を補うために、財

政調整基金等から取り崩しを行っており

ますけれども、経常的な収支については、

前年度から悪化しましたが、一方で臨時的

な経費、それから臨時的な収入の収支がご

ざいます。それら全体を合わせて、最終的

に決算の収支となってまいりますが、その

臨時的な収支を確認いたしますと、特に歳

出のほうで臨時的な経費、平成２９年度は

平成２８年度に市たばこ税が大幅に増収

になったことによって、２億円弱を市たば

こ税交付金ということで、大阪府に交付を

いたしております。この２億円が平成２９

年度と平成３０年度を比べまして、平成３

０年度は減少したということがございま
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す。 

 それと、下水道への繰出金につきまして

も、基準外の繰出金が平成２９年度と平成

３０年度を比較しますと、３，０００万円

ほど減少になっているというような要因

がございます。そういったところで、臨時

的な経費に係る収支、これについては収支

不足が減少したことによって、財源不足に

対応するための基金の取り崩し額が減っ

ております。 

 最後の市債残高についてですけれども、

市債残高につきましても、これまで元金償

還金以内の新規発行ということで、残高の

減少に努めてまいったところでございま

す。平成３０年度も同様に、元金償還金以

内の市債発行に努めたものでございます。

あと、特に赤字地方債につきましては、近

年残高が増加しております。そういったと

ころで、交付税との算入の状況も考慮しな

がら、赤字地方債の発行について慎重を期

した。そういった要因もございまして、市

債残高としては、１８５億円の残高になっ

たものでございます。 

 以上です。 

○野口博委員長 船寺課長。 

○船寺納税課長 それでは、二つ目の質問、

予算書２６ページの不納欠損についてお

答え申し上げます。 

 まず、不納欠損にはどのようなケースが

あるのかということでございますが、不納

欠損には大きく分けて二つのケースがご

ざいます。一つ目は、無財産や生活困窮な

どを理由に執行停止を行った後、３年が経

過したもの。二つ目は、督促状発送後など

から５年が経過し、消滅時効を迎えたもの

でございます。 

 次に、不公平を解消するための取り組み

についてでございますが、税の公平性とい

う観点からも、不納欠損は最小限に抑える

必要がございます。そのために、滞納され

ている方の生活状況などについてしっか

り調査を行い、例えば資力があるにもかか

わらず納税いただけないような方に対し

ましては、差し押さえ、公売などの滞納処

分により、厳正に対応しております。また、

一方でどうしても納税することができな

い状況の方に対しましては、執行停止など

を行っております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 川西課長。 

○川西防災管財課長 では、質問番号３番、

市立集会所についてのご質問でございま

す。 

 まず、台風２１号の強風で集会所の屋根

が飛散いたしまして、近隣にお住まいの方

にご迷惑をかけた件なんですけれども、大

きなところでは、第１４と第１５の集会所

の屋根が飛散いたしまして、関西電力の電

線にひっかかりました。その撤去工事の際

に、安全確保のために一時的に近隣への送

電をストップさせていただきました。また、

第１４集会所なんですけども、近隣にお住

まいの家屋の壁面に集会所から飛散した

部材が突き刺さるなどもいたしました。 

 また、台風２１号によります市立集会所

全体の修繕なんですけれども、集会所１５

か所の集会所を修理いたしました。内容と

いたしましては、もうほとんどが屋根や外

壁の修理でございまして、費用といたしま

しては合計で４，０００万円ほど要しまし

た。 

 続きまして、４番の車両管理についての

ご質問でございます。 

 まず、車両管理事業の中の自動車借上料

及び通行料等の中身でございますが、主に

職員が利用いたしますタクシー代であり
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ましたり、公用車の高速道路の通行料、ま

た公用車の有料駐車場に駐車した際の駐

車料金。それと、マイクロバスを手配した

ときの費用などでございます。 

 続きまして、同じく車両管理の事務報告

書５７ページにございます車の保険関係

なんですけども、（１）の自動車損害賠償

責任保険、これはいわゆる強制保険でござ

います。自賠責保険でございます。また、

（２）の自動車損害共済につきましては、

いわゆる任意保険でございます。摂津市で

は、この二つとも全国市有物件共済会が運

営いたします保険に加入しておりますの

で、事故の際の保険金の支払いも、この１

か所から支払われることになります。 

 続きまして、５番の市営住宅でございま

す。 

 市営住宅の決算概要の１２４ページ、普

通旅費についてでございますが、これは市

営住宅を担当いたします防災管財課の職

員が、大阪府庁であったり、近隣自治体で

開催されました説明会や研修会、これに出

席するための職員の旅費でございます。 

 続きまして、６番でございます。自主防

災組織支援事業でございます。 

 決算概要１３０ページなんですけども、

この中のお問いの消耗品の中身というこ

となんですけれども、これは主に自主防災

活動に要します消耗品を購入するための

もので、具体的には非常用の持ち出し袋で

あったり、ＬＥＤライト、軍手、簡易式の、

袋式の簡易式のトイレなど、自主防災訓練

に参加いただいた市民の皆さんが、実際に

使用することができるものを購入させて

いただいております。 

 続きまして、７番目のご質問で、大阪北

部地震等災害対策事業の中で、決算概要１

３２ページ、この決算額、財源はどうだっ

たのかとのお問いなんですけれども、大阪

府より、被災された市民の皆さんの救済に

当たる部分の経費。例えば、避難所で使用

いたしました非常食であったり飲料水。ま

た、避難所運営に携わった職員の時間外手

当などにつきましては、大阪府から１０分

の１０で支給されています。金額としては、

２４７万１９４円でございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは、質問番号８番、

消防本部警備課所管であります消防水利

事業耐震性防火水槽の実態についてお答

えいたします。 

 委員がご指摘のとおり、防火水槽は事務

報告４２１ページに記載しておりまして、

公設の防火水槽は合計９２基でございま

す。そのうち、耐震性の防火水槽は６２基

でございます。また、私設の防火水槽は２

１４基でございまして、そのうち耐震性の

防火水槽は１６２基となってございます。

実態については、以上でございます。 

 続きまして、質問番号９番。こちらも消

防本部警備課所管であります消防本部車

両・資機材管理事業についてお答えいたし

ます。 

 まずは、救急自動車の更新についてご説

明申し上げます。高規格救急自動車でござ

いますが、消防車両更新計画に基づき、平

成３０年度に１台更新を実施したもので

ございます。消防本部といたしましては、

高規格救急自動車の作成に関し、詳細な仕

様を記載した高規格救急自動車仕様書を

作成し、それに基づき財政課へ契約事務執

行を提出し、随意契約ではなく、公平性の

ある入札を実施した上、更新に至ったもの

でございます。 

 また、この高規格救急自動車に積載を行
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う高度救命処置用資機材も同様に手続を

進め、こちらも入札で更新を実施したもの

でございます。 

 続いて、消防指揮車の更新についてご説

明申し上げます。 

 消防指揮車でございますが、こちらも消

防車両更新計画に基づき、平成３０年度に

１台の更新を実施したものでございます。

こちらも厳正な仕様書に基づき、公平性の

ある入札にて更新を果たしたものでござ

います。なお、消防車両の更新費用につい

ては、その特殊性から一般車両と比較し、

高額ではございますが、市の財政状況を深

く勘案するとともに、他市の更新費用も確

認しながら、厳正に適正な価格で予算編成

を行い、更新を実施したものでございます。 

 消防本部といたしましては、市民の安

全・安心を第一と考えることはもちろんの

こと、今後におきましても、公平で適正な

車両更新を実施してまいりたいと考えて

いるものでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 小田原参事。 

○小田原警防第２課参事 それでは、質問

番号１０番、事務報告書４２９ページ、救

急出動件数と搬送人員において、救急隊４

隊の稼働実績について答弁申し上げます。 

 救急出動件数は、昨年度より１８１件増

加の５，１６０件で、４隊の出動内訳は、

第１救急隊が３，２１０件、第２救急隊が

１，４１６件、第３救急隊が４５６件、第

４救急隊が７８件でございました。また、

搬送人員につきましては、昨年度より１６

１人増加の４，７１６名、うち第１救急隊

が２，９２９名、第２救急隊が１，３００

名、第３救急隊が４１７名、第４救急隊が

７０名となってございます。 

 以上です。 

○野口博委員長 永田部参事。 

○永田建設部参事 それでは、１１番目の

藤浦委員の運転免許証自主返納に係る反

射材付きジャンパーの平成３０年度実績

についてお答えさせていただきます。 

 平成３０年度の実績につきましては、１

８４名でございます。 

 続きまして、１２番目の市内循環バスの

利用者の平成３０年度の乗車実数につい

てでございますが、平成３０年度の利用者

につきましては、２万６０４名となってお

ります。 

 続きまして、１３番目の公共施設巡回バ

ス運行事業について、バス停の新設につい

て、市民ニーズの背景はどんなものがあっ

たかという問いに対してでございますが、

公共施設巡回バスにつきましては、できる

だけ多くの市民の方々に乗っていただく

よう、検討はしておるところでございまし

て、過去に要望のありました鳥飼野々の公

団付近ですね。そこについて要望がありま

したので、運行経路を変えるだけでバス停

が設置できるかどうか検証してきました。

昨年の１０月から２台運行の際に、あわせ

て運行経路も変えて、鳥飼野々にあります

集会所の付近にバス停を設けさせていた

だきました。 

 次に、費用が変わった大きな理由につい

てでございますが、公共施設巡回バスにつ

きましては、道路運送法で貸し切りバスと

なっております。平成２４年４月に発生し

た高速ツアーバス事故から、国土交通省が

この貸し切りバスにおける業務改善指導

が行われたと同時に、運賃の制度の抜本的

な見直しが行われました。平成２６年４月

１日に、その抜本的な料金改定の見直しが

行われまして、翌年度の平成２７年度から、

その新料金体制基準にあわせて委託料を
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計算しております。 

 また、昨年の１０月に２台運行したとい

うことで、合わせて車両も２台新車を導入

しました。その経費も含めまして、今年度

の予算額となっております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 井上課長。 

○井上道路管理課長 それでは、藤浦委員

１４番目のご質問の都市再生地籍調査事

業において、平成３０年度はどの地域を実

施したのかということについて、答弁申し

上げます。 

 地籍調査は、地区の地籍の状況や地元の

要望等を踏まえて、実施地区の計画を立て

ておりますが、近年は鳥飼野々、鳥飼八防、

学園町、正雀本町などの地区で地籍調査を

実施してまいりました。平成３０年度は、

正雀本町２丁目の一部で面積約０．０４平

方キロメートルの地籍調査を実施してお

ります。 

 続きまして、１５番目のご質問で、狭隘

道路整備事業において、その申請数内訳と

実績についてでございますが、平成３０年

度における狭隘道路整備事業の協議申請

件数は４２件ございました。その内訳は、

寄附が１０件、無償使用契約が１１件、自

主管理等が２１件となっております。 

 なお、全４２件のうち、３７件につきま

しては、道路及び側溝の後退整備を実施し

ていただいております。また、残り５件に

つきましては、既に２メートルの中心後退

がされているもので、建物敷地確保のため

に、既存の側溝等を利用することで新たに

後退、側溝整備は行わないというものでご

ざいまして、全４２件のうち３７件につい

て、整備協力をいただいておりますことか

ら、協議、助成における整備効果はおおむ

ねあらわれてきているものと考えており

ます。 

 今後におきましては、近年の開発需要の

高まりも受けまして、地区内道路から主要

道路へ至るまでのボトルネックとなる箇

所の解消など、効果的な狭隘道路の解消に

向けた施策も検討していきたいと考えて

おります。 

 以上です。 

○野口博委員長 永田部参事。 

○永田建設部参事 それでは、１６番目の

千里丘三島線、平成３０年度の実績につい

てお答えさせていただきます。 

 平成３０年度の実績につきましては、事

業用地１件の取得、売買契約を結び取得し

ておりまして、その上に建っております地

上物件２件の物件でございましたが、移転

補償契約を結んで、現在更地になって、新

たな建物を建設中でございます。 

 また、交差点直近にあるテナントが複数

入っているビルの中の借家人移転補償と

しまして、１件補償を終えまして、明け渡

しが終了しているような状況でございま

す。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 寺田課長。 

○寺田建築課長 それでは、藤浦議員の１

７番目の耐震に関しますご質問に答弁さ

せていただきます。 

 まず、１点目でございますが、状況とい

うことでお問いがございました。昨年６月

の大阪北部地震、続いて９月の台風２１号

による被害が、市内各地で多く見受けられ

たところでございます。このため、地震発

生直後から、耐震に関するお問い合わせや

相談が大変多い状況でございました。 

 昨年度、平成３０年度の耐震補助金の交

付実績といたしましては、耐震診断が３５

件で、前年度から２２件ふえております。
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耐震設計と改修工事につきましては５件

で、前年度から１件ふえております。解体

除却の工事に関しましては１０件で、前年

度から６件ふえておる状況でございます。 

 なお、今年度に入りましても、耐震補助

に関するお問い合わせが多い状況は続い

ておりますので、この６月には耐震改修補

助金の補正予算をご承認いただいたとこ

ろでございます。 

 続きまして、どれぐらい市内の状況を把

握されておるかというようなお問いでご

ざいました。建物の解体除却につきまして

は、耐震補助金に関する除却のものと、固

定資産税課で把握をされております家屋

の滅失登記。こちらのほうが昨年１月から

１２月までで３２４戸で、前年と比べ１５

２戸ふえておる状況でございます。また、

建築課で所管いたします新築の建築確認

申請の件数につきましては、昨年１年間で

戸建て住宅は２０５戸で、前年に比べ２０

戸ふえております。共同住宅は６９６戸で、

前年に比べ４３１戸ふえております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 永田部参事。 

○永田建設部参事 それでは、１８番目の

阪急正雀駅前の訂正作業をどこまで進捗

したかについての質問にお答えさせてい

ただきます。 

 正雀駅前道路改良事業につきましては、

全体事業の約半分が用地の確保が終えて

る状況でございます。しかし、現況には水

路形態がなく、また公園上に存在する水に

より、残りの土地全てに影響がありまして、

土地の確定作業ができない状態でありま

した。 

 平成３０年度につきましては、土地の所

有者の方々が、その所有権について整理作

業を行っておる状況でございます。なお、

本年にはその整理作業が完了したと聞い

ておりますので、今後は法務局と地図の訂

正作業に向けた取り組みを進めてまいり

たいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 宮城課長。 

○宮城水みどり課長 それでは、藤浦委員

の１９番目のご質問、公園のトイレの身障

者用の平成３０年度までの実績と、今後の

計画についてお答えいたします。 

 公園のトイレにつきましては、身障者の

方もご利用できるよう洋式化を行ってお

ります。現在市内都市公園２８か所にトイ

レが設置されておりますが、そのうち平成

３０年度末の時点で１４か所において、洋

式化が完了しております。平成３０年度の

実績といたしましては、市場池公園、平和

公園、鳥山公園の３か所を洋式化しており

ます。 

 今後の計画といたしましては、令和元年

度におきまして、３公園のトイレを洋式化

する予定としております。 

○野口博委員長 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 答弁ありがとうござい

ました。 

 まず、１番目の財政全般ということでご

ざいますが、出ていくものが減ったという

こと等があって、基金を残すことができた

ということでありますけども、プラスで、

私はいつもこの予算のときに出されてい

ますけど、とにかく緊縮財政を目指すとい

うことが、随分職員には浸透しているとい

うのが非常に大きいんだろうと、私は思っ

てます。 

 他市と違って、本市の場合は財政執行、

使い切るということではなくて、できるだ

け返しなさいということが浸透されてい

るということがあって、いつも１０億円か
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１５億円ぐらいのお金が未執行分として

返ってくるということが大きいのかなと、

いつも私は見てたんですけどね。プラス今

言われた諸事情があって、繰り出しも少な

くなってるということがあったんだろう

と思います。 

 市債残高を見ますと、先ほど来、１８５

億円となってますね。そのうち、これまで

に発行した臨時財政対策債は８３億５，０

００万円ですね。それから、市民税等減税

補填債、これも似たような質のもので３億

６，０００万円。それから、減収補填債５

億２，０００万円ということで、いわゆる

赤字起債と言われているものの合計が９

２億３，０００万円ということで、約半分

がもう赤字起債になってるという現状が

あるんですよね。 

 そうした中で、先ほど答弁にありました

けども、平成３０年度は臨時財政対策債２

億２，０００万円を計上していたけれども、

実際には発行しなかったと。こういう話で

ございました。私の聞いていた認識では、

本市としてはできるだけ基金を残すと。基

金を大事にするために、臨時財政対策債と

か借りられるものは目いっぱい借りて、基

金を温存するんだという方針で来たと、今

まで思っていました。ところが、平成３０

年度は発行しなかったということで、非常

にショッキングな思いに駆られているわ

けですけれども、ということは、平成３１

年度は補正したけど、これも実際には発行

しないかもわからないということになる

のかなと思うんですけどね。それはそうい

う考え方で。 

 一方で、消費税が今度引き上げられたこ

とによって、地方消費税交付金が増加され

ますね。ということで、不交付団体になる

可能性が非常に高いと言われています。多

分不交付団体になるんだろうということ

で、この臨時財政対策債は返済額を需要額

に盛り込んで、国のほうから補填しますよ

という約束になってるわけですが、それが

完全に反故にされるということも、これ出

てくるので、結局自力で返済するというこ

とにもなってくるということが背景にあ

るのかなとは思ってるんですけども、この

辺の本市としての考え方、転換をされたの

かどうなのかということと、あとは、令和

元年度この臨時財政対策債、一応可決しま

したけど、これは未発行もあり得るのかと

いうこと。こうしたことを踏まえて、この

方針についてご答弁いただきたいと思い

ます。 

 それから、２番目、不納欠損についてで

ございます。ちょっと過去の実績を調べて

みますと、これは市民税、府民税だけのこ

とですけど、７年間一応見てみました。 

 これ地方税法第１５条の７の第４項、第

５項というのが、最初に言われたこの執行

停止をされたという分だと思いますが、こ

れでいきますと、件数、７年前の平成２４

年度ですと、２６０人、８４９件ってなっ

ているんですね。ところが、平成３０年度

では９０人、３４０件ということで、随分

少なくなっていて、３割ぐらいまで減って

るんです。 

 それから、地方税法第１８条第１項、こ

れは時効によるというものだと思います

が、これ平成２４年度は６２３人で、１，

６６５件でしたけども、これもずっと減っ

て、平成３０年度では９６人、２４３件と

いうことで、劇的に減ってるということで、

これも大変比べてびっくりを、私びっくり

したんですけどね。ある意味では、物すご

い成果が出てるなと感嘆をいたしました。 

 この結果、もちろん分析されてると思い
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ますので、どのように分析しておられるの

か。担当課として、ご答弁お願いしたいと

思います。 

 それから３番目、市立集会所管理事業に

ついてでございます。多くの集会所、１５

か所の集会所が被害にあったと。また、被

害を与えたのもあったということでござ

います。その被害に遭われた方、私たまた

ま知り合いでございましたけども、その方

はたまたま火災保険に入っていたので、火

災保険を使えたということで、事なきを得

たといいますか、仕方ないなとなったんで

すけども、再発防止ができれば、ほんとは

再発防止をしてほしいと思うんですけど

も、こういったこの被害をもし今後出した

ときに、何か補償体制をつくることができ

ないのかということが一つ。 

 それから、当方の集会所が修繕をしまし

たけども、今回は全国市有物件共済会の保

険というのは適用できなかったのかとい

うことが二つ。２点についてご答弁をお願

いいたします。 

 次に、４番目の車両管理事業についてで

ございます。この車両管理事業について、

内容については理解できました。 

 それで、この第５行政改革実施計画の報

告書がこの間ありましたですね。いただき

ましたけども、この中に平成３０年度でリ

ースバックについて、業者への聞き取りを

行ったというのがありました。そして、そ

の聞き取りを行った結果、どのような判断

をされたのかということですね。 

 また、公用車を１台削減したと載ってま

す。そして、かわりに電気自転車を１１台

購入して、各部所管として配備活用するこ

とによって、公用車の利用の抑制を図った

と記載がありますけども、このことについ

て、どのような取り組み理念で行われたの

かについて、ご報告をお願いしたいと思い

ます。 

 それから５点目、市営住宅管理事業につ

いてでございます。先ほど答弁ありがとう

ございます。理解させていただきました。 

 それで、その市営住宅のことについて、

この第４次摂津市総合計画、第１０期実施

計画によりますと、平成３０年度で市営鳥

飼八町団地の建てかえ、耐震化、バリアフ

リー化の検討が平成３０年度に行われ、民

間資金活用や民間ストックの活用による

借り上げ方式など、建てかえ事業の実施方

法について、具体的な検討がなされる予定

だったということですけども、これが先送

りにされましたということですね。この詳

しいことについて、なぜ先送りになったの

かを含めて、ご答弁をお願いしたいと思い

ます。 

 また、鳥飼八町団地の住民要望や立地構

造の特殊性を考慮した課題抽出及び検証

が必要であるとも書かれています。これ具

体的にどういうことなのかということを

ご答弁お願いします。 

 ６番目、自主防災訓練支援事業です。そ

の消耗品費の中身については、理解できま

した。ありがとうございます。 

 この自主防災関連では、事務報告書の６

０ページに各校で取り組まれているメニ

ューが記載をされています。近年の傾向と

しまして、地域で防災活動に携わる人の固

定化をしてきているということとか、また

参加者が横ばいである。また、去年はこの

震災、また台風がありましたので、若干参

加者も伸びてるということでございます

が、もう少し前から見ますと、そういう傾

向が見られるということが、これも実施計

画に乗っていましたが、担当課としてはど

のようにアドバイスをされてこられたか
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ということ。 

 それから、吹田市とか高槻市などでは、

防災無線を使って、全市一斉自主防災訓練

というのをやられています。本市はそうい

うことはされていませんね。自主防災はあ

くまでも校区ごとですけども、こういった

検討はなされたことはないのか。また、検

討されることはないのかということが２

点目。 

 それから、自治会また地域ごとに、今、

防災マップをずっと、洪水における防災マ

ップをつくっていっておられます。自主防

災会でやられる場合もあるし、自治会単独

の場合もあるし、そのパターンがいろいろ

あるわけですけども、もう随分いろんな地

域で取り組まれておりますね。自主的につ

くられて、非常にこれは評価されている中

身だと思いますけども、そのために、今回

は委託料３９９万６，０００円が決裁され

ています。この委託先ですね。委託をされ

ている先は、片田先生の関係のあるところ

だと思いますけど、その委託先と、その支

援されてる中身について、ご答弁いただき

たいと思います。 

 それから、７番目の大阪北部地震対策事

業についてでございますが、災害救助法で

１０分の１０が支給されるということで

すけども、その中身についてはなかなか規

定が厳しいということで、２，８９１万円

のうち１０分の１も実際には当てはまら

なかったということだと思いますけども、

大変厳しい中身だなと思ってます。 

 この災害救助法では、半壊以上の住宅の

応急修理も支援してもらえるということ

になっておりますけども、本市ではこの災

害では２８件が半壊になっていたと思い

ますけど、該当した件数があったのかとい

うことについて、ご答弁お願いしたいと思

います。 

 また、今回の台風１５号の被害で、これ

は激甚災害に指定されました。今回の台風

１９号も当然そうなるんだろうと思いま

すけども、それに伴って、テレビで昨年の

台風２１号も遡って激甚災害の要請を大

阪府としてするということが、テレビでち

ょっと言われてたと思うんですけど、その

見通しはどうなのか。また、激甚災害に指

定されると、何がどう変わるのかというこ

ととあわせてご答弁をお願いいたします。 

 ８番目、消防水利について。消防水利に

ついては、基数についてはわかりました。

公的なものについては、まだ３０基が耐震

をしないといけないということになって

るということですけども、少し後回しにさ

れるということになってるんだろうと思

いますが、以前にはこの耐震化計画という

のを持ち、つくられておられたと私は記憶

しているんですけども、この取り扱いは今

後どうしていかれるのかについて、お答え

いただきたいと思います。 

 ９番目、消防本部車両・資機材整備事業

についてでございます。先ほど、きちっと

入札をして、そして一番適正な価格のとこ

ろで落札をして作成したということです

ので、それは了としておきたいと思います。

ポンプ車とか消防車なんかの場合は、どち

らかというと、もう独占メーカーのように

なっておりますから、なかなかその適正化

という部分でいつも注目をしておかなき

ゃならないということですけども、救急車

の場合は何者か業者があるということで

ございますので、了としたいと思います。 

 それで、この残ったほうの救急車と指揮

車について、これは今回インターネット競

売にかけられたということで、前回の更新

されたときも、私、インターネットで競売
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かけたらええのにって随分言ったんです

けど、そのときは廃車処分された。それは

随分前ですけどね。今回、そんなんで競売

にかけていただいたので、大変よかったな

と私は評価をしております。その結果、中

身はどうであったのかということについ

て、ご答弁をお願いしたいと思います。 

 それから、１０番目、救急活動事業につ

いてでございます。先ほど、４隊で切り盛

りをしながら、搬送をしていただいたと、

業務に当たっていただいたということで、

１隊目が出払ってたら２隊目が出る。２隊

目も出払ってたら３隊目が出る。１、２、

３、全部出払ったら４隊目が出るというこ

とになってると思うんですね。だから、４

隊目がふえていくということは、それだけ

救急業務が重なってくると４隊目が出動

するということになるんだろうと思って

るわけですが、そういう中で、今回救急を

１隊増加されるということでございます

ので、それはそれで必要なんだなと理解し

ています。 

 それで、平成２８年４月から吹田市と摂

津市で消防の指令業務共同運用が開始さ

れました。平成３０年度は３年目というこ

とですので、随分もう板についたというか、

なれてきたというか、順調に進んでいるん

だろうと思ってるわけですが、一方で、

年々この通報数がふえてるということに

なると思うんですね。膨大な通報数に上っ

ていると思います。 

 通報の中身を見ますと、携帯からの通報

が５７％ということで、やっぱりこれは時

代背景で、携帯からされることが非常に多

くなってきていますね。そういう中で、こ

の消防指令のほうの、今度は人員配置とか、

あと携帯電話からかかってきたときに、位

置の確認とかですね。昔、私が電話したと

きは、どこですかって聞かれたら、何丁目、

何番地と言わないといけなかった記憶が

あるんですけどね。最近の事情では、どう

いう状況になってるのか。位置確認とか、

携帯からかかってくると非常に大変なん

だとか、そういう実態をご答弁お願いした

いと思います。 

 １１番目、交通安全啓発事業です。運転

免許証の返納者につきましては、テレビで

結構取り上げられているので、その家族か

ら、祖父母へ免許証を返納してっていう声

が高まって、返納される人もふえてきてる

んだろうなと実感を持ってるわけですけ

ど、ある鳥飼地域の人から話を聞くことが

ありまして、返したいけれども、返したら、

病院に行くのも難儀すると。また、買い物

に行くのに難儀するから返されへんのや

ということもお聞きをいたしました。 

 交通弱者の問題というのは、返納に対し

て随分ブレーキになってるのではないか

と思うわけですけども、そういうことにつ

いてどのように認識をされているのか。担

当課としての意見をお聞かせください。 

 １２番目、市内循環バス運行補助事業に

ついてでございます。利用者が２万６０４

名ということで、いろいろこれまで利用者

が少ないということが指摘をされて、そし

て費用対効果に問題があるというような

ことから、さまざまに調査をされています

ね。そして、ルートの変更とか時間帯の変

更などもされましたけども、これまでの総

括的にどのような取り組み、問題点につい

て取り組みをされてきたかと、それから今

なお残る問題点についてご答弁お願いし

たいと思います。 

 １３番目、公共施設巡回バス運行事業に

ついてでございます。 

 これについては、費用が高くなっている
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ということは、道路運送法の改正等で、働

き方改革ですかね。一つはね。そういう料

金の設定が変わったということと、増便を

したということ等で、増加しましたという

ことは、一定理解し、了としたいと思いま

す。かつ、前回の議論の中で乗車数も飛躍

的に伸びてきたという報告もありました

ので、これは了としておきたいと思います。

今後も、乗客数の増加を目指して、鋭意努

力をお願いし、これは要望としておきたい

と思います。 

 １４番目の都市再生地籍調査事業につ

いて、先ほど正雀本町２丁目を平成３０年

度はやりましたというご報告がありまし

た。この都市再生地籍調査は、官民境界を

明示していくので、道路とかと民間の土地

を立ち会って明示をしていくということ

になりますけども、一方で道路明示という

取り組みがありますね、道路明示という取

り組み。それから、道路台帳整備というの

もやられています。それぞれのこの三つの

関係性はどういうことになるのか。 

 それから、平成３０年度で全体のどれぐ

らいが終了して、あとどれぐらい残ってい

るのかということについてご答弁をお願

いしたいと思います。 

 １５番目、狭隘道路整備事業についてで

ございます。 

 先ほど件数を言っていただきました。本

当は４２件あって、４２件とも寄贈いただ

いて、整備するのに一番本当は理想的なわ

けでございますが、そのうちもう３７件は

後退していただいたということで、恐らく

これは敷地面積の関係で、寄贈するとそこ

は敷地面積が減らされるので建物を小さ

くしないといけない。こういう関係性があ

るんだろうと思うんですけど、あと５件が

協力していただけなかったということで

すので、これはしっかり鋭意努力していた

だいて、何とか下がってもらえるように、

担当課と取り組みをお願いしたいと思い

ます。 

 これは当時の建設常任委員のときも私

はずっと言い続けてきまして、そのときは

もっと厳しく、水も漏らさぬということで

言った記憶がありますけれども、とにかく

市内の道路の拡幅については、これは大き

な取り組みになると思いますので、これも

本当にしっかり頑張っていただくことを

お願いして、これも要望といたします。 

 次に１７番目でございます。耐震対策推

進事業です。 

 ２回目に聞こうとしていたことを１回

目に答えてしまわれました。１６番目の千

里丘三島線についてです。これは平成３０

年度で１件の土地を取得して、そして店舗

が１件移動していただいたということで

ございます。 

 まだ店舗は３店舗残っておりますし、こ

れは令和５年度に三島幼稚園のところま

で拡幅する計画だということでございま

すので、これは一般質問でも言われてまし

たので、もう本当に鋭意努力していただい

て、そのとおりに、もしくはそれよりも早

く完成できるような思いで努力していた

だきたいということを要望しておきたい

と思います。これは要望です。 

 それで次に１７番目の震災対策推進事

業についてでございます。 

 これも２回目に聞こうと思っていたこ

とが、答えられてしまいました。 

 この木造の共同住宅などが解体されて

いるということが目につくわけでござい

ますけれども、この摂津市住宅・建築物耐

震改修促進計画の目標で言いますと、目標

は令和７年に９５％まで耐震化を進める
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ということになっています。それで不特定

多数の利用する建物の耐震化率について

は、令和２年で９５％となっていると思い

ます。 

 この不特定多数というのは共同住宅、木

造のアパートなどもそれに入るわけです

けれども、そういったものが随分解体され

ているということは、私は目にするわけで

ございますけども、そのことで空き家は減

少していると思いますけども、この耐震化

率がどれぐらい上がっているかというこ

とを把握されているかということと、それ

から空き家も減少しているということに

ついて、どれぐらい把握されているのか。 

 先ほど固定資産税の部分での認識を言

っていただきましたけれども、もう一度改

めて答弁をお願いします。 

 それから阪急正雀駅の道路拡幅事業に

ついてでありますけども、ことしで大体こ

の地図訂正が完了するということで、ここ

から前に進んでいくんだろうと思うわけ

でございます。 

 平成３０年度の中期財政見通しを見ま

すと、この阪急正雀の駅前拡幅は、令和６

年の完成を目指すということになってい

るんです。令和６年といったらあと５年と

いうことになりますけども、実際のところ

今後のめどについてはどうなのかについ

てご答弁をお願いしたいと思います。 

 それから１９番目になりますが、この公

園のバリアフリー化について、今後３か所

を予定されているということですけども、

その３か所の公園について、具体的に名前

を挙げられるのであれば教えていただき

たいと思います。 

 以上です。 

○野口博委員長 谷内田課長。 

○谷内田財政課長 質問項目１番の臨時

財政対策債の発行についてお答えいたし

ます。 

 臨時財政対策債につきましては、委員か

らもご指摘いただいていますように交付

税との関係、そういったところを踏まえて、

その発行について検討していく必要があ

ると考えております。 

 これまでも平成２７年度に発行可能額

が１０億５，０００万円のところ、実際の

発行額は７億９，４４０万に抑制したとい

う年もございます。 

 そういった過去のこともございますが、

やはり臨時財政対策債も含め市債の発行

につきましては、先日松本委員からもご質

問がございましたが、市債の残高、それと

基金の現在高、この二つのバランスを見な

がら市債の発行を検討していくことが重

要であると考えております。 

 それに加えまして、臨時財政対策債につ

いては委員からもご指摘いただいており

ますとおり、交付税との関係の中で、その

特殊性を踏まえて発行していくことが重

要であると考えております。 

 過去の状況を先ほども申し上げました

が、平成１３年度にこの臨時財政対策債の

制度ができて以降、平成３０年度までで１

４２億円ほどの臨時財政対策債を発行い

たしております。 

 それに対し元利償還金といたしまして

は７３億９，７００万円ほどをこれまで償

還しておりますが、交付税の基準財政需要

額に算入された額としては、７２億７，１

００万円となっており、その乖離が１億２，

６００万円ほど元利償還金のほうが多い、

交付税の基準財政収入額に算入されてい

る額が少ないという状況になっておりま

す。 

 また平成１３年度から平成３０年度ま
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での普通交付税として交付された額も１

９億１，０００万円ということで、元利償

還金７３億円に対し交付税としては１７

億円ほどしか交付されておらず、残りの５

６億４，４００万円余りの元利償還金は市

の一般財源で賄っているという状況にな

っております。 

 そういった交付税の制度の中で、地方全

体としては臨時財政対策債の元利償還金

については、きちんと交付税で見ていただ

いておりますが、やはり個別団体の状況で

見ますと、本市のように交付になったり不

交付になったりという団体については、臨

時財政対策債の元利償還金がきちんと交

付税として返ってきているかというと、そ

ういうわけではないというところは、やは

り重く見ておかないといけないと思って

おります。 

 それともう１点加えますと、この臨時財

政対策債は発行しても発行しなくても、交

付税の基準財政需要額にはその元利償還

金が算入されるという特殊性がございま

す。例えば平成３０年度に２億２，０００

万円の発行可能額がございましたが、発行

は見送りさせていただいております。 

 ただ、この平成３０年度の２億２，００

０万円に係る元利償還金についても、令和

元年度以降の交付税の算定の中では、きち

んと算入されております。 

 そういった特殊性も踏まえながら、令和

元年度についても決算見込みの状況を見

ながら基金繰入額の必要額が幾らなのか、

どういった見込みになるのかということ

を踏まえて、最終的に臨時財政対策債の発

行の有無について決定していきたいと考

えております。 

 以上です。 

○野口博委員長 船寺課長。 

○船寺納税課長 ２点目のご質問にお答

えします。 

 不納欠損が減少していることについて

の分析ということでございますが、委員の

おっしゃられたとおり、年度による若干の

増減はあるものの、全体としては減少傾向

が続いております。 

 これは先ほど申し上げました、これまで

の滞納者への取り組みによりまして、納税

いただくべき方にはきっちり納税いただ

くことで、不納欠損の減少につながってい

るものと考えております。 

 また一方で、滞納繰越額も同じく減少傾

向にあります。これもよりきめ細かな滞納

整理が行われていることが、不納欠損の減

少の一因となっていると考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 川西課長。 

○川西防災管財課長 では質問番号３番、

市立集会所の屋根の飛散の再発防止策に

ついてなんですけれども、まずは第１に日

ごろの安全点検、そして万が一不具合があ

れば迅速に補強、修繕をする。もうこれに

尽きると考えております。 

 また近隣住宅への補償体制でございま

すが、自然災害により集会所施設が近隣の

家屋にご迷惑をかけた。これについてはな

かなか補償については難しい、現実的には

無理だと考えております。 

 また風害により被害を受けた市立集会

所の修繕費なんですけれども、我々これは

公共施設として保険に入っております。全

国市有物件共済会により、修繕費の２分の

１が支給されることになっております。現

在、請求行為の途中でございまして、手続

を進めておるところでございます。 

 続きまして質問番号４番、車両管理につ

いてでございます。 
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 公用車のリースバック、確かに検討いた

しましたが、メリットといたしましては車

検や事故のときの手続であったり、保険金

請求などに要する事務が軽減できること

がございました。 

 しかしその一方で、そもそものトータル

コストが上がってしまうということもわ

かってまいりました。 

 このため、それ以降リースバックは今の

ところ検討はそこでストップして進めて

おりません。 

 続きまして電動アシスト自転車の導入

についてなんですけれども、その理念とい

うことなので、これは公用自動車使用によ

りますＣＯ２の削減、使用することにより

まして発生するＣＯ２を削減したい、また

ひいては公用車の所有台数そのものの削

減につながれば、非常にコストも削減でき

る。そういうところが理念でございます。 

 本市は平たんで狭い地域でございます

ので、職員が電動アシスト自転車を利用す

るメリットは非常に大きいと考えており

ます。 

続きまして５点目の市営住宅でござい

ます。 

特に鳥飼八町団地のご質問なんですけ

れども、鳥飼八町団地はできまして４０年

が経過しておりまして、老朽化が非常に進

んでおりますが、現在、具体的な年度を挙

げまして、鳥飼八町団地の建てかえ計画等

をご説明できる状況にはございません。 

 今後、安心して住んでいただける住環境

整備を検討する中で、鳥飼八町団地の方向

性につきましても、令和２年度末までに策

定予定のＦＭの施設個別計画の中で具体

的にお示しさせていただきたいと考えて

おります。 

 また八町団地の課題はというお問いだ

ったんですけれども、課題は住まわれてい

る方が非常に高齢化されておりまして、ご

希望としても、ずっとこのまま今の状態で

住み続けたいという、お声がしっかり市役

所に届けられております。 

 これはもし建てかえるといたしました

ら、家賃というのは築年数に応じて決まっ

てくる部分もあるんですけども、家賃が上

がることは確実でございます。この辺は課

題であると考えております。 

 続きまして６番の自主防災組織の支援

事業でございます。 

 委員がおっしゃるように、参加される市

民の皆さんはおおむね横ばいなんですけ

れども、運営される役員の皆様は固定化傾

向にあると、これは非常に感じております。 

 それで具体的なアドバイスということ

なんですけれども、我々はアドバイスより

も実効性のあるところといたしまして、役

員に若返っていただきたいという思いも

込めまして、今年から防災サポーター制度

を開始しております。 

 防災サポーターの方、誕生されました方

が、各それぞれの地域の自主防災組織の一

員としてご活動いただけるように、我々が

マッチング等、この下半期で進めていきた

いと考えております。 

 またほかの市で実施されておられます

市内一斉の自主防災訓練ですがというこ

となんですけれども、我々摂津市において

は、市内一斉の自主防災訓練は今のところ

予定しておりません。 

 それぞれの自主防災会が趣向を凝らさ

れまして、またそれぞれオリジナルの日程

で実施されておられますので、このあたり、

それぞれの地域の判断でされることが望

ましいと考えております。 

 続きまして、同じく地域版防災マップの
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委託先と中身ということなんですけれど

も、株式会社アイ・ディー・エーというと

ころに委託しております。 

 この会社なんですけども、本市の防災ア

ドバイザーの片田教授が代表を務められ

ておりまして、片田教授の教えておられる

群馬大学の卒業生を中心とした会社でご

ざいます。それで我々の防災の取り組みで

あったり、摂津市の地域性なども熟知され

ておられます。 

 具体的にやっていただいている委託の

中身といたしましては、それぞれ防災マッ

プをつくるときの地域への皆さんの水害

特性の説明であったり、地域の建物地図を

作成いただいたり、また成果品の印刷など、

このマップづくりに関することのほとん

ど全てをお願いしております。 

 続きまして７番の大阪北部地震の災害

なんですけれども、まず災害救助法により

まして、半壊の世帯の方に対しまして修繕

料が最大で５８万４，０００円まで支給さ

れる国の制度がございました。 

 ただ所得制限がありましたり、あとさま

ざまな要件がございまして、我々、半壊の

罹災証明を受け取られた方に、全てこの制

度を説明させていただいて、こういうのを

利用できますよとご案内申し上げたんで

すけれども、なかなか制定されている要件、

その辺がネックになりまして、この修繕制

度を申請された方はおられませんでした。 

 また千葉県を襲いました台風１５号に

つきまして、国のほうが激甚災害に指定さ

れまして、一部損壊の家屋についても支援

するというような報道がなされまして、本

市においても大阪府市長会の一員といた

しまして、去年の震災、風害が国の支援対

象になるように要望を今後はしていく予

定でございます。 

 今の時点では、まだ要望は出されており

ません、日程調整中と聞いております。 

 今後のこの見通しについてはまだわか

りませんが、激甚災害に指定されますと市

の実施する災害復興事業への国の国庫補

助がかさ上げされましたり、中小企業への

補償の特例などいろいろ財政的な支援が

受けられると聞いております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは質問番号８番

のご質問。防火水槽の耐震化計画について

お答えいたします。 

 防火水槽の耐震化計画は、平成７年に発

生いたしました阪神・淡路大震災を教訓に

立てられたものでございます。 

 大震災後、全国的に耐震性防火水槽の重

要性がクローズアップされる中、その当時

におきましては本市も必要と考え、耐震性

防火水槽を整備していったものでござい

ます。 

 その整備方針でございますが、耐震性防

火水槽を整備するには、多額の整備費用が

必要であったため、国庫補助金を活用し、

年間２基の増設を目標として計画を立て

まして整備していったものでございます。 

 しかしながら、限られた予算の中で十分

に勘案、選択、見直しをいたしましたとこ

ろ、現在は車両更新に重点を置かなければ

ならず、事業をシフトしていった結果とな

ったものでございます。 

 現状におきましては計画を中断してお

りますが、摂津市の公有施設の設置、また

民間の開発行為、建築行為に伴いまして、

耐震性防火水槽の整備を推進いたしてお

り、最近の統計から見まして現在では年間

平均約５基の耐震性防火水槽の増設がな

されている結果となってございます。 
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 また毎月１日は防火水槽点検デーとい

たしまして、定期的に点検を行いまして、

補修箇所等があればその都度修理を行い、

しっかりと管理もいたしております。 

 消防本部といたしましては、今後も大災

害にも対応が可能な消防水利の充実の推

進、管理に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 続きまして質問番号９番、更新後の車両

のインターネット競売の結果についてお

答えいたします。 

 本市消防本部におきましては、消防車両

の更新につきましては委員がご指摘のと

おり、今までは新規更新車両業者において

適切、安全に車両を処分、廃棄しているの

が現状でございました。 

 これには経緯がございまして、過去の消

防庁からの通知文書によりまして、テロ等

不適切な使用がなされないよう厳守して

きたものでございました。 

 しかしながら以前よりの委員からのご

提案を受けまして、本市消防本部では前年

度より先進市からの教示及び研究を重ね

るとともに、総務部、防災管財課と調整、

協議を進めたものでございます。 

 その結果でございますけれども、バン型

の消防車である旧指揮車は、九州鹿児島県

の落札者へ５５万１，４５０円で適切に売

却され、また旧の救急車にあっては、これ

は手続上、令和元年度の決算となるんです

けれども、東京都の落札者へ１３８万３，

３５０円で無事に売買が完了されたもの

でございます。 

 消防本部といたしましては、市の一般車

両をインターネットオークションで売却

することについて、実績のある総務部防災

管財課と今後も協議、調整を実施していき、

消防庁からの通知に抵触しない範囲で消

防車両の適切な管理を考慮し、また特殊性

などを勘案しながら、引き続きインターネ

ット競売を実施してまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 日野参事。 

○日野警備課参事 質問番号１０番、指令

センターにおける人員配置及び携帯電話

からの１１９番通報の対応についてお答

えいたします。 

 吹田市・摂津市消防指令センターにおけ

る人員配置につきましては、吹田市・摂津

市消防通信指令事務協議会規約により定

数を定めております。 

 協議会職員の内訳といたしましては、吹

田市が２１名、摂津市が６名の合計２７名

の職員が指令、通信業務を遂行しており、

指令センターの人員につきましては適正

に配置されていると考えております。 

 次に携帯電話からの通報による対応に

ついてですが、平成３０年度中の吹田市・

摂津市消防指令センターにおける１１９

番通報の入電全件数は３万４，９０２件で、

摂津市からの入電件数は６，９５７件であ

りました。 

 そのうち携帯電話からの入電件数が最

も多く３，８８２件で、全体の５６％を占

めております。 

 指令センターに入電した携帯電話から

の通報につきましては、ＧＰＳ等を利用し

場所を特定しております。 

 なお、通報時には必ず住所や近くの目標

物を聴取し、災害点を確定しております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 永田部参事。 

○永田建設部参事 それでは藤浦委員の

１１番目の２回目の質問にお答えさせて

いただきます。 
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 高齢者による事故のニュースがよく報

道されていることは承知しております。 

 ことしの４月に東京都の池袋で高齢者

が運転する車が暴走して母子二人が亡く

なられたというニュースが流れておりま

した。そのニュースが大きく取り上げられ

たことも影響してか、高齢者の運転免許証

自主返納者が増加している状況でありま

す。 

 しかしその一方で、高齢者が運転免許証

を返納されることで、移動のための交通手

段の一つが失われることから、移動手段を

確保することは重要だということは認識

しております。 

 そのため本市では高齢者が運転免許証

を自主返納することで、自転車による移動

が増すという観点から、返納者自身の安全

対策として反射材付きジャンパーの支給

を行うとともに、市内の交通維持のため、

鳥飼地域では民間の路線バスを補完する

交通手段として、公共施設巡回バスを運行

しており、また市内循環バスへの補助金交

付で継続した運行を維持しているような

状況で、市域全体の交通に取り組んでいる

ところであります。 

 また９月議会でもその返納にかわる手

段として自転車のソフト、ハードを取り組

み重点として答弁しておりますが、加えて

先日の府議会で来年度よりブレーキの装

置の補助を実施するとともに、大阪府のサ

ポート制度により高齢者の交通問題につ

いて対策していくと、大阪府知事が述べら

れております。本市としても府と連携して

取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に１２番目の件でございますが、市内

循環バスのこれまでの取り組みでござい

ますが、平成２５年３月に市役所を起点に

したルートから、千里丘を発着の起点とし

た運行ルートに変更し、駅でのバス乗車時

間帯を設け、利用者の利便性向上を図って

いるとともに、また平成２７年３月におい

ては、府道十三高槻線、正雀工区の側道開

放にあわせ、阪急正雀駅前にありました旧

デイハウスましたまで運行ルートを延伸

するとともに、朝夕の時間帯を１時間延長

し、利便性向上に努め、取り組んでまいり

ました。 

 これまでバス事業者は運転手の交代勤

務によりまして、全バス停を循環する便数

１１便を確保して運行しておりましたが、

ことしの４月から運転手不足により１名

体制による運行となっており、１名体制に

よる運行であることから、労働基準法に基

づく運転手の休憩時間を設ける必要があ

るため、一部の便で全バス停を循環できな

いという状況になっており、これが新たに

発生した問題点というような状況となっ

ております。 

 今後とも需要と供給のバランスを把握

しつつ、利便性向上に向けバス事業者と協

議してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 井上課長。 

○井上道路管理課長 それでは１４番目

のご質問で、地籍調査の成果と道路台帳や

境界明示の関係でございますが、地籍調査

で確定した境界線は道路台帳システムに

も記録され、以後の道路管理に生かしてい

くとともに、確定した土地所有者からの境

界明示申請がございましたら地籍調査の

成果の写しを交付し、これをもとに図面を

作成されることで市の立ち会いが不要と

なり、手続が簡素化されるものでございま

す。 

 また平成３０年度までの実績、進捗でご

ざいますが、本市の調査対象面積は全体で
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約１３．２平方キロメートルございます。

そのうち計０．９２平方キロメートルが調

査完了しております。 

 また区画整理などで地籍調査と同等以

上の精度で実施された測量も、地籍調査の

成果と同一の取り扱いとされておりまし

て、これを含めますと本市では全体で約３

平方キロメートルが実施済みで、進捗率と

いたしましては約２３％でございます。 

 大阪府の公表によりますと、府内平均の

進捗率は１２％ですが、都市部では土地が

細かく分かれ、所有者がふくそうしている

ことから、全国的に進捗率が低い状況でご

ざいます。 

 地籍調査の完了までには、まだ長い道の

りでございますが、今後も継続して実施し

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 寺田課長。 

○寺田建築課長 それでは１７番目の２

回目のご質問に答弁させていただきます。 

 先ほど１回目の答弁でも申し上げまし

たが、建物の解体除却につきましては、昨

年３２４戸ということで、比較的多くなっ

ておる状況でございます。 

 それでその状況を踏まえて空き家が減

少しているのではないかというようなお

問いでございましたが、空き家の戸数につ

きましては、ことし３月に計画を策定いた

しまして１，０２１戸ということでお示し

させていただいているところでございま

す。 

 ただ昨年の災害を受けて、どのような状

況になったかというところまでは把握い

たしておりませんので、今後、計画の進捗

にあわせまして、把握を進めてまいりたい

と考えております。 

 それで２点目の耐震化率の内容でござ

いますが、家屋の除却とあわせまして、建

てかえということが促進されておるよう

な状況でもございます。 

 ことしの１月時点でその滅失と建てか

えの部分を合わせまして、８４．１％とい

うことで、昨年に比べて１％上昇しておる

という状況でございますので、今後そうい

う形で建てかえが促進されることにより

まして、さらなる耐震化率の向上に寄与す

るものと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 永田部参事。 

○永田建設部参事 それでは１８番目の

阪急正雀駅前についての質問にお答えさ

せていただきます。 

 中期財政計画においては、現在令和６年

までの事業計画で示させていただいてお

るところでございますが、現在取り組んで

いる地図訂正作業がかなり時間を要した

関係から、中期財政の計画としては令和９

年度末を目指してという計画で上げさせ

ていただいています。 

 ただ今回の公図訂正をまずしないこと

には前に進みませんので、それをもって完

了させた後、次年度からは建物、補償算定

等に進めて、地権者の協力を得るように努

力していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 宮城課長。 

○宮城水みどり課長 それでは藤浦委員

の２回目の問いにお答えにいたします。 

 先ほど１回目の答弁の中で、公園の数と、

あと洋式化の数をお答えいたしましたが、

そこで身障者用のトイレの数について答

弁が漏れておりましたのでお答えしたい

と思います。 

 都市公園２８か所のトイレのうち、和式

トイレを洋式にかえた公園が１４か所ご
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ざいます。 

 同じく都市公園２８か所のトイレが設

置されているうち、５か所が身障者用トイ

レ、いわゆる車椅子の方がご利用できるト

イレが５か所あります。このトイレにつき

ましては平成２８年度に明和池公園が開

設されて以降、設置はされておりません。 

 それでは今後の計画についてお答えし

たいと思います。 

 令和元年度につきましては３公園、和式

トイレを洋式トイレにかえる工事を計画

しております。 

 そのうち、かえで公園につきましては、

洋式化は完了しております。 

 残りの２公園、しば公園、りんどう公園、

この２公園につきましても順次改修を行

っていく予定としております。 

 以上です。 

○野口博委員長 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 答弁ありがとうござい

ました。それでは３回目の質問をさせてい

ただきたいと思います。 

 まず財政全般についてということでご

ざいますが、臨時財政対策債の現状につい

て答弁いただいて、ちょっとショッキング

で、実際にはこれが反映されていないとい

うことで、ほとんど市の持ち出しで返済し

ていっているということでございますの

で、最初のこのイメージというか認識が、

私は今もろく崩れていっているところで

ございます。 

 それで今後、目指すと中期財政見通しに

も載ってきていますけども、阪急京都線連

続立体交差事業とか、千里丘駅西地区の再

開発とか、旧味舌小学校跡地の体育館の建

設とか、大規模な財源を必要とするものが

たくさんまだめじろ押しであるわけで、そ

してまた個別の公共施設等管理計画の策

定によって、さらにまた多額の管理費用が

発生してくるということもありますし、そ

のためにやっぱり一方では、この基金をし

っかり持っておくということは大事だろ

うということは、変わりはないと思うんで

す。 

 なので基金の大事さと、それから先ほど

の交付団体になっていくだろうという状

況の中で、これはバランスを本当に考えな

がら、これからは偏ってどちらかを生かす

ということではなくて、それこそさらにこ

ちらも難しいかじ取りをしながら、このい

ろんな大きな財源の要るものを乗り切っ

ていかないといけないということになる

と思いますので、さらに財政としては難し

い状況になると思いますので、これもしっ

かりと先を見据えて財政管理をお願いし

たいと思います。これは要望としておきた

いと思います。 

 それから不納欠損額についてでござい

ます。 

 先ほど滞納者を減らすということも、不

納欠損を減らすことにつながるという答

弁がございました。 

 まさしくそのとおりで、滞納額もちょっ

と調べますと、個人市民税においてですけ

ども、７年前と現在とを比べると、半分以

下になっているんです。 

 これはそれなりの努力があったと思う

んです。電話催告の事業委託などもして、

実際にこの滞納の減少に努められたこと

があると思いますし、また差し押さえ、先

ほどもちょっと出てましたけれども、不動

産とか貯金とか生命保険などの差し押さ

えなども行っておられると思います。実際

にその声も聞いております。 

 平成３０年度でこの差し押さえた種類

と件数がわかれば、ご答弁いただきたいと
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思います。 

 それから３番目の集会所の件でござい

まして、修繕費については全国市有物件共

済会から半額が支給される予定だという

ことで申請されているということでござ

いまして、逆に迷惑をかけた補償について

はちょっとできないと、難しいということ

で、これは残念ですけども、制度上、難し

いのかもわかりませんが、私は災害基金を

積んでいただいたので、こういったものも

利用できるのかなと、私ながら思っていた

わけですが、どうもそれも難しいようでご

ざいます。 

 それで再発防止はもうひたすら修理す

るしかないということでありましたけれ

ども、実際にたくさんの集会所が摂津市内

にはありまして、地域コミュニティにとっ

ては大変活動しやすい場となっているわ

けです。これはこれで非常によいというこ

となんですけども、その中でも多く老朽化

しているものが出てきています。台風被害

の対策や地震に対して、耐震基準を満たし

ていないものもあると思うんです。 

 それで先日のこの答弁では、昭和５６年

以前に建てられたものが１８棟あって、そ

のうち１３棟は耐震基準を満たしていな

いという答弁がありました。これは平屋を

除くと思うんですけども、平屋のものもあ

ります。それで平屋のものも含めると、も

う少し数があるのではないかと思うんで

すけど。 

 それで屋根、壁がやられたということが

ありましたけど、屋根の多くは瓦棒でふか

れています。これは瓦よりも随分安くふけ

るということで、瓦棒が多かったと思いま

す。 

 瓦棒は台風でめくれやすいんです。体育

館の屋根も瓦棒です。ベリベリとめくれて

いくんですが、そういうことも踏まえて、

やっぱり古くて、しかも瓦棒は特にめくれ

やすいということがありますので、そうい

うことも踏まえて、まず実態はどうなのか、

お願いします。 

 それから４番目、車両管理事業です。 

 先ほど車両を今度は減少させるという

ことの狙いとしては、ＣＯ２を削減すると

いうことと、コストダウンだということで、

どちらも大事なことだと思うんです。 

 それで今、私もバッジをつけていますが

ＳＤＧｓ、世界は今、ＳＤＧｓに取り組ん

でいこうということで、持続可能な開発計

画ということで、その中には当然温室ガス

の削減というのが大きな課題として入っ

ています。 

 今、地球温暖化が問題になってますが、

この間の台風１９号も、結局は地球温暖化

がこれを引き起こした、一つの大きな現象

であるということなので、日本はなかなか

具体的な施策が、前に進んでいないという

ことが問題視されているという中で、本市

としてもこういう思想、理念で進めていく

ことは非常に大事だなと思っているわけ

でございますが、その中で一部電気自動車

の導入などもされていますし、このＣＯ２

の削減ということについて、さらにいろい

ろ取り組みをされていると思いますけど

も、そのことについてご答弁をお願いした

いと思います。３回目です。 

 それから５番目の市営住宅管理事業に

ついてでございますが、なかなか難しい問

題だということで、老朽化しているけれど

も住んでいる住民にとっては、そこに住み

続けたい、ここがいいんだと。それで家賃

が高くなるのは困るという声が非常に強

いということでございます。これは難しい

問題だと思います。 



- 26 - 

 

 それで今、なおかつ公共施設等総合管理

計画を検討されていっているということ

でございまして、令和２年には一定公募制

といいますか、方針が示されるのだろうと

思います。 

 どうかこれもある意味では、安全性とい

う面もあると思いますので、そういうこと

もよく加味しながら、慎重な方向性を出し

ていただきたいということで要望してお

きたいと思います。 

 それから６番目、自主防災組織の支援の

ことについてでありますけれども、新しく

防災サポーター制度がつくられて、それを

地域にしっかりと携わっていけるように、

これから取り組んでいかれるということ

でございます。 

 そうすることによって自主防災組織を

さらに活性化させていくということでご

ざいまして、これは大いに期待したいと思

いますし、ぜひそのように頑張っていただ

きたいと思います。 

 まだまだ育成したものの、それが私たち

はどうしたらいいのか、どう入っていった

らいいのかというのが、現実にこのサポー

ターになられた人の声でございますので、

それをどうかうまく導いていけるような

取り組みをしていただきたいと思います。 

 それから一斉の自主防災訓練を行わな

いということでありますけれども、私はこ

の一斉の自主防災訓練をやっている中身

を聞きますと、余り携われない、市全体で

やると。今は各小学校区で消防、消防団、

それから市の職員とかあらゆる人が手伝

ってやられてるということになりますが、

もうちょっと手が離れるんです。一斉にや

るとどうしてもできない、自分たちでやら

ないといけないという状況がつくられて

しまうので、本当にもう少し自主的にやら

ないといけないという流れになるんです。 

 消防も全部の小学校に行けませんので、

そういうところがいいなと私は思うんで

す。 

 だから自主防災なので、より自主的に皆

さんが主体者になって、職員を頼らずにや

るということが大事かなと思うんです。 

 そういう方向性もやっぱり大事だなと

私は思いますので、一度そのこともご検討

いただきたいなと。一斉にやらなくてもい

いですけど、なるだけ自主防災として独自

でやっていけるような方法というのを検

討いただきたいなと思っています。 

 株式会社アイ・ディー・エーのことにつ

いては理解させていただきました。 

 それでこの防災マップが今どんどんつ

くられていって、洪水被害についてつくら

れていってるわけですけども、当然洪水が

多い、過去に洪水に悩まされてきたという

ことで、これはもう大事な取り組みだと思

っています。 

 それでまた画期的な取り組み、実際に自

治体で交渉して、自治会で交渉して避難場

所を指定して、これはすごい先進的な取り

組みだと思うんですけども、この防災マッ

プの位置づけです。今、国のほうとしては、

地域防災計画の下に地区防災計画をつく

ってくださいという推奨しているわけで

す。 

 この国がいっている地区防災計画と、そ

れで本市でつくっている防災マップの関

係、位置づけはどういう位置づけになって

いくのかということが一つです。 

 それから洪水があった場合でも余り被

害のない安威川以北の地域などは、今後同

じようにつくっていくのか、つくらないの

かというようなこと。 

 それから平成３０年度の取り組みで、軽
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可搬消防ポンプの更新が２か所行われて

います。先ほどのメニューの中では、この

軽可搬ポンプを使った訓練もしている小

学校区がありました。 

 この軽可搬の消防ポンプの設置する校

区と設置しない校区があると思いますけ

ど、この設置について基準はどういったこ

とになっているのか。 

 それから避難所運営マニュアルの精査

を行う。これは第１０期の実施計画に書い

てありましたけど、平成３０年度で精査を

行うということになっていましたが、実は

災害が起こったのでできなかったと思い

ますが、この避難所運営マニュアルは現在

どうなっているのかについてご答弁をお

願いしたいと思います。 

 それから７番目の大阪北部地震等災害

対策事業についてでございます。 

 今、要望書を去年の台風２１号について、

遡って出そうという動きがあり、これから

出すということでございます。 

 それで激甚災害に指定されるというこ

とでございますが、これはどうなるかわか

らないと思うんですけど、話が変わりまし

て、今回の大阪北部地震の罹災証明取得者

へのアンケート調査が終わって、報告書が

まとまりました。 

 そしてクロス集計を行って、この間報告

がありましたけども、その中で全体総括と

しては修繕支援金制度の情報入手方法、そ

れから支援金の額の話についての意見が

まとめられていましたけども、それも大変

大事だと思いますけれども、私はまだ修繕

が完了していない人、これは３４．９％い

らっしゃいますけども、もしこの中に見積

もりが間に合わなかって、本人のせいじゃ

なくて業者が見積もりを出してくれなか

ったことで修繕の補助金が使えなかった

という人があれば、これは非常に不公平だ

なと思うわけです。 

 それでそうした人が、何か救済できる方

法はないのかと考えるわけですけども、激

甚災害の指定にも、遡って一部損壊の人に

支援してもらうということもできたらい

いですけども、それもありですけど、だけ

ど今摂津市がやっている制度の中でも、こ

ういうさらに少し補助できる、支援ができ

る制度ができれば、私はいいのではないか

と考えるんですけどもどうでしょうか。ご

答弁をお願いしたいと思います。 

 ８番目、消防水利事業についてでござい

ます。 

 耐震化する計画があって、それで今車両

のほうを優先して更新していますという

ことと、あとは民間のほうで開発がどんど

ん進んでいって、耐震のこの防火水槽が年

に５個ぐらいできていってますというこ

とでございます。これはこれでいいと思う

んですけど、先ほど言いました残されてい

る公的な防火水槽の耐震化につきまして

も、これは新しく民間のものができたから、

もうこれは潰すというのもありだと思い

ますけれども、そういうバランスを見なが

ら、この耐震化していくという、長寿命化

していく対象にしなければならないと思

うんですけど、これは今後そういうバラン

スも見ながら、ぜひとも計画的にこの耐震

化をより強靭な、より安全・安心な摂津市

のために進めていっていただくというこ

と、これは要望としておきたいと思います。 

 次に９番目、消防本部車両・資機材整備

事業について。インターネットで売却して

いただいて、そして合計でいうと約１９３

万円、これはもともと税金で購入された救

急車、指揮車ですから、これは何ぼか回収

することができたということは非常によ
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かったと思います。 

 これからも、消防に限らずほかの課にお

きましても、そういうやっぱり貴重な市民

の税金で購入したものですから、少しでも

回収できるという考え方の下でお願いし

たいと思いますので、これは要望としてお

きます。 

 それから１０番目、救急活動事業につい

てでございます。 

 人員としては十分であるということ。そ

れから携帯電話はＧＰＳが使えるので、電

話がかかってきたら、もう位置がわかると

いうことでございます。 

 大体の位置が出るということですので、

昔の携帯とは随分と違うということでご

ざいますので、これは理解できました。 

 決して消防の遂行の支障になっていな

いという話でございますので、今後も恐ら

くまだまだ減ることはなくてふえていく

んだろうと思うんです、この救急の件数は。

その中で円滑に進めていただきますよう

にお願いします。 

 それで今回、１隊ふやして千里丘の消防

出張所に１１月９日からと言っておられ

ました。 

 ここはでも消防隊を新たに置くのでは

なくて、本署のほうに１隊ふやされるとい

うことでございますが、円滑にこれを進め

ていただきますようにお願いして、これも

要望としておきたいと思います。 

 次に１１番目、交通安全啓発事業につい

てであります。 

 交通弱者になるその人のために、この循

環バスや、また公共施設巡回バスの利便性

を高めていくんだと。それはそのとおりで

お願いしたいと思うんです。 

 それからもう一つ、先ほど言われました、

大阪府のほうからこのブレーキの補助に

ついて今検討されているということであ

りますので、こういったものも、もし決定

されれば、いち早くこれをアナウンスして

いただいて、そういったものが利用できる

ように、しっかりと周知をお願いしたいと

思うんです。 

 それでなおかつ今後の課題といたしま

して、さらなるこの高齢化はまだまだどん

どん進んでいくということになりますし、

今までいろいろ議論がありましたけども、

例えばワンメーターのタクシーチケット

の券とか、あとデマンド交通の券とか、い

ろいろまだまだ、これで終わりということ

ではなくて検討していただきながら、今後

のしっかりとした取り組みに備えていた

だきたいということで、これも要望として

おきたいと思います。 

 それから１２番の市内循環バス運行補

助事業について。これは頑張っていただい

ているのはよくわかるんです。何回も検討

していただいて、ルートも変更しながら頑

張っていただいているのもよくわかって

いるのです。 

 しかし、まだまだこの乗客数はそんなに

伸びていないということで、これは恐らく

よく乗られる区間と乗られない区間が出

ていると思うんです。 

 多分、市役所のあたりから千里丘のほう

に向かっていくときに、結構乗客数が多い

のだろうなと、おりてこられるのはよく見

るんですけど。それでそういうやっぱり区

間によって利用しやすい、しづらいという

のがあるんだろうと思います。 

 今後もだからしっかり継続して、利用し

やすいように検討していただくとともに、

またこれも同じです、交通手段については

これで固定ということじゃなくて、さらな

るいろんな方法を柔軟な姿勢で今後も臨



- 29 - 

 

んでいっていただいて、高齢化社会の中で

もしっかり取り組んでいただきたいとい

うことをこれも要望としておきます。 

 それから１４番です。都市再生地籍調査

事業について。 

 先ほどご答弁いただきまして、市内で今

約２３％という話でございました。 

 これは平成２１年度から進められてい

る事業で、全額を国負担で進められていま

す。これは土地の有効活用を促すというこ

と、それから近隣同士の土地トラブルを減

少させる。それで災害時にも速やかに復旧

させるという意図があるようですけども、

地域では官民と民民も全部一緒くたで進

められているんですけども、都市部では官

民境界型ということで限定されているよ

うですが、進捗はホームページに載ってい

ます。 

 これで見ますとことし３月の段階では、

全国では４月の段階で約５２％、大阪府は

約１２％、摂津市は約２３％、それで北摂

で比較的進んでいるのは茨木市約６１％、

豊中市は約４７％、その次は高槻市で約２

６％、４番目に摂津市が約２３％、それで

吹田市が約１１％、池田が約６％、箕面は

約４％ということで、比較的頑張っている

ほうです、４番目なので。茨木は約６１％

とすごく進んでいます。 

 いろいろそれぞれの事情があると思う

んですけれども、大阪市は全然進んでいな

いです。地域によって随分とばらつきがあ

るものでございますが、これはとにかく計

画的にしっかり進めていただくように、こ

れからも鋭意努力をお願いしたいと思い

ます。これは要望としておきます。 

 それから１７番の耐震対策推進事業に

ついてであります。 

 そもそもこの建物を除去する場合は、大

阪府に建物滅失届というのを出さないと

いけないと、そういう義務があると思うん

です。これは提出状況というのは把握され

ているのでしょうか、いないのでしょうか。 

 それから平成３０年度にこの建築課の

ホームページに載っていますが、代理受領

制度というのと、耐震シェルター補助がス

タートしましたと書いてありました。 

 導入理由と実績、これは平成３０年度か

ら始まったといってますが、実績について。

また周知についてはどのようにされてい

るのかについてお答えください。 

 次に１８番目、阪急正雀駅の駅前道路拡

幅事業についてでありますが、最新では令

和９年度を目指されて、完成を目指すとい

うことでございますので、これは引き続き

粛々と、この早期実現を目指して取り組ん

でいただくということで、これも要望して

おきたいと思います。 

 以上です。 

○野口博委員長 暫時休憩します。 

（午前１１時５８分 休憩） 

（午後 ０時５８分 再開） 

○野口博委員長 再開します。 

 奥村副市長。 

○奥村副市長 答弁をさせていただきた

いと思います。 

 いわゆる国の税収の伸び悩み、それから

財政赤字が長期にわたって続く中、地方交

付税に対する法定財源だけでは、地方が必

要とする地方交付税の水準を確保するこ

とはできず、特別な措置を講ずることが毎

年繰り返されております。これは、いわゆ

る地方財政対策と呼ばれております。 

 対策の主要手段といたしましては、２０

０１年度から創設された臨時財政対策債

がございます。 

 これは、臨時財政対策債が特別視される
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理由は、本来は地方公共団体が発行する地

方債でありながら、交付税に準ずる財源と

して、発行可能額を国が決めていること、

それから調達資金には使途の制限は課せ

られていないこと、元利償還金に対しまし

ては、発生主義にもかかわらず、１００％

が次年度以降の地方交付税算定に国から

補填を受けることにあります。 

 地方交付税の分割払い、あるいは後払い

に近い性格づけがなされていると言って

も過言ではないと思います。とはいいまし

ても、償還にかかわる債務を負担するのが、

発行した地方公共団体である点は、他の地

方債と何ら変わりはございません。 

 それから地方交付税が、ミクロの算定の

積み上げによって決まっているとすれば、

算入の公債費の増額は普通交付税の総額

を押し上げてまいります。 

 しかしながら現実的には、地方交付税の

総額は法定率で定まっております。算入の

公債費の増額は、他の需要を押し下げるこ

とにもなりかねません。こういうことでは、

臨時地方対策債というのは一定の問題で

はあるのではないかなと思っております。 

 先ほど、藤浦委員のほうからご指摘がご

ざいましたように、各地方公共団体はこれ

から公共施設の再整備が始まってまいり

ます。 

 非常に多額な財源が必要になってまい

りますし、今までの要は公共施設、今まで

人口増加やあるいはそれに伴う施設ニー

ズ、この拡大を背景に、次々と進められて

まいりました。建てかえに変わる新たな建

設の老朽化対策は、今後大きな課題となっ

てまいります。 

 臨時財政対策債あるいは減収補填債は、

いわゆる赤字地方債と言われております

が、これは建設地方債主義から例外的な措

置でございます。 

 そういう意味では、この地方債制度は、

本来は建設事業に充てて、後年度住民が利

用する負担を公平に求めるものであり、そ

れから多額な財源を財源調達手段として、

地方債は生かされるものと思っておりま

す。 

 しかしながら、国のいわゆる財政状況、

あるいは市町村の財政状況、非常に厳しく

なってまいっております。この臨時財政対

策債の措置は、これは一定限界がくるので

はないかと私どもは思っております。 

 元利償還金以内の今までの市債発行を

元利償還以内というふうに抑制をしてま

いりましたが、先ほど言いましたように公

共施設再整備、これには多額な地方債も当

然出てまいりますので、従来の原則はやや

揺らいでくるのではないかなと思ってお

ります。 

 今後につきましては、基金あるいは地方

債の発行、これをバランスよく発行しなが

ら、あるいは基金を取り崩しながら、高度

な財政バランスが必要になってくるので

はないかと思っております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 船寺課長。 

○船寺納税課長 滞納を減らすことが不

納欠損の減につながるのではないかとい

うことの中で、電話催告等業務委託料につ

いてご質問がございました。 

 この委託料につきましては、納付催告コ

ールセンターを設置するための経費でご

ざいまして、このコールセンターでは現年

度だけが滞納となっている方に対して、電

話による納付勧奨を行っております。 

 これは、いわゆるうっかり忘れや納付通

知をご覧になっていない方などに対して

納付を早期に解消することで、現年度の滞
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納の縮減に寄与しているものでございま

す。 

 それと、平成３０年度の差し押さえ件数

についてでございますが、不動産が３６件、

預貯金、保険などの債権が４９７件で、合

計５３３件となっております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 川西課長。 

○川西防災管財課長 では３回目のご質

問にお答えいたします。 

 まず３番目の市立集会所でございます。

市立集会所、昨年度耐震診断をしたんです

けれども、その中には平家建ての集会所、

昭和５６年以前に建てられた平家建ての

集会所も全て含めて、耐震診断をしており

ます。 

 また、屋根に瓦棒を使用している集会所

とのお問いなんですけれども、全部で３７

か所の集会所が瓦棒を屋根に使用してお

ります。 

 続きまして、質問番号４番です。車両関

連についてなんですけれども、地球温暖化

の防止を積極的に推進するというあたり

のご質問でございました。 

 これについて、我々防災管財課として取

り組んできたことなんですけれども、まず

昨年度から庁舎でＥＳＣＯ事業を開始さ

せていただきまして、消費電力の削減に努

めております。 

 また、先ほどもご答弁いたしましたとお

り、電動アシスト自転車の導入もいたして

おります。また電気自転車もございますの

で、職員にはなお一層、電動アシスト自転

車であったり電気自転車、このあたりの利

用を促進することで、地球温暖化防止に努

めてまいりたいと考えております。 

 続きまして、６番の自主防災組織支援事

業について、防災マップというお問いでご

ざいます。国のほうから地域の特性に応じ

た地区防災計画の策定、これを国は推奨し

ております。 

 そこで、本市で各地域が取り組まれてお

ります、防災マップなんですけれども、こ

れはお住まいの地域の危険箇所や緊急避

難場所の選定など、それぞれの地域特性に

応じてつくり込まれたものでございます

ので、まさに国の求める地域の特性に応じ

たというところに合致している、地区防災

計画の一部をなすものであると考えてお

ります。 

 続いて、防災マップの取り組みなんです

けれども、行く行くは市域全体で取り組ん

でいきたいと考えております。ただ、作業

日程や予算の関係で、やはり水害リスクの

高い地域から優先的に、今、取り組んでお

るところでございます。 

 続いて、避難所運営マニュアルなんです

けれども、これ、平成２１年に完成したも

ので、避難所の統一的な対応について網羅

したものでございます。 

 この先なんですけれども、補足的なもの

を加えたり、修正を必要に応じて加えてい

きたいと考えておりますが、ちょっと今の

ところまだ作業、なかなか踏み込めていな

い状態でございます。 

 最後に、７点目の大阪北部地震について

なんですけれども、罹災証明を申請された

方にアンケート、これを実施させていただ

いたんですけれども、この目的は、大規模

な自然災害が今後発生した場合に、迅速的

確に救済措置が打てる、その基礎資料とす

る目的でございます。 

 我々といたしましては、昨年度の地震で

あったり風害について、今後また新たな救

済制度というのは、今のところは検討して

おりません。 
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○野口博委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは、質問番号６番

のご質問のうち、軽可搬消防ポンプの更

新・設置については、消防本部警備課所管

でございますので、私のほうからお答えさ

せていただきます。 

 軽可搬消防ポンプの設置の基準につい

てのご質問でございますが、現在、市内に

おいて防災用軽可搬消防ポンプを保有す

る自主防災組織は、１０か所ございまして、

平成３０年度は市立味生公民館、そして東

正雀ちびっこ広場に設置の軽可搬消防ポ

ンプ２台の更新を実施したものでござい

ます。 

 この自主防災組織は、平成７年に発生い

たしました、阪神・淡路大震災を契機とい

たしまして、立ち上げられたものでござい

ます。 

 先ほど、防火水槽の答弁でもございまし

たが、大震災後、全国的な動きで、耐震性

防火水槽が必要とされ、自主防災組織用軽

可搬消防ポンプとセットで整備していっ

たものでございます。 

 なお、耐震性防火水槽及び軽可搬消防ポ

ンプの設置場所でございますが、校区とは

関係なく、当時、耐震性防火水槽が設置可

能な、敷地のある本市の公共施設であった

公園や公民館などでございました。 

 したがいまして、設置の基準といたしま

しては、校区とはリンクしていないもので

ございます。 

 しかしながら、現在では委員がご指摘の

とおり、校区の自主防災消防訓練におきま

して、ポンプ取り扱い訓練を取り入れるよ

う指導させていただいているとともに、自

主防災組織そして災害用軽可搬消防ポン

プの周知を図っているところでございま

す。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 寺田課長。 

○寺田建築課長 それでは、１７番目の３

回目のご質問にお答えいたします。 

 まず建物滅失届でございますが、こちら

のほうにつきましては、家屋の除却、解体

に伴う手続でございまして、法務局に届け

出る義務があるということでございます。

それで法務局備えつけの登記簿から、建物

がなくなったことを登記する内容でござ

います。 

 固定資産税課におかれましては、登記さ

れているものについて、法務局から通知が

あるものと聞いており、先ほどの答弁でも

申し上げたとおりの数字でございます。 

 次に、代理受領制度につきましては、所

有者の資金調達の負担軽減を図る目的で

導入をいたしております。 

 第２期住宅・建築物耐震改修促進計画の

中で、利用しやすい補助制度といたしまし

て、以前は補助金が工事終了後に交付され

ており、申請者が工事業者へ支払った事実、

領収証などでございますが、その確認をも

って、市が申請者に補助金を支払っており

ました。 

 この場合、申請者は一時的にも補助金の

額は用立てし、業者にお支払いをいただく

必要がございました。 

 このため、申請者の負担軽減を図るため、

補助金を施工業者がかわりに受け取る代

理受領制度を導入いたしまして、耐震改修

補助金では昨年度、３件が申請時において

活用されておるところでございます。 

 続きまして、耐震シェルターの補助金に

つきましては、現計画の中で、生命を守る

耐震化の推進といたしまして、長屋建て住

宅の所有者など、個別事情により建物全体

で耐震改修が困難な状況におきまして、命
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を守ることを最優先と考え、耐震シェルタ

ーの設置に対しましても、上限４０万円と

いうことで補助できるよう、導入いたした

ところでございます。 

 ただ、同制度におきましては、部屋が狭

くなるなど、使い勝手が悪くなるため、い

まだ実績はございません。 

 続きまして、周知の状況というお問いで

ございました。これらの取り組みにつきま

しても、例年開催いたしておりまして、こ

とし７月にも開催いたしておりますが、耐

震市民フォーラムにおきまして、啓発もさ

せていただいておるところでございます。 

 また、昨年３月には、本市とＮＴＴタウ

ンページとの防災啓発情報の協定により

ます、防災タウンページの紙面やホームペ

ージにおきましても、さまざまな場面ごと

の地震発生時への備えが示され、周知を図

っておるところでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 １点、答弁で７番目の大

阪北部地震の関係で、今回アンケートされ

た結果に基づいて３４．９％の方がまだ改

修が済んでいないと、それに伴って業者の

理由でおくれている場合についてどうか

という質問があったのでご答弁いただけ

ればと。 

 寺田課長。 

○寺田建築課長 被災住宅修繕支援金の

制度につきましては、昨年１０月からこと

し６月末をもって締め切りをさせていた

だいたところでございます。 

 この見積もりの状況で、工事前にもかか

わらず、見積もりで申請できるような形で

させていただいておりますので、これ以上

の延長ないし見直しは考えておりません。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 答弁ありがとうござい

ます。それでは４回目になりますが、質問

させていただきます。 

 まず２番目の不納欠損額についてでご

ざいます。差し押さえ件数も結構な数だな

とびっくりしているところです。 

 全部で５３３件ということで、この差し

押さえた動産については、インターネット

で売却をされていると思いますけれども、

まず平成３０年度の中身について教えて

ください。 

 それから３番目ですが、平屋も含めて１

３棟が昭和５６年以前のもので、耐震が不

足ということでございました。 

 それと瓦棒は３７件ということで、非常

に瓦棒が多いということですけれども、こ

れも公共施設等総合管理計画のもとで今

後検討されていくと思いますが、先日、関

東地方に大型台風が直撃をいたしました。 

 地球温暖化の影響が出てきたと専門家

が言っていましたけれども、このように毎

年大型の台風が襲来するという可能性が

非常に高まっていると思います。 

 ですので、できるだけ早期検討をしてい

ただく中で、まずはこの１３棟ですね、耐

震についてしっかり取り組みを進めてい

ただきたいと思いますけれども、そのこと

について、瓦棒の屋根の扱いについてもで

すけれども、見解をお聞きしたいと思いま

す。 

 それから４番目、車両管理事業について、

これはもう要望にとどめておきますけれ

ども、経費削減の強化も、これは当然のこ

とですけれども、先ほど来話題になってい

ます、温室効果ガスを抑えることも大変重

要な理念だと思います。 

 公用車を順次エコカーに切りかえてい

く、また燃料使用料削減に向けた取り組み
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としましては、前から「エコドライブ１０

のすすめ」というのも実践をされておりま

すし、これはホームページや広報に掲載す

るなどして、市役所のみならず、市内の事

業所や市民にも普及、推進ができるように、

取り組むことをお願いしておきたいと思

います。 

 また、公共施設の省資源、省エネルギー

対策や新エネルギー化についても、市役所

庁舎で実施をした省エネ効果のあるＥＳ

ＣＯ事業の導入をさらに違う場所につい

ても、導入を検討していただきたいという

ことを、これは要望としておきます。 

 それから、自主防災組織の支援事業につ

いてでございます。可搬のポンプについて

は１０か所、今、設置をされているという

ことで、今回２か所が更新されたというこ

とで、一部はこういう自主防災訓練で実際

に動かされているということですけれど

も、平成３０年度を見ても１か所しかその

メニューには入っていませんでした。 

 これはやはり定期的に、ポンプというの

は動かして点検をしておくことが必要だ

と思いますけれども、ふだんからの点検と

かについてはどうなっているのか、ご答弁

をお願いします。 

 それから避難所運営マニュアルの作成、

これは平成２１年につくったものをこれ

から精査をするということですけれども、

現在、本市でＨＵＧ訓練が随分広まりつつ

あります。連合自治会で取り組んだりとか

ということで、いわゆる避難所運営ゲーム

ですね、ＨＵＧ訓練というのは。 

 これは非常に、いろんな面に気づくのに

大変有効な取り組みだと思っているんで

すけれども、そういうものを実施すること

によって、随分関係者の意識が高くなって

きているとに思うんです。 

 それからもう一つは、防災マップを関係

者で、地域でつくり上げていっている。こ

れも本当に自分たちに沿う、生きた防災マ

ップをつくろうということで、意識が随分

高まっていると思うんですね。 

 それで私が思うに、この避難所運営マニ

ュアルも関係者の皆さんで、自主防災の人

やら、また校長先生、教頭先生とか、担当

職員も当然入って、自分たちでその学校に

応じた避難所運営マニュアルをつくり上

げていくことが、本当にいざというときに

役に立つマニュアルになると思うんです。 

 みんなでつくっているから、どこに何が

あって、どうやって、どう進めていくかと

いうことが、みんなシミュレーションでき

ているということが非常に重要だと思う

んですけれども、今後この避難所運営マニ

ュアルのつくり方について、担当課として

の意見を聞いておきたいと思います。 

 それから、７番目の大阪北部地震等災害

対策事業でございますが、その後の救済措

置、検討なしということで、非常に悲しい

なと思うわけでございます。 

 激甚災害の申請もするということもあ

りますし、そっちはそっちでまた、ちょっ

と伸びが薄いかもわかりませんけれども、

期待もしたいというところでありますけ

れども、できればそういう不公平のないよ

うに、使いたかったけれどもいろいろ諸事

情で使うことができなかった、利用できな

かったという人を何とか救済できるよう

な柔軟な対応で、不公平のないように取り

組んでいただきたいということを、これは

要望としておきたいと思います。 

 それから１７番目の震災対策推進事業

ですけれども、耐震シェルターの補助が平

成３０年度にスタートしたけれども、実績

がまだないということでございましたが、
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余り知られてないんじゃないかなと、私は

ちょっと思ったんです。 

 私も実際のところ、最近まで余り認識し

てなかったので、他市では結構早くからや

っているところがありましたけれども、そ

ういう意味ではもう少し周知をする必要

があるのではないかと思うんですね。 

 この摂津市の住宅・建築物耐震改修促進

計画の中にも、この防災ベッドとか耐震テ

ーブルの推進といったことが書いてあり

ます。 

 ですので、これは計画上も推進をしてい

こうということになっていると思うので、

もう少ししっかり周知も図っていただき

たいなと思います。 

 そして、この中には通電火災対策として、

感電ブレーカーの普及啓発というのも書

かれていますけれども、この実態について

ご答弁お願いしたいと思います。 

 以上です。 

○野口博委員長 船寺課長。 

○船寺納税課長 ２点目の動産の差し押

さえに関して公売の内容ということでご

ざいます。 

 平成３０年度のインターネット公売の

内容ですが、平成２９年度に差し押さえた

動産のうち、平成２９年度中に落札されな

かった２件について、平成３０年度に公売

を行ったもので、計７回の公売を行い、計

４万５，０００円で落札されたものでござ

います。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 川西課長。 

○川西防災管財課長 集会所のご質問で

ございます。 

 集会所全体の方向性なんですけれども、

これは令和２年度末までに、ＦＭの施設個

別計画の中でお示しする予定でございま

す。集会所は、地域コミュニティの場なん

ですけれども、皆さんご存じのように施設

の老朽化などの課題がございます。 

 また、耐震化が必要なところも１３か所

ございます。これらさまざまな事柄を勘案

しながら、今後検討を進めてまいりたいと

考えてございます。 

 続きまして、６番の自主防災組織なんで

すけれども、避難所運営マニュアルを修正

することにつきましては、できたら我々市

が画一的に修正するのではなくて、それぞ

れ集会所ごとに施設管理者であったり、地

域の皆さんであったり、そのあたり皆さん

入っていただいて、オリジナルの避難所運

営マニュアル、これをつくらせていただい

て、委員がおっしゃるように生きたマニュ

アル、活用できるマニュアル、その避難所

に応じたマニュアルというのを目指して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは、４回目のご質

問であります。自主防災組織用軽可搬消防

ポンプの点検についてお答えいたします。 

 自主防災組織用軽可搬消防ポンプの管

理・点検につきましては、消防が行ってお

りまして、２か月ごと定期的に署員による

点検を実施しているとともに、年には一度

必ず消防本部及び消防団のポンプと合わ

せまして、消防ポンプ取扱業者によるポン

プ性能試験を実施し、適正に管理している

ものでございます。 

 もちろん、自主防災組織における自治会

長等から連絡を受ければ、定期点検以外で

もスポット修理など、可能な体制をとって

おります。 

 消防本部といたしましては、大規模な地

震など、大災害の発生に備えまして、人命
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救助はもちろんのこと、最大限の被害の軽

減に努めるため、自主防災組織を厚くサポ

ートいたしまして、市民の安全・安心をし

っかりと確保していく考えでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 寺田課長。 

○寺田建築課長 それでは、１７番目の４

回目のご質問に答弁させていただきます。 

 第２期住宅・建築物耐震改修促進計画に

おきましては、一人一人で地震に備える方

策を示しております居住空間の安全の確

保の取り組みといたしまして、個別事情に

より、耐震改修が困難な場合、防災ベッド

や耐震テーブルにより、命を守ることがで

きることから、記載のほうさせていただい

ております。 

 また、阪神・淡路大震災における火災発

生の原因とされます通電火災対策といた

しまして、地震を感知すると電気を遮断で

きる感震ブレーカー、これの普及啓発につ

いても記載のほうをいたしております。 

 これらの取り組みにつきましては、こと

し７月に開催いたしております耐震市民

フォーラムにおいても、啓発をしたところ

でございます。 

 先ほど答弁申し上げた、防災タウンペー

ジの紙面やホームページにおいても、備え

ということで記されておるところでござ

います。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 藤浦委員。 

○藤浦雅彦委員 では最後に、ちょっと要

望にさせていただきたいと思います。まず

は不納欠損のことについてであります。 

 以前からも不公平のないように、不納欠

損を減らすようにと訴えてきたことを思

い出しますけれども、久しぶりにこの総務

部所管の委員会で深掘りをしていきます

と、随分進んでいることにびっくりをして

おります。 

 また、血も涙もない取り立てはいけない

ということで、そのバランスが大事だとい

うことに思っているわけですが、私の認識

では窓口の相談においても、丁寧に行って

いただいておりまして、たまには自己中心

的な市民もおられます。そうした方にも毅

然とした対応で行っていただいていると

思っております。 

 このことは大変高く評価しております

し、実際に数字でこの滞納件数や、また不

納欠損がどんどん下がっているというこ

とでございまして、業務も進行していると

いうことで、こういう職員こそ、能力評価

とか業務評価を高くしていただきたいと

思います。 

 これからも引き続き頑張っていただき

たいということをお願いし、また市民に寄

り添うように対応していただきたいとい

うことをお願いをして、要望としておきま

す。 

 それから３番目、市立集会所管理事業に

ついてであります。 

 先ほども公共施設等総合管理計画のも

とで検討していくというお話でございま

すので、これ、摂津市住宅・建築物耐震改

修促進計画では、多数の者が利用する建物

は、平成３２年までに９５％の達成を目指

すとなっているんですね。 

 集会所はまさに、多数の人が利用する建

物に当たると思います。しかも先ほども言

いましたけれども、これからは大型台風が

たびたび襲来をする、こういう状況になっ

ているということも勘案をしまして、市民

の安全を守る観点から放置できない問題

であると思いますので、早期の解決をお願

いし、これは要望としたいと思います。 
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 それから、６番目の自主防災組織支援事

業についてであります。 

 先ほど避難所運営マニュアルについて

は、ぜひとも関係者でつくっていくという

方向で目指されるということでございま

すので、これはぜひ頑張っていただきたい

と思います。 

 また、可搬式のポンプについては、消防

で点検をされているということも、それは

それで大事ですけれども、やはりいざとい

うときには、さわっていないと使えない、

ということだったと思うんですね。 

 だから自主防災訓練でも、ぜひ使ってく

ださいと指導されていると思うんですけ

れども、これもふだんから使えるように何

とか考えて、市民が使えるような形を、ぜ

ひ考えていただきたいなと思います。これ

も要望とします。 

 そして、避難所についてもう少しお話し

させていただきますと、真夜中とか早朝の

地震災害の場合は、担当職員が避難所に到

着できるかわからないケースもあります。 

 だから、自主防災関係者には職員室の鍵

とか、その関係の鍵のありかをちゃんと確

認をしていただいていて、先ほどもあった

ように自主防災のマニュアルも自分たち

でつくって、自分たちで本当に自主的に避

難所が運営できるようにしていく、目指す

べきだと思います。 

 ただ、避難所というのは地震の場合はす

ぐ使えないですよね。ですからきちんと、

安全である点検をしないといけません。 

 その点検も、例えば校区の地域の中でそ

ういう専門の仕事をされている方、建築関

係とかいらっしゃると思うんですけれど

も、そういう人を登録していただいて、そ

ういう人たちにいざというときには先に

中の安全の確認をしていただく、例えば避

難所建物安全確認サポーターとでも名を

つけて、そういう人たちが先に安全を確保

して、そして使うということもできると思

うんですね。 

 とにかく職員が来なくても、避難所が開

設できるという体制を目指すべきだと私

は思います。そのことを提案しておきたい

と思います。 

 そして昨年の災害の経験から、備蓄品と

してことしは発電機とかランタンとかブ

ルーシートを新たに置かれるということ

でございます。 

 災害では、直接に被害に遭って亡くなる

方もおられますけれども、関連死というこ

とで、避難所のところでぐあいが悪くなっ

てとか、あと避難所ではもうちょっとだめ

なので車で避難して、結局それが元で脳梗

塞になったりとか、いろんな形で亡くなら

れる、ぐあいが悪くなって亡くなられる人

のほうが多いと言われているんですね。 

 だから、とにかく逃げたらいいというの

ではなくて、そういう関連死もしっかり抑

えることを考えていかないといけないと

思います。 

 今回の台風１９号の避難でも、ちょっと

映っていましたが、体育館に毛布を敷いて

雑魚寝をしている姿が映し出されていま

したけれども、この日本の避難の風景とい

うのは、関東大震災以来１００年変わって

いないと言われているんですね。 

 かたいところに雑魚寝をする、それでま

たぐあいが悪くなるということにもつな

がっていると思います。 

 体育館を使用する場合は下がかたいの

で、例えばダンボールベッドを使用する。

ただ、ダンボールベッドもダンボールメー

カーと提携をしていて、福祉のためのベッ

ドぐらいは用意ができるにしても、全部の
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体育館にそんなものを敷くというのは無

理だと思います。 

 ならば、せめて１枚、２枚のダンボール

を下に敷くように、備蓄品として備えてお

くということもできると思うんですね。 

 例えば縦２メートル、横１メートルの大

きさが一人分だそうですので、そのダンボ

ールを、同じ大きさのものを備えておけば、

下に敷いて壁にもなるし、よりまだ環境を

整えることにもつながると思うんですが、

こういうこともちょっと検討いただきた

いと思います。 

 そして、夏の暑いとき、冬の寒いときは

体育館にエアコンをということで、これは

国を挙げてこれから取り組んでいきます

ので、これから財政的にまた大きな負担に

なりますけれども、こういうこともしっか

りと取り組んでいきたいと思います。 

 そして、今回の台風１９号の教訓として

は、先ほど来言っています、地球温暖化の

影響、急激に発達をする、それで勢力を落

とさずに日本の南側から襲撃をしてくる

という、これ専門家が前に言ってましたけ

れども、まさにそのとおりの台風が今回の

台風であったであろうと思います。 

 そして、テレビでも報道されていました

けれども、今までの考え方を変えないとい

けない、大型の台風がしょっちゅうこれか

ら来るというふうに、地球温暖化がいよい

よ始まったことによって、考え方を変えな

いといけないと言われていました。 

 先日の台風はたまたま東日本へ抜けて

いきましたけれども、これが恐らく関西に

直撃をしていたら、淀川だって氾濫してい

たかもわかりません。一晩で５００ミリメ

ートルとか１，０００ミリメートルとか降

られたら、ひとたまりもないのではないで

しょうか。 

 そこで一つヒントになるのは、江戸川区

がタイムラインというのをつくっていま

した。これも片田先生が入ってつくってお

られるんですけれども、海抜ゼロメートル

なので、江戸川区から逃げてくださいと言

うんですね。 

 「４８時間前にもう逃げてください」と

いう司令を出すということでしたけれど

も、今回はちょっといろいろ諸事情があっ

て出せなかったということで、なかなか想

定が決まるのが、４８時間以内で短かった、

それから計画運行でもう公共の交通がと

まってしまったということもあって、発令

できなかったということですけれども、淀

川流域の人たちについてはそういうこと

もこれから考えていかないといけないな

と私は感じています。 

 そういったことも含めて、後は淀川が決

壊すると、市役所の２階のサーバーですね、

こういったものもやはり上に上げること

もちょっと考えないといけないんじゃな

いかと思います。いろいろ申し上げました

けれども、これは意見として言っておきま

す。 

 それから１７番目の耐震対策推進事業

についてでございます。 

 市民の安心・安全を守るという意味から、

耐震の推進、それから耐震がなかなか難し

いときには耐震ベッドなどの推進という

ことで、これはもうこの計画に基づいて、

ぜひ全力で取り組んでいただきますよう

にお願いをいたします。 

 大変長くなりましたが、以上で質問を終

わります。 

○野口博委員長 藤浦委員の質問が終わ

りました。 

 そうしましたら、南野委員。 

○南野直司委員 それでは何点かお聞か
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せいただきたいと思います。 

 １点目に、決算概要１１２ページ、１１

３ページ、交通安全啓発事業についてでご

ざいます。 

 この事業の中の交通安全教育実施状況

ということで、これは事務報告書の２６２

ページに載っておりますけれども、この事

業の中で取り組んでいただいていると思

います。 

 平成２９年度と平成３０年度と、これを

比べて見ますと、例えば千里丘小学校ＰＴ

Ａの親子、それからせっつ幼稚園の親子、

そして摂津フットボールクラブの親子、そ

れとか地域子育て支援センターの三世代

で、これは児童あるいは生徒、園児だけじ

ゃなくて、保護者の皆さん、子育て世代の

お父さん、お母さん、あるいはおじいちゃ

ん、おばあちゃんも一緒に、交通安全教育

をしていきましょうという取り組みが本

当に出ているのかなと思います。 

 その部分について、ちょっとお聞かせい

ただきたいと思います。 

 ２点目に、１１６ページになります。市

内環境維持事業でございます。 

 これは事務報告書では２５６ページ、大

正川あるいは安威川等々の草刈りですね。

僕がちょっと認識しておりますのは、大阪

府の茨木土木事務所が摂津市が委託を受

けて、例えば山田川でしたら草刈りをこの

事業の中でしていただいておると思うん

ですけれども、平成３０年度の取り組みに

ついてお聞かせいただきたいと思います。 

 それから３番目です。１２０ページ、特

定空家対策事務事業についてでございま

す。 

 いろいろ先日も含めて議論があったと

思うんですけれども、平成３１年３月、平

成３０年度に空家等対策計画が策定をさ

れました。 

 それで昨年、大きな地震もあって、そし

て台風もあって、特定空き家、建築課が掌

握されております特定空き家と言われる

空き家ですね、平成３０年度になりますけ

れども市内に何軒あるか、ちょっと掌握さ

れていたら教えていただきたいと思いま

す。 

 ４番目です。同じく１２０ページの都市

景観事業、これは要望としておきたいんで

すけれども、これは事務報告書では２２７

ページですね。 

 平成２９年度と平成３０年度と比較し

まして、新たに、今までは市役所ロビー、

コミュニティプラザ、アトリウム南摂津だ

ったと思うんです。 

 それが新たに新規で、別府コミュニティ

センターも、これは都市景観のパネル展を

実施していただいたということで、多く人

が訪れるところで、摂津市のいいところと

いいますか、魅力を、これは市民の方が撮

った写真を募集して、それを展示していた

だいている。努力していただいていると思

うんです。 

 例えばですけれども、これは要望として

おきますけれども、モノレールの南摂津駅

であったり、摂津駅であったり、万博もそ

ういうパネル展をされている、万博記念公

園駅でしたか、されていると思うんですけ

れども、そういうところでもぜひしていた

だいたらいいのかなと。努力はしていただ

いていると思いますけれども、お願いした

いと思います。 

 それからやはりもう一つは、シティプロ

モーションという角度から、広報課等々関

係課と連携をして、市民が撮られた写真と

いうのはやはり意味があると思うんです。 

 シティプロモーションという観点から
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も、この都市景観パネル展、どうか今まで

以上に展開していって、摂津市の魅力を全

国へ発信していただけたらなと思います

ので、どうかよろしくお願いをいたします。

これは要望としておきます。 

 次は５点目です。１２２ページ、１２３

ページの緑化推進事業の中の誕生記念植

樹祭の件です。 

 今月も２７日の日曜日にですね、ありま

すけれども、これ年に２回ですね、取り組

んでいただいております。 

 平成３０年度は４月２２日、これ春と、

秋が１０月２８日で、３７名と２９名参加

されて、明和池公園で実施されました。僕

はすばらしい取り組みだなと思っていま

す。 

 おうちで植樹できない、スペースがない

方でもそういう公園に来てみんなで一緒

に植樹ができるという、すばらしいこれは

摂津市独自の取り組みだなと思うんです

けれども、今回も明和池公園でやります。 

 平成３０年度もされましたけれども、ま

だ何年かこの明和池公園にスペースがあ

ってできるのかどうかですね、その１点だ

けお聞かせいただきたいと思います。 

 それから６番目です。１２６ページ、１

２７ページの消防活動推進事業の中に、こ

れは消防活動ですから、住宅用火災警報器

の設置の啓発も、さまざまな場面でしてい

ただいていると思うんです。 

 それで平成１８年６月１日以降の新築

住宅は設置が義務づけられていて、既存の

住宅に関しては平成２３年６月１日から

義務化されましたということで、摂津市に

おいても平成３０年度、消防本部としても

さまざまな啓発活動をしていただいてい

ると思うんです。 

 ここで例えば全国でどれぐらいの設置

率なのか、大阪府はどれぐらいになるのか、

それで摂津市はどれぐらいになるのか、掌

握されておりましたらお聞かせいただき

たいと思います。 

 それから、７番目です。１２８、１２９

ページのこれも消防本部車両・資機材整備

事業の中の備考に書いてあるんですけれ

ども、救命ボート更新に係る経費というこ

とであります。消防本部として、エンジン

付きのやつもあるでしょうし、それからエ

ンジンが付いてないやつもあるでしょう

し、この救命ボートはどれぐらい保有され

ているのか。平成３０年度とありますけれ

ども、これは決算ですから。それから、そ

のボートによって訓練をされているかど

うかとか、あとエンジン付きだったらエン

ジンをかけないとあきませんけれども、維

持管理ですね。その辺はどのようにされて

いるのか、ちょっと救命ボートに絞って、

この事業の中をお聞かせいただきたいと

思います。 

 それから、１３０ページです。 

 １３０ページの自主防災組織支援事業、

これは先ほどもいろいろと議論がありま

した。事務報告書では６０ページ、６１ペ

ージですかね。小学校区あるいは地域で、

１０か所で毎年取り組んでいただいてる

と思うんです。この自主防災組織に取り組

んでいただいている自主防災訓練の参加

者について、いろいろ取り組んで組織の方

と連携を図りながら、若い世代の方にご参

加いただけるのにはどうしたらいいかと

か、そういう角度から女性をターゲットに

して、そういう検討をされているとは思う

んですけれども、その辺をちょっとお聞か

せいただきたいと思います。子どもも含め

てお聞かせをいただきたいと思います。 

 最後です。９番目です。同じく１３０ペ
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ージの情報収集伝達体制整備事業です。そ

の中には、災害情報の伝達体制強化に向け

てのＪアラートの受信機の更新であった

り、ＭＣＡ型携帯無線機を増設して、本市

と災害医療センターなどとの連携体制を

整備。そして、もう一つは、防災行政無線

システムの整備ということで、さまざまな

事業の中身がありますけれども、平成３０

年度の取り組みについて改めてお聞かせ

いただきたいと思います。 

 １回目、以上です。 

○野口博委員長 永田部参事。 

○永田建設部参事 それでは、南野委員の

交通安全教室実施状況についての質問に

対してお答えさせていただきます。 

 交通安全教室につきましては、まず市内

の小学校全１０校の３年生を対象にした

自転車の正しい乗り方、信号の渡り方など

を教えております。また、保育園、幼稚園

など約２４の施設の未就学児を対象に、横

断歩道の渡り方などを教えております。 

 委員がおっしゃられた親子及び三世代

に対しましては、サンドライビングスクー

ルで開催される交通安全フェスティバル

を初め、千里丘小学校のＰＴＡやせっつ幼

稚園、また市内で活動しているスポーツク

ラブなどにおいて開催させていただいて

おり、平成２９年度では親子三世代を対象

にした教室は２回でありましたが、平成３

０年度は５回ふえて計７回開催をさせて

いただいておりまして、約４４０名の方々

が参加しております。教室における重点的

な教育内容につきましては、子どもたち、

児童に対して道路を歩くときの注意点、信

号機のある交差点や道路を横断するとき

の左右確認、また一旦停止などの講習など

を教えて、その教室を親子あるいは三世代、

おじいちゃん、おばあちゃんにも一緒に講

習に参加していただき、父兄の方々に対し

て、子どもに教えていることを親も守るこ

とを注意して取り組むようお願いしてい

るところであります。また、信号機など点

滅したときには無理した横断はしないよ

うに指導しております。あわせて、自転車

の安全利用五則なども説明して、教育の中

身に入れて取り組んでいるところでござ

います。平成３０年度の指導対象者は事務

報告書に記載のとおり、園児６７９名、児

童７７９名、一般及び高齢者は１，１４３

人となっている状況でございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 井上課長。 

○井上道路管理課長 それでは、２番目の

ご質問の市内環境維持事業の中で、平成３

０年度の取り組みについて答弁申し上げ

ます。 

 市内を流れる河川のうち大阪府が管理

されております大正川、境川、山田川、安

威川などの草刈りにつきましては、大阪府

より委託を受けまして、各河川の堤防法面

の草刈りを市内環境維持事業の中で実施

しております。平成３０年度の取り組み、

実施内容といたしましては、各河川１回か

ら大正川については３回、時期をあけまし

て実施しております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 寺田課長。 

○寺田建築課長 それでは、３番目のご質

問に答弁申し上げます。 

 摂津市空家等対策計画につきましては、

平成３１年３月に策定いたしたところで

ございます。委員のお問いの特定空き家等

に該当するものということでございます

が、この計画の中で実地調査も含めて把握

いたしておりますのは１０棟ございます。 

 以上でございます。 
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○野口博委員長 宮城課長。 

○宮城水みどり課長 それでは、５番目の

誕生記念植樹祭を明和池公園で今後続け

ていくのかのお問いに答弁させていただ

きます。 

 誕生記念植樹祭は、摂津市内で生まれた

新生児を祝うイベントであります。委員の

おっしゃるとおり、摂津市独自のイベント

でもあり、緑化を推進していく上でも重要

な事業だと認識しております。明和池公園

での開催につきましては、平成２８年３月

に明和池公園が開設されたと同時に、同年

４月に春の誕生記念植樹祭を開催しまし

て、それよりことしの春までで計７回開催

しております。今回の秋の１０月２７日で

８回目を迎えることになっております。今

後明和池公園で続けていくかにつきまし

ては、明和池公園も実際に８回目を迎える

に当たって、一定の場所は埋まりましたが、

１ヘクタール以上の広い公園でもありま

すので、続けていくに当たって、植栽をし

ていく場所というのはまだ幾らか残って

おりますので、今しばらくは明和池公園で

植樹祭のほうを続けていきたいと考えて

おります。 

 以上です。 

○野口博委員長 納家課長。 

○納家予防課長 それでは、６番目、住宅

用火災警報器の設置状況についてお答え

いたします。 

 住宅用火災警報器の設置率につきまし

ては、平成３０年６月１日時点では、本市

７７．３％、大阪府下８４．３％、全国で

は８１．６％でありました。本市におきま

しては、ここ５年間の設置率は少しずつで

はありますが、上昇はしております。 

 以上です。 

○野口博委員長 木下課長。 

○木下警備課長 それでは、質問番号７番、

消防本部警備課所管であります消防本部

車両・資機材整備事業のうち救命ボートに

ついてお答えいたします。 

 消防本部におきましては、一級河川の淀

川を初め、安威川、大正川、山田川が流れ

ておりまして、台風や大雨災害発生時にお

ける大規模氾濫の警戒、また水難救助用と

いたしまして、本署に１艇、そして３出張

所に各１艇、合計４艇の救命ボートを保有

しております。 

 なお、エンジン付きの内訳でございます

が、河川氾濫のリスクが高い鳥飼出張所、

そして本署、味生出張所にエンジン付きを

配備いたしまして、千里丘出張所について

はエンジンなしではございますが、救命ボ

ートを配備しております。そして、今回更

新いたしましたのは、鳥飼出張所に配備し

ております救命ボートでございました。 

 それから、救命ボートを使用した訓練と

いうことでございますけれども、災害に備

えましたボート取り扱い訓練や水難救助

訓練を年に１回以上行っておりまして、摂

津警察署及び市役所の防災管財課の職員

とともに三者合同水難救助訓練も年に１

回行っているものでございます。また、淀

川右岸河川敷で数年に１回行われます大

阪府地域防災総合演習におきましては、近

隣市と合同で水難救助を行っており、これ

ら訓練時に救命ボートを活用していると

いう内容でございます。 

 また、保守点検ということでございます

けれども、維持管理という面でございます

が、消防で保有しますボートでございます

けれども、これはエンジン付きボートなん

ですけれども、船舶検査が義務づけられて

いるというところで６年ごとに定期検査、

そして定期検査の間の３年目の中間検査
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を受けなければならないこととなってご

ざいます。また、日常の点検を月１回、外

観目視点検及びエンジンを始動させての

機能点検を実施いたしまして、いつでも災

害対応可能な状況を保っているものでご

ざいます。消防といたしましては、今後も

水難事故、大型台風襲来、ゲリラ的集中豪

雨による河川の増水時には迅速に出動い

たしまして、市民の安心・安全を厳守する

ため救命ボートを活用いたしまして、水難

救助等、災害事案に対処していくものでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 川西課長。 

○川西防災管財課長 では、８点目の自主

防災組織訓練への参加者促進、特に若い世

代、女性であったり、若い子育て世代の参

加者促進への取り組みというところなん

ですけれども、これは今までずっと課題に

なっておりまして、我々としては地元の自

主防災組織と大分協議を進めているんで

すけれども、なかなか組織だってこういう

ふうにしようという決め手には欠ける状

態でございます。そのような中、ある自主

防災会では、おじいちゃん、おばあちゃん

とお孫さんを連れていこうというキャン

ペーンを独自に打たれているところとか、

または訓練が終わった後に防災グッズが

当たるくじ引き会みたいなものを企画さ

れて、今まで余り関心がなかった層にも参

加を呼びかけておられる事例もございま

す。 

 それと、９番なんですけれども、９番の

ご質問の情報収集伝達体制整備事業でご

ざいます。平成３０年度の主な取り組みを

というところで、平成３０年度の特にこれ

はというところは、ＭＣＡ無線を１０台増

設しました。この１０台を増設したところ

なんですけれども、主に医療機関ですね。

市内の医療機関であったり、医師会の役員

のご自宅であったり、そのあたりの医療機

関を中心にＭＣＡ無線を増設しておりま

す。また、毎年のことなんですけれども、

Ｊアラートの訓練であったり、あと緊急地

震速報訓練であったり、このあたりの防災

行政無線を活用いたしました放送訓練も

実施しております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 南野副委員長。 

○南野直司委員 ご答弁ありがとうござ

います。 

 １点目の交通安全啓発事業の中の交通

安全教育の分で、課長から詳しくご答弁い

ただいたわけでございます。何回か僕はこ

の委員会でお願いということでさせてい

ただいているんですけれども、やはり、お

母さんが子どもを乗せて自転車で走って

いる、その後ろを子どもが小さい自転車で

ついて走っているんですけれども、完全に

信号無視状態で走られている後ろを小さ

い子どももやっぱりがついて行くという

場面を今でも見るわけであります。どうか

交通安全教育の実施については、学校ある

いは園を中心でされていると思いますの

で、先生方あるいはＰＴＡ等々と連携をと

っていただき、子育て世代のお父さん、お

母さん、あるいはおじいちゃん、おばあち

ゃんも一緒に参加できるような場面を少

しずつでもいいと思いますので、ふやして

いただくように要望としておきますので、

よろしくお願いをいたします。 

 ２点目の市内環境維持事業の中の河川

の草刈りですけれども、課長からご答弁を

いただきました。僕は山田川の川沿いに住

んでます。それで、草刈りをやってもらっ

てます。しかし、地域の自治会長を初め多
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くの方からご要望をいただいているのは、

草は刈っているけれども、護岸に生えてい

る樹木はそのままなんです。何度か僕も今

まで茨木土木事務所へ要望に行きました

し、道路管理課のほうにも相談もさせてい

ただいてますけれども、多くの樹木が生え

ている現状であります。山田川は、吹田市

のほうで雨が降ると、摂津市は雨が降って

なくても物すごいスピードで川の水が流

れてきて、水位もぐんと上がる河川であり

ますので、樹木が生えてますと樹木に圧が

かかって護岸が削れてしまわないかなと

いう心配を多くの地域の方はされている

わけでありますけれども、その辺は樹木の

剪定は茨木土木事務所と聞いております

けれども、要望はしていただいているのか

どうかちょっとご答弁いただきたいと思

います。 

 ３番目の特定空家対策事務事業につき

まして、特定空き家と言われる空き家は１

０棟ありますよという課長からご答弁い

ただきました。大阪北部地震あるいは台風

２１号で半壊になったお家もあるかもし

れませんけれども、現在１０棟ということ

で、これはそういう地震、台風があると今

にも全壊になるおそれがあるような建物

だと認識をしております。私の地域の中に

もそういうお家があります。大阪北部地震

あるいは台風２１号で壁がずれたり、まだ

瓦が修理をされていないお宅があります

ので、粘り強く対応していただきたいと思

います。５月には大阪司法書士会と提携も

結ばれましたし、法的な部分をご相談しな

がら、日にちはかかると思いますけれども、

一軒一軒丁寧に所有者の方と対話をしな

がら、空き家を一つでもなくしていくんだ

という思いでどうか取り組んでいただき

ますよう、これは要望としておきますので、

よろしくお願いをいたします。 

 それから、誕生記念植樹祭で課長からご

答弁いただきまして、当分は明和池公園は

１ヘクタールあるから、その端っこ部分を

使いながら、誕生記念植樹祭をやっていく

んだというご答弁をいただきました。僕は、

本当にこれはすばらしい摂津市の、ほかに

もやっている市町村もあると思いますけ

れども、子育てするんだったら摂津市でと

いうことで全国へ発信できるこれはシテ

ィプロモーションにも通じることだと思

いますし、さっきの景観パネル展もそうで

すけれども、僕の提案なんですが、ホーム

ページで今もこの誕生記念植樹祭の様子

は写真も載せてもらっていますが、例えば、

植樹祭をした子どもが小学生になってそ

の植樹を見にいっている姿、例えばですけ

れども、そういう姿もストーリーがあって

いいのではないかなと。そういうのをホー

ムページでアップしていただければ、もち

ろん了解を取らないとあかんと思うんで

すけれども、さまざまな観点から、全国へ

摂津市の魅力をアピールしていく観点か

ら、どうかよろしくお願いします。これも

要望としておきます。 

 ６点目の予防活動推進事業につきまし

て、平成３０年度の住宅用火災警報器の設

置状況、率についてご答弁をいただきまし

た。事務報告書の４２７ページなんですけ

れども、建物火災ということで平成３０年

度は住宅が３件ですかね。それで、共同住

宅が２件ということで掲載されておりま

すけれども、例えばこの住宅あるいは共同

住宅の中で、火災が二つありましたけど、

設置されていたかどうかというのは調べ

ておられるのかどうかについて、お聞かせ

いただきたいと思います。 

 続きまして、７番目です。消防本部車



- 45 - 

 

両・資機材整備事業の中で、救命ボートに

ついてご答弁いただきました。エンジン付

きが３台とそうでないのが１台、それで４

台あります。それから、防災管財課のほう

にも３台あるということは７台あるとい

うことで認識をいたしました。摂津市は、

昨年、大きな地震を経験いたしました。そ

れから、台風２１号で、どちらかというと

雨よりも風害のほうを経験いたしました。

今回、先日起こりました台風１９号は風も

きつかったですけれども、中心気圧が９５

０ヘクトパスカルですかね、すごい大きい

台風でしたけれども、どちらかというと水

害のほうをもたらしたと思います。関東あ

るいは東日本は、大きな甚大な水害をもた

らしたと思います。そんな中で、やはりニ

ュースの映像を見ておりますと、消防本部

であったり警察であったり、消防団の方も

いらっしゃったと思います。ボートで水に

つかったお家に取り残されている方の救

助を皆さんで協力してされていたと思い

ます。皆さん、見ていただいたと思います

けれども。現在のこの台数で、これは大き

な水害が発生したときに、特に安威川以南

はハザードマップ的にちょっと厳しいの

かなと思いますけれども、これよりふやし

たほうがいいのかどうか、今の消防本部の

人材で多くの台数の救命ボートがあって

もこなせないよ、そういう考えをその観点

からお聞かせいただいたと思います。 

 それから、８番目の自主防災組織支援事

業の中で自主防災訓練に子育て世代ある

いは女性の方、若い世代の方が参加をして

いくにはどうしたらいいのか、これは課題

なんですということで課長からご答弁が

ありました。先日、私、第一中学校区でこ

ども食堂をやってまして、それのお手伝い

をさせていただいているんですけれども、

その中で期限切れになりそうなアルファ

化米を少しこども食堂にいただきながら、

子どもたちを視点とした防災クイズを防

災管財課の職員の方にやっていただいた

んです。それがすごく好評だったんです。

それを体験されたある方が自主防災組織

に入っておられて、防災訓練でそういうス

ペースを、教室の一つを借りるとか、体育

館の一つを借りるかでそういう防災クイ

ズを子どもたち向けにやったら、もっと子

育て世代のお父さん、お母さんや子どもた

ちが来て、若い世代も参加対象になるので

はないかというご意見をいただいたわけ

です。その観点からちょっと考えをお聞か

せいただきたいなと思います。 

 それから９番目、最後です。防災行政無

線システムの整備等々、ＭＣＡ型の携帯無

線機の増設等々の事業の中身を課長から

ご答弁をいただいたわけであります。ちょ

っとこの際お聞かせいただきたいんです

けれども、今、何か所か防災無線がついて

おりますけれども、いわゆる旧味舌小学校

の跡地ですけれども、そこは今、正雀ひか

り園ができてまして、隣の空地を体育館の

建設に向けて今全力で取り組んでいただ

いているんですけれども、そこはもともと

味舌小学校でありまして、防災行政無線が

設置されておりました。地域の方から、や

はり防災機能を備えた体育館が建設され

るのであれば、防災行政無線あるいはスピ

ーカーシステムを設置していただけるん

だろうというお声が多く出ておりますけ

れども、考えについてお聞かせいただきた

いと思います。 

 ２回目終わります。 

○野口博委員長 井上課長。 

○井上道路管理課長 それでは、委員の２

回目のご質問の山田川等の河川内の樹木
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の撤去について大阪府にどのように要望

をしてきたかというお問いについてでご

ざいますが、この樹木につきましては、先

ほど申し上げました本市の委託を受けて

おります内容には含まれておらず、河川管

理者である大阪府が伐採撤去作業を行う

ことになっておりますが、本市も近隣住民

からの要望がございましたら、その都度大

阪府へ申し送りをさせていただいており

ます。また、年１回河川の点検を実施され

ておりまして、本市もそれに同行いたしま

して、そういった箇所について対応をお願

いしているところでございます。また、大

阪府でも河川のパトロールを実施され状

況の確認をされており、直接大阪府のほう

に要望等も入っていると聞いておりまし

て、その中で現状を認識をされております。 

 山田川につきましては、確認をいたしま

すと、早期に樹木の伐採作業を行う予定で

あると聞いております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 林課長。 

○林警防第２課長 質問番号６番、火災時

に住宅用火災警報器が設置されていたか

どうかというご質問にお答えいたします。 

 平成３０年度中の建物火災１３件中、委

員のおっしゃるとおり、住宅につきまして

は５件発生しております。そのうち住宅用

火災警報器を設置しなければならないと

いう対象の建物は４件でございました。さ

らに、そのうち住宅用火災警報器が設置さ

れていた住宅は１件ということでござい

ました。 

 あと、引き続きまして質問番号７番、救

命ボートの配置についてのご質問でござ

います。 

 先般の水害におきましても、一般住宅で

垂直避難された方が、浸水継続時間が長時

間となったためにヘリコプターやボート

で救出されるという姿がテレビで多く報

道されておりました。摂津市におきまして

も、平成２９年６月１４日に淀川河川事務

所が公表いたしました淀川洪水浸水想定

区域図におきましては、市内では平均浸水

深度４．７メートルというような数字も出

ております。これらの長期浸水時におきま

して、私どもが先ほど申し上げた消防では

４艇を保有しておりますけれども、こちら

のボートを市内各出張所に１台ずつ配備

しているところですが、安威川以南の地域

におきましては浸水が広範囲に及ぶため、

これらのボートだけでは十分ではないか

もわかりませんけれども、現在の消防の人

員、それから資機材、このバランスを考え

て活動はしていきたいと思っております。

なお、大災害時におきましては、緊急消防

援助隊等の出動もあり、ヘリコプターの応

援等も来ると思いますので、そのあたりは

状況を見ながら随時対応していきたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 川西課長。 

○川西防災管財課長 では、質問番号８番、

自主防災訓練で子ども向きの何か１コマ

をというお問いなんですけれども、我々は、

委員がおっしゃるように出前メニューの

中で子ども向けの防災啓発のメニューも

持っております。代表的なところでは、委

員がおっしゃるように防災こどもクイズ

のようなものもございます。また、自主防

災会の方からお声がかかれば、我々として

はメニューがありますので、ぜひお子様向

けの講座を自主防災訓練の中で１コマや

らせていただけたらと考えております。 

 続きまして、質問番号９番でございます。

旧味舌小学校跡地の防災行政無線のスピ
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ーカーの件なんですけれども、旧味舌小学

校の校舎を平成２９年度に解体したとき

に、ここにありました防災行政無線は撤去

させていただいておりまして、代替としま

して摂津市民図書館とそれから庄屋公園

のほうに新たに防災行政無線のほうを設

置させていただいております。今後、旧味

舌小学校跡地の体育館が完成したときに

この無線のスピーカーを設置してはとの

お問いなんですけれども、なかなかこの場

で確定的なお返事は難しいですけれども、

住宅が非常に多いエリアでもございます

ことから、設置に向けた検討を進めてまい

りたいと考えます。よろしくお願いします。 

○野口博委員長 南野副委員長。 

○南野直司委員 ありがとうございます。

最後、全て要望としておきたいと思います。 

 山田川の護岸の樹木ですけれども、課長

も認識はしていただいて、物すごく栄養が

ありまして、物すごくいい大木になってい

るんです。護岸というか法面といいますか、

中側にまともに生えてまして、物すごくで

かいんですよ。地域の皆さん、僕も山田川

沿いに住んでますから、僕の顔を見るたび

に、あの木はどないかならへんかというこ

とでずっと、ＪＲの線路下にあるトンネル

のところから安威川まで生えてますので、

よろしくお願いします。要望としておきま

す。 

 それから、次に６番目につきまして、住

宅用火災警報器で、火災の件数５件の中、

住宅用火災警報器を設置しなければいけ

ない建物が４件でしたよというご答弁を

いただきました。ありがとうございます。 

 ことしに入りまして、僕の近隣の地域で

も火災が、東正雀ですけれどもありまして、

僕も消防団で消火のお手伝いをさせてい

ただいたんですけれども、そこはもちろん

共同住宅で、僕の見た限りでは、そこは住

宅用火災警報器は設置されてなかったと

思います。茨木市がホームページでこんな

のを公開されているんですけれども、例え

ば８０代の男性がおでんを温めるために

鍋をコンロにかけたまま外出したため、鍋

が焦げ、煙が上がり、住宅用火災警報器が

作動しました。警報音で火災に気づいた近

隣住民が１１９番通報したため大事には

至りませんでしたと。ほかの事例も書いて

あるんですけれども、もちろん夜中ですと

か寝てるときに火災警報器が鳴ると、自分

の家で火事があった、早く逃げないとあか

んという動作ができると思うんですけれ

ども、近隣の方に火災を知らせるという部

分もすごく効果があると思いますので、そ

ういう場合に初期消火につながると思い

ますので、ぜひ引き続き消防団等々、皆さ

んと連携を図っていただきながら、全ての

住宅、共同住宅等々に住宅用火災警報器が

設置できるように引き続き取り組んでい

ただきますよう要望としておきますので、

よろしくお願いをします。 

 それから、７番目の救命ボートの件につ

きまして、職員の皆さんのバランスを見な

がら、また救命ボートの配置についても検

討していきますというご答弁をいただき

ました。大きい水害が来ますと、やはり安

威川以南地域、特に浸水する地域がたくさ

ん出てくると思いますので、ボートの配置

についても防災管財課や関係課と連携を

図りながら取り組んでいただきますよう、

よろしくお願いします。要望としておきま

す。 

 それから、次の自主防災訓練への子ども

たちあるいは子育て世代の若い方の参加

につきましてご答弁いただきました。自主

防災組織から出前講座の要望があればや
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りますよということですので、よろしくお

願いしたいと思います。これも各小学校を

中心にされてます。味舌なんかはふれあい

広場とかでされてますけれども、横には市

民ルームがありますし、そういうところを

活用して、子どもたちへの防災クイズをや

りながら、若い方の参加も大事な視点だと

思います。あるいは、ちょっと角度を変え

ますけれども、ハンディキャップをお持ち

の方も地域の作業所から一緒に参加する

など、一緒にそういう防災クイズをしなが

ら多くの方が防災訓練に参加できるよう、

今後も引き続きご努力をお願いをしたい

と思います。要望としておきます。 

 それから、最後の防災行政無線、新たな

体育館に設置をお願いできないかという

ことで、今はつけますと言えませんけれど

も、もともとそこに防災行政無線がついて

いた場所でありますので、そして課長にも

言っていただきましたけれども、多くの住

宅の密集地でありますので、ぜひそういう

角度から設置の検討をお願いいたしまし

て、質問を終わります。 

 以上です。 

○野口博委員長 暫時休憩します。 

（午後２時２３分 休憩） 

（午後２時５９分 再開） 

○野口博委員長 それでは再開します。 

 引き続き、認定第１号所管分の審査を行

います。 

 補足説明を求めます。 

 山本市長公室長。 

○山本市長公室長 認定第１号、平成３０

年度摂津市一般会計歳入歳出決算のうち、

市長公室が所管しております事項につき

まして、決算書の事項別明細の目を追って、

その主なものについて補足説明をさせて

いただきます。 

 まず、歳入でございます。 

 ４４ページ、款１５府支出金、項２府補

助金、目１総務費府補助金は、人権相談事

業等にかかる総合相談事業交付金でござ

います。 

 ５０ページ、項３委託金、目１総務費委

託金は、大阪府からの人権啓発活動事業全

般にかかる人権啓発活動委託金でござい

ます。 

 ５２ページ、款１７寄附金、項１寄附金、

目１寄附金は、人間基礎教育にかかる事業

への指定寄附金でございます。 

 ５４ページ、款１９諸収入、項４雑入、

目２雑入は、広報課における広報誌広告掲

載料、ホームページ広告掲載料、人事課に

おける退職手当水道事業及び下水道事業

会計負担金、派遣職員給与等負担金及び一

般職非常勤職員等雇用保険個人掛金など

でございます。 

 次に、歳出でございますが、一般会計全

体に係ります人件費関係の決算につきま

しては、決算概要２４ページの給与費決算

額調書に記載をいたしております。 

 平成３０年度に支出をいたしました給

与費の総額は５２億８，５２９万３０７円

で、前年度に比べ４．５％、２億２，９６

６万４，００４円の増額となっております。 

 給与費の内訳といたしましては、報酬で

２億４，５０１万７，３０３円、給料で２

０億９，５５１万４，７９８円、職員手当

等で２０億２，４６２万７，７７５円、共

済費で９億２，０１３万４３１円の執行と

なっております。 

 給料では、前年度に比べ０．１％、３０

７万２，９９１円の増額となっており、こ

れは平成３０年人事院勧告による平均０．

１４％増の給料表改定が主な要因でござ

います。 
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 職員手当等では、前年度に比べ１２．

２％、２億２，０３５万６，４６２円の増

額となっており、これは退職手当が４億５，

９６２万８２２円の執行で、前年度に比べ

６１．２％、１億７，４５７万１３６円の

増額となったことが、主な要因でございま

す。 

 次に、人件費以外の主な内容を、一般会

計歳入歳出決算書によりご説明を申し上

げます。 

 まず、総務費についてご説明いたします。 

 決算書７０ページから７６ページ、款２

総務費、項１総務管理費、目１一般管理費

は、市長公室全般の事務執行にかかる経費

のほか、一般職非常勤職員等への賃金、秘

書派遣、職員健康診断、採用及び昇任試験

問題の作成や職員研修実施等にかかる委

託料、職員厚生会や職員自主研究グループ

に対する補助金、各種職員研修や全国市長

会等の負担金などでございます。 

 ７６ページから７８ページ、目２文書広

報費は、広報せっつの発行及び配布等に係

る経費のほか、ホームページの保守や管理

経費などでございます。 

 ７８ページから８０ページ、目４財産管

理費は、公共施設等マネジメントを推進す

るために必要な公共建築物長寿命化対策

の検討を初めとした、業務推進委託に要す

る経費などでございます。 

 ８２ページ、目５企画費は、政策推進課

の事務執行にかかる経費のほか、指定管理

者選定委員会委員への報酬や地域別人口

推計等の業務委託に要する経費などでご

ざいます。 

 ８４ページ、目１１女性政策費は、男女

共同参画推進審議会開催に係る経費のほ

か、啓発誌の発行等に要した経費でござい

ます。 

 ８６ページ、目１２男女共同参画センタ

ー費は、男女共同参画センターにおける相

談事業や講座開催、ウィズせっつカレッジ

の開催等に係る経費のほか、活動専門員等

への賃金などでございます。 

 ９２ページ、目１７諸費は、人権啓発等

に係る経費でございます。 

 次に、民生費についてご説明いたします。 

 １２０ページ、款３民生費、項１社会福

祉費、目８臨時福祉給付金等給付事業費は、

低所得者を対象とした給付金に係る過年

度分国庫返還金でございます。 

 最後に、２２２ページ、（４）支出によ

る権利でございますが、公営財団法人大阪

人権博物館出損金については、大阪人権博

物館の運営継続のため、一部が取り崩しさ

れたため、本市の権利につきましても当該

出損金割合、出損割合に応じ２万７，４０

５円の減少となったものでございます。 

 また、一般財団法人アジア太平洋人権情

報センター出損金につきましては、各団体

からの出損金で構成される基本財産の一

部が取り崩されたため、本市の権利につき

ましても、当該出損割合に応じ８万３，１

４２円の減少となったものでございます。 

 以上、市長公室の所管いたします決算内

容の補足説明とさせていただきます。 

○野口博委員長 続きまして、橋本総合行

政委員会事務局長。 

○橋本選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局長 それ

では、認定第１号、平成３０年度摂津市一

般会計歳入歳出決算のうち、選挙管理委員

会、監査委員、公平委員会及び固定資産評

価審査委員会の事務局にかかる部分につ

きまして、決算書の目を追って補足説明を

させていただきます。 

 まず、歳入でございます。 
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 ４２ページ、款１４国庫支出金、項３委

託金、目１総務費委託金の選挙費委託金は、

在外選挙人名簿登録事務委託金でござい

ます。 

 ５０ページ、款１５府支出金、項３委託

金、目１総務費委託金の選挙費委託金は、

府議会議員選挙費委託金及び府知事選挙

費委託金でございます。 

 次に、歳出でございます。 

 ８２ページ、款２総務費、項１総務管理

費、目７公平委員会費は、委員報酬など事

務的な経費でございます。 

 同じく目８固定資産評価審査委員会費

は、委員報酬など事務的な経費でございま

す。 

 １００ページ、項４選挙費、目１選挙管

理委員会費は、委員報酬など事務的な経費

でございます。 

 同じく目２府議会議員選挙費は、翌年度

であります平成３１年４月７日執行とな

りました大阪府議会議員選挙の準備等に

かかる執行管理経費でございます。 

 主なものといたしましては、投票所入場

券の印刷及び封入封函委託料、その郵送の

通信運搬費並びにポスター掲示場設営委

託料などでございます。 

 １０２ページ、目３府知事選挙費は、知

事の辞職に伴いまして、平成３１年４月７

日執行の府議会議員選挙と同日となった

大阪府知事選挙の執行管理経費でござい

ます。 

 主なものといたしましては、ポスター掲

示場設営委託料、そして３月２２日からの

期日前投票にかかります投票立会人等の

報酬などでございます。 

 最後に、１０４ページ、項６監査委員費、

目１監査委員費は、委員報酬など事務的な

経費でございます。 

 以上、決算内容の補足説明とさせていた

だきます。 

○野口博委員長 それでは、続きまして、

岩見会計管理者。 

○岩見会計管理者 引き続き、認定第１号、

平成３０年度摂津市一般会計歳入歳出決

算のうち、会計室に係る部分につきまして、

目を追って主なものについて補足説明を

させていただきます。 

 まず、歳入でございますが、決算書５４

ページ、款１９諸収入、項２市預金利子、

目１市預金利子は、歳計現金などにかかる

預金利子でございます。 

 続きまして、歳出でございますが、決算

書７２ページ、目２総務費、項１総務管理

費、目１一般管理費の主なものといたしま

して、節１１需用費のうち消耗品は庁内に

配布する事務用品などの購入、印刷製本費

は、市の賞状用紙や封筒の印刷にかかった

経費でございます。 

 次に、７８ページ、目３会計管理費は、

会計室の出納事務にかかる経費で、主なも

のは節１２役務費の手数料で口座振替な

どにかかった経費でございます。 

 以上、まことに簡単ではございますが、

所管いたします決算内容の補足説明とさ

せていただきます。 

○野口博委員長 それでは、説明が終わり

ましたので、質疑に入ります。 

 松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは、質問をさせて

いただきます。 

 まず、１番目、これは決算概要４２ペー

ジの人事管理事業の勤務管理システムの

構築委託料、内容について、まずお聞かせ

ください。 

 続きまして、２番目、同じく決算概要４

２ページの人事管理事業の広告掲載業務
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委託料の内容と、その実績や成果について

どのようなものか。お聞かせください。 

 続きまして、３番目、同じく決算概要４

２ページの人事課のところのこの階層別

と職種別能力開発事業についてですが、執

行率の低さについての理由を、お聞かせく

ださい。 

 続きまして、４番目、これは事務報告書

の４２ページ、４６ページのところにあり

ます。人権女性政策課にかかわるウィズせ

っつカレッジと男女共同参画センター講

座開催事業のそれぞれの講座の概要につ

いて、お聞かせください。 

 続きまして、５番目、同じく事務報告書

で４３ページのところで、この女性問題相

談事業について数字が記載をされており

ますが、改めて、この内容についてどう捉

えているのか。お聞かせください。 

 続きまして、６番目、事務報告書の１５

ページ、ホームページ事業についてです。

平成３０年度からリニューアルされたホ

ームページが運用されましたけども、改め

て、どのようによくなったのかを、お聞か

せください。 

 続いて、７番目、決算概要の４６ページ

のところで、ホームページ事業についてと、

ホームページにはふるさと納税について

はどのように表記をされているのかを、お

聞かせください。 

 そして、８番目、これは事務報告書の１

９ページ、決算概要は４８ページのＦＭ推

進事業についてと、６回されたＦＭ連絡会

の取組概要について、成果も含めてお聞か

せください。 

 そして、最後９番目、決算概要の６８ペ

ージの選挙管理委員会のところなんです

けども、今年度、平成３０年度知事選の繰

り上げで同日選挙になった府議会議員選

挙、知事選挙ですけれども、この選挙の準

備というのは平成３０年分と理解をして

おります。このイレギュラーな対応につい

て、どのようにされたのかを、お聞かせく

ださい。 

 以上、９点です。 

○野口博委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、私のほうから

１番目から３番目までのご質問にお答え

をいたします。 

 まず、１番目の勤務管理システムの構築

委託料の件でございますけれども、この内

容といたしましては、市役所庁舎の新館及

び本館に勤務する職員のタイムカードを

電子化するものでございまして、労働基準

法の改正に伴う時間外勤務の勤務時間の

上限への対応ですとか、職員の健康管理、

業務の平準化等に活用するために、昨年度

から導入をいたしたものでございます。 

 内訳といたしましては、カードリーダー

であったり、読み取りの端末、あるいはシ

ステム上のアカウントの初期設定などの

費用が含まれております。 

 経費面では、極力抑えつつ必要な機能を

有するシステムとして導入できたものと

考えております。 

 ２番目の広告掲載業務の委託料の内容、

実績、成果というお問いでございましたけ

れども、広告掲載につきましては、平成２

７年度から行っておりまして、鉄道の車両

内における採用試験実施に係る広告掲載

を行ってございます。昨年度は春の試験で

阪急電車、秋の試験では大阪モノレールに

広告掲載を行っております。いずれも応募

者のおよそ２５％から３０％程度の方が、

広告で試験実施を知って応募に至ったと

いうことでアンケート回答も得ておりま

す。一定の効果が見られたのかなというふ
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うに考えております。 

 それから、３番目のご質問で階層別の研

修と職種別の研修の執行率のお問いでご

ざいました。 

 まず、階層別の能力開発事業の研修につ

きましては、これは市主催のものが主でご

ざいまして、所属、それから職種にかかわ

らず経験年数等役職等に応じて求められ

る能力の育成を目的に研修を実施いたし

ているものでございます。 

 昨年度の実績で申し上げますと、６月に

発生いたしました大阪北部地震の発生後

に、震災の対応を優先して研修実施は見送

った、そういう内容の研修が１件ございま

したけれども、実施率自体は当初の想定と

ほぼ変わりなく実施ができたものでござ

います。 

 この差分の要因と申しますのが、研修の

方法であったり、講師の変更、見直し等を

行ったことによりまして、研修実施は行っ

たんですけれども、費用の部分で少し差が

出ているということでご理解いただきた

いと思います。 

 それから、職種別能力開発事業の研修に

つきましては、これは職種に応じて各職場

の専門的な能力を育成するということを

目的に外部研修への派遣を行っているも

のが主でございます。実施の参加率といた

しましては、こちらも震災の影響で、そち

らの対応を優先したというケースが幾つ

かあるんですけれども、全体としましては、

およそ８６％の参加率ということになっ

てございます。 

 そのほかは、要因といたしましては見送

った研修があったことと、それから、参加

予定の研修が、新たな研修の案内で同じよ

うな内容のもので、費用がかからずに研修

に参加できるものが出てきたというよう

なケースも中にはございました。そのよう

な要因で、少し当初の予算現額から差分が

出ているということで、ご理解をいただき

たいと思います。 

 いずれの研修につきましても、人材育成

にとっては不可欠なものと考えておりま

すので、今後も積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 由井課長。 

○由井人権女性政策課長 人権女性政策

課にかかわります質問番号４番にお答え

いたします。 

 ウィズせっつカレッジは、男女共同参画

やジェンダー、また女性にかかわる諸問題

についての学びを深め、地域や社会のさま

ざまな場面で活躍できる人材を育成する

目的で連続講座を開催しております。 

 内容としましては、毎年度テーマを設定

し受講いただいております。平成３０年度

は、自分軸で社会とかかわるということを

テーマといたしました。 

 次に、男女共同参画センター講座につき

ましては、男女共同参画社会の実現を目指

した理念の普及のため、学習機会の提供や

情報の提供を目的としております。 

 続きまして、質問番号５番、女性問題相

談について回答いたします。 

 女性問題の相談につきましては、男女共

同参画センターで総合相談、面接相談、法

律相談を、それぞれ実施しております。 

 面接相談につきましては、相談者がカウ

ンセリングを受けられることで、心理的軽

減を図れるよう予約制で実施しておりま

す。 

 女性法律相談につきましても、予約制で

実施しており、弁護士の方が法律や判例に

照らし、相談事案ごとにアドバイスをして
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おります。 

 周知につきましては、平成３０年度から

大阪モノレールの摂津駅、ＪＲ千里丘駅、

市役所の女性トイレに案内カードを配架

しております。 

 なお、平成３０年度からＤＶ以外の相談

も含め、全ての相談時において一時保育を

実施し、安全・安心な相談の場の提供に努

め、その方々に必要な相談事業を行えるよ

う努めておるところでございます。 

 以上です。 

○野口博委員長 古賀課長。 

○古賀広報課長 そうしましたら、質問番

号６番のホームページの運用についてお

答えいたします。 

 最近スマートフォンですとか。タブレッ

トの使用をしてのホームページの閲覧が

多いことから、パソコン版と同等の情報が

見れるように改善いたしました。 

 また、必要な情報にたどりつきやすいよ

うに、掲載内容の分類を見直したところで

もありますし、キーワード検索がふえてお

りますことから、さまざまなパターンで情

報が探せるように、検索機能も充実させま

した。 

 それと、障害者ですとか、また高齢者に

も配慮した取り組みということで、文字フ

ォントを大きくしたり、あと背景色を変え

たりするなど、いわゆるアクセシビリティ

の点についても配慮をしたところでござ

います。 

 そのほか職員採用募集の際のメール登

録フォームなども構築いたしまして、業務

の効率化も図ったところでございます。 

 続きまして、質問番号７番のふるさと納

税のホームページ上の表記ということで

ありますけれども、ホームページ上のトッ

プのところに注目のキーワードというと

ころがございまして、そちらにふるさと納

税を記載いたしております。そこをクリッ

クいたしますと、ふるさと寄附金制度につ

いてというページに飛ぶようになってお

りまして、総務課のふるさと寄附金の制度

の概要ですとか、ふるさと納税ワンストッ

プ特例制度、それとまた市民税課がふるさ

と納税に係る指定制度についてのご案内

をしているところでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 池上市長公室参事。 

○池上市長公室参事 それでは、ＦＭにつ

いてのご質問にお答えさせていただきま

す。 

 ＦＭ連絡会の内容、成果ということでご

ざいますが、ＦＭ連絡会につきましては、

主に人材育成、情報共有、課題抽出を目的

として平成２９年度に設置し、施設所管課

を中心に、現在関係課も含め３１課で構成

しているものでございます。 

 平成３０年度は６回開催し、内容としま

しては、ＧＩＳ、地理情報システムを活用

しました施設情報の一元管理等の進め方、

昨年の大阪北部地震の被害に係ります点

検被害状況調査から得られた気づきや維

持管理の課題についての意見交換、長期修

繕計画更新費用シミュレーション作成に

ついての進め方でありますとか、施設カル

テの整備についての説明などを行ってお

ります。 

 また、ＦＭ連絡会に合わせてリスク管理

研修、公会計研修を行い、また、施設点検

研修、ＦＭポータルサイトの説明会等を行

ったものでございます。 

 成果といたしましては、公共施設マネジ

メントに必要な建築や会計に関する基本

的な知識の習得、情報共有、施設管理に関

する意識の向上等が一定図られたものと
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感じております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 菰原局次長。 

○菰原選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、９番目の質問であります 

 同日選挙となりました府議選、知事選へ

の対応についてお答えいたします。 

 まず、府議選についてでございますが、

通例ですと４月の第２日曜日が府議会議

員選挙の選挙期日でございましたが、平成

３０年１２月１４日に公布されました統

一地方選挙の特例法では、一週間前倒しさ

れまして、４月７日とされました。 

 そのため、その翌日が中学校の入学式で

ありましたことから、その準備等で体育館

が使用できず、開票所を第三中学校体育館

から三宅柳田小学校体育館へ変更すると

ともに、市内３か所の投票所において、同

じ学校内のほかの施設へ変更し対応をさ

せていただきました。 

 また、選挙期日が前倒しとなったことか

ら、期日前投票が平成３１年３月３０日か

ら開始されることとなりまして、投票立会

人報酬、投票入場券の郵送料等に関しまし

て、平成３０年第４回定例会で補正予算を

計上し、対応させていただいたところでご

ざいます。 

 次に、知事選でございますが、平成３１

年３月８日に現職の府知事が辞職しまし

て、実に２０年ぶりになります府議会議員

選挙との同日選挙となりました。 

 そのため投票立会人等の選任の依頼事

務やポスター掲示場の設置を始めとしま

す必要な予算を、急遽平成３１年第１回定

例会で補正予算として組ませていただき

まして、期日前投票が開始される３月２２

日までに、その必要な予算措置をして対応

をさせていただいたところでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは、２回目の質問、

一部要望とさせていただきます。 

 まず、１番目、勤務管理システム構築委

託料の内容については、おおむね理解をい

たしました。デジタル化もされたと、私も

認識をしております。 

 そこで、実際に改めて導入の効果と活用

方法についてどのようなものかお聞かせ

ください。 

 続きまして、２番目、広告掲載業務委託

料について、２５％がそれを見て参加した

というところで、効果があったと認識をい

たしました。これについては評価をいたし

ます。 

 これについては要望とさせていただき

ます。少しでも多くの優秀な人材と不足し

ている人材を獲得できるように、ぜひ継続

して取り組んでいただければと思います。 

 また、職員の人材獲得については、シテ

ィプロモーションにも左右されるかと思

います。本市のブランディングを向上させ

ることで、摂津市で働きたいと思ってくれ

る人をふやしていくと。そこに人事課とし

ても連携することで、より高い効果を図っ

ていくことができるのではないかと考え

ております。 

 ぜひ、次年度の広告掲載についてはシテ

ィプロモーション戦略策定を進める広報

課の意見等も聞いて、より効果的なＰＲに

ついて取り組んでいただくように要望い

たします。 

 続きまして、３番目についてですが、執

行率の低さという状況については理解を

いたしました。地震等の影響もあったもの

の、実施率にはほぼ変わらずというところ
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で理解をいたしました。 

 この事務報告書２８ページには、研修の

内容等が非常にたくさん書かれておりま

すけども、これだけ多くの派遣研修等々を

されていますが、その有用性と必要性につ

いて、どのようにお考えなのか。お聞かせ

をください。 

 続きまして、４番目、ウィズせっつカレ

ッジと男女共同参画センターの講座の概

要については、おおむね理解をいたしまし

た。それを踏まえて、この多くされている

講座の成果については、どのように捉えて

いるのかお聞かせください。 

 続きまして、５番目、女性問題相談事業

の内容について、数字等については理解を

いたしました。私が思うに、この数字が本

当にまだまだニーズを捉え切れているの

か等も、もしくは、まだまだニーズがあっ

て、もっと対応が必要なのか等々もいろい

ろあるかと思います。 

 そこで、平成３０年度の課題をどう捉え、

そして、その対策についてどうお考えなの

か。お聞かせください。 

 続きまして、６番目のホームページ事業

についてというところで、リニューアルさ

れたホームページが見やすくなったと、使

いやすくなったというところについて理

解をいたしました。 

 そこで、この事務報告書の１５ページに

アクセス数が書かれております。大阪北部

地震や台風２１号もあって、ホームページ

のアクセス数が、そこは大きくなってるの

かなと思っておりますけど、改めて、昨年

のホームページの活用の特性について、お

聞かせください。 

 続きまして、７番目、ふるさと納税の表

記というところで、それについては理解を

いたしました。それぞれ課のほうにつなが

っているというところかと思います。 

 これについては、もう要望とさせていた

だきますけれども、ふるさと納税の額につ

いては、総務課のほうに確認をいたしまし

た。昨年度決算審査に係る委員会よりも低

いという状況であります。 

 ぜひ、このふるさと納税の魅力化を、広

報課としてもしっかりと取り組んでいた

だきたいと思います。物でなければ、どう

すべきかと、適切なコンセプトのもとに政

策を形成しなければなりません。体験を提

供するのか、あるいは、私はその一つとし

て共感性というのがあると考えておりま

す。今、実際にマーケティングの学会や業

界等でもＰＲには共感性の必要が言われ

ております。本もいろいろ出ております。

摂津市をふるさとと思う人が、なぜふるさ

と納税が必要なのかと。ふるさとのために

少しでも役に立ちたいと、役立ちたいと思

うストーリー性をしっかりと盛り込み、地

域貢献化を醸成し、それが寄附者にしっか

りと手元に、心に返ってくる一連の流れ等

を提供することが大切ではないのかと考

えております。 

 当然ながら、ホームページにもそれらに

ついて適切に反映することが必要である

と考えております。 

 ぜひ、専門家の見識も活用し、適切な政

策へとビルドアップして対応していく。こ

れを広報課としても行っていただきたい

と思います。シティプロモーション戦略策

定と並行して取り組まれるように。 

 そして、各職員のシティプロモーション

を担う人材育成、すなわち成果、情報発信

を踏まえた政策の魅力向上を行える人材

もしっかりと行っていただくように、要望

いたします。これについては、７番目は以

上です。 
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 続きまして、８番目、ＦＭ連絡会の成果

と概要等については理解をいたしました。

いろいろと取り組まれて進んでいるとい

うことを認識いたしました。 

 このように数多くの取り組みをされて

いるというところで、そのほかに、特に力

を入れたものは何か。これはＦＭ連絡会だ

けではなく、ＦＭ推進事業の業務の全般に

おいても、お聞かせください。 

 最後に、９番目、選挙管理委員会のとこ

ろですけど、同時選においてイレギュラー

な対応にも適切に対応されたと理解をい

たしました。 

 それで、開票事務において、これまで

多々問題があり、開票マニュアル、開票事

務マニュアルを作成されたと思いますが、

その活用はどうされたのか。お聞かせくだ

さい。 

 以上です。 

○野口博委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、１番目と３番

目のご質問にお答えをいたします。 

 まず、勤務管理システムの導入の効果の

お問いでございますけれども、この導入に

よりまして、管理職を含めた職員の出退勤

時間がデータ化をされるということで、直

近の各職員の時間外の勤務時間数のほか、

年間の累計の時間数であるとか、それから

労働基準法改正によります時間数の上限、

どの程度、今月は時間外ができるのかとか、

このあたりの把握が容易になったという

ことが上げられると思います。 

 現状といたしましては、これらの情報を

各課へ提供いたしまして、時間管理であり

ますとか。業務の平準化への活用を働きか

けている状況にございます。 

 今後につきましては、導入していない職

場も現在ございますことから、今年度の状

況を見きわめつつ導入拡大に向けて検討

してまいりたいと考えております。 

 それから、３番目のご質問でございます

けれども、派遣研修の必要性、有用性のお

問いでございました。ここの事務報告書に

記載をしております派遣研修の中には、み

ずから受講を希望されるものというのが、

幾つかございます。 

 そのような自分で能動的に派遣の研修

を受けにいくというようなことの期待に

応えたいということと。 

 それから、派遣研修につきましては、外

部の研修機関におきまして、専門的な知識

の取得、能力の育成を期待できるというこ

とがございます。そのほか、他団体の職員

とともに学ぶ機会ということになってお

りますので、異なる環境でありますとか、

成長過程を経験してきた方との交流、これ

によりまして職務意欲が喚起される、自己

評価の再確認を行える、そのような効果も

期待できるものと考えております。 

 派遣研修後には、研修報告書を各職員か

ら提出をしてもらいまして、みずからの振

り返りの機会とするとともに、研修自体の

評価も合わせて行っておりまして、今後も

できる限り、多くの派遣の機会を設けてい

きたいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 由井課長。 

○由井人権女性政策課長 人権女性政策

課にかかわります質問番号４番、２回目の

ご質問にお答えいたします。 

 平成３０年度におきましては、性の多様

性を尊重できるよう、ＬＧＢＴ講座や趣味

から一歩踏み出すスキルアップ講座とし

て、創業支援セミナーなど、男女共同参画

計画に沿って開催いたしました。 

 成果とのことですが、例えば女性に対す
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る暴力防止の講座につきましては、女性へ

の暴力防止の意識を高めることの目的で

ＤＶに関する講座を開催し、ＤＶ防止タペ

ストリーを作成しております。その作品に

つきましては、市役所、コミュニティプラ

ザで開催しております虐待防止啓発パネ

ル展に展示しております。 

 作品を市民向けの啓発に展示できるこ

とが、受講者の方にとって自信につながり、

地域での活動につながっているものと思

っております。 

 また、創業支援の講座では、男女共同参

画センターで実施しておりますウィズせ

っつフェスタで女性のチャレンジを応援

することを目的としている手づくりマル

シェへの出店につながっております。つな

がることにより、当初の目的であった趣味

から一歩踏み出し、経済活動への参加の後

押しが実現できていると考えております。 

 続きまして、質問番号５番、相談の傾向

等ですが、相談につきましては、センター

の相談員が受ける総合相談の件数が３７

９件、そのうちＤＶに関するものが８５件

となっております。ケースとしては、複雑

な事情を抱えたケースがふえており、パー

トナーからの協力を得られない特定妊婦、

障害をお持ちの方、子どもがいるがゆえに

児童虐待が危惧されたケースなど、相談内

容は複雑化しております。 

 また、相談を目的に市役所に来庁される

ケースだけではなく、本人がＤＶの自覚の

ないという方もおられます。他課の窓口で

のお話の中で、ＤＶということが判明する

というケースもあり、本年度からはＤＶ防

止ネットワーク会議の中で議論をし、庁内

市役所窓口の連携という目的で、生活応援

連携シートを作成いたしました。 

 ほかに、相談件数が増加していることか

ら、今年度からは相談員を１名増員し、開

室日も１日ふやすということといたしま

した。 

 相談員を婦人相談員と位置づけ、ＤＶに

かかわります各種証明の発行が可能とな

りました。相談については、支援と予防の

両輪が必要と考えております。 

 そこで、今年度からは大阪人間科学大学

の学生に対して、デートＤＶのゼミを行い、

ユースリーダーの育成を行っているとこ

ろであります。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 古賀課長。 

○古賀広報課長 そうしましたら、質問番

号６番の昨年度のホームページの活用の

特性について、お答えいたします。 

 委員がご質問のとおり、昨年６月に大阪

北部地震、９月に台風２１号ということで、

特に災害時におけるホームページでの情

報発信というのが重要であると考えてお

ります。 

 それで、昨年度の年度途中であるのです

けれども、ホームページ管理会社とも協議

しながら、災害時における緊急の特設ペー

ジを市のトップページに設けまして、市民

の皆様が欲しい情報にたどりつきやすく

するために、支援情報ですとか、また、ご

みの処分であったり、施設やイベントの休

止などの情報を項目ごとに整理し、改善を

図りました。 

 また、閲覧件数ですと、職員募集ですと

か、イベントであったり、その時々のタイ

ムリーな情報を、市民の方が多く見られて

いる傾向がございますので、こういったタ

イムリーな情報を迅速に伝えるために、市

民の目にとまりやすい場所へ移しました。

例えば新着にある募集、イベント情報とい

ったお知らせ欄を、ホームページの上部に
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配置するなどの改善を図りました。 

 こういったことが、アクセスの増加にも

寄与しているものと考えております。 

 それから、また活用方法については、年

一回ではございますけれども、職員研修を

通じて、どんどんと情報発信するように研

修を通じて、各課のほうにもお願いしてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 池上市長公室参事。 

○池上市長公室参事 それでは、ＦＭ連絡

会、また、昨年度、業務全般で力を入れた

ことということでございますけれども、こ

の公共施設等総合管理計画につきまして

は、３０年という長丁場の計画でございま

す。 

 今後、公共施設のマネジメントを計画的

に推進していくために必要なのは、やはり

担当がかわっても、着実に実行できること

と考えております。そのために人材育成、

また各種道具といいますか運営に必要な

ツールづくりを行ってきているところで

ございます。 

 特に連絡を通じて意識して行っている

のが人材育成、また施設の現状把握を目的

としました施設の点検研修でございます。

日々の点検、施設点検によりましてふぐあ

い箇所の早期発見、早期修繕が施設の安

全・安心の確保、そして、長寿命化につな

がるものでございます。そのためにも施設

担当者には、点検のポイント、着眼点、記

録方法などを含めまして、一定の専門知識

等を習得していただけるように取り組ん

できております。 

 あと、ＦＭ推進業務全体の中で注力した

取り組みといたしましては、施設にかかる

データの一元化でございます。構造などの

建物情報、修繕や改修の履歴、活用状況等

を所管によりまして記録の仕方がまちま

ちであったものを、データベース化し、Ｆ

Ｍポータルサイトを構築いたしました。 

 特に、既存施設の図面の電子データ化に

つきましては、当初３年計画で行う予定で

ございましたけれども、しっかり準備をい

たしまして入札を行った結果、予想以上に

安価な金額でできたということもござい

まして、追加で入札によりデータ化を行い

ました。 

 その結果としまして、冊数にしますと９

９６冊、約２万２，３００ページ、ほぼ全

ての施設につきましてデータ化ができた

という結果でございます。 

 このことによりまして、自席で必要な所

管施設の図面を見ることができ、またプリ

ントアウトもできるようになりました。 

 また、今まで所管課や営繕担当が複数保

管しておりました紙図面を整理し、１か所

にまとめたことによりまして、保管スペー

スも縮小し、空いたスペースの有効活用に

もつながっているものでございます。 

○野口博委員長 菰原局次長。 

○菰原選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、９番目の質問、開票事務に係るマ

ニュアルの活用についてお答えいたしま

す。 

 マニュアルにつきましては、選挙の開票

作業をより正確に行うために、担当する業

務ごとに分けて記載するなど、工夫して整

備をさせていただきました。 

 この整備したマニュアルを用いて開票

事務に従事する職員全てに周知、理解を促

すため、シミュレーションを５回に分けて

行っております。選挙事務には、庁内から

多くの職員に応援いただいておることか

ら、このシミュレーションにより不慣れな
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職員の不安や疑問点を解消し、開票所での

動きなどもお互いに確認することができ

ました。 

 このようにマニュアルを活用すること

により、平成３１年度の話にはなってしま

いますが、担当する業務の内容、範囲、指

揮命令系統などを把握できていたことに

より、開票作業はスムーズに進行すること

ができた次第です。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは、３回目の質問

と、また要望とさせていただきます。 

 まず、１番目、勤務管理システムについ

てというところで、こちらの管理職等々が

適切な時間管理をより容易に行えるよう

になったというところで、まさに、この今

の働き方改革の時代に、ニーズに応えてる

のかなというところで理解をいたしまし

た。 

 ぜひ、効果を踏まえ、成果等、これが有

用に活用できるというと、しっかりと確認

されたならば、他のまだ行っていない部署

についても、しっかりとできるように検討

していただければと思います。これについ

ては要望です。 

 続きまして、３番目、研修、派遣研修の

有用性について、そして必要性については

理解をいたしました。職員も進んでされて

いるということも理解をいたしました。 

 ただ、私が思うところですが、これは能

力管理について部と課と、そして個人と適

切に行う必要があるのかと思います。さま

ざまに行われているこの研修事業の各課

と人事課での研修の情報共有、参加履歴の

一元管理等はできているのか。お聞かせく

ださい。 

 続きまして、４番目、講座、ウィズせっ

つカレッジと男女共同参画センターの講

座についての成果というところで、いろい

ろと多彩なことをされ、実際に成果が上が

っていると、経済参加への取り組みもでき

ているというところを認識をいたしまし

た。これについては評価をいたします。 

 そこで、ここの講座の内容を見てみると、

例えば防災についても書いてあったり、子

育てもあります。防災、子育てと他部署所

管のものと重なっていると、また生涯学習

課も実際多くの講座を行っております。 

 そこで、これらの連携については、どの

ようにお考えなのか。お聞かせください。 

 続きまして、５番目について、こちら要

望とさせていただきます。しっかりと平成

３０年度の課題を捉え、分析対策を実施し

ていると理解をいたしました。生活連携応

援シート、あるいはＤＶネットワーク等々、

こちらについても評価をいたします。ぜひ、

予防も踏まえ、しっかりと検討を対応する

ように要望いたします。 

 私は２０１８年６月の議会で、児童虐待

防止のために、子育て家庭の孤立を防ぐ地

域教育を取り上げました。これは、児童虐

待の大きな要因である環境は、すなわち子

育て家庭の孤立を防ぐための社会ネット

ワークを構築して、児童虐待を未然に防止

をするというものであります。 

 まさに、これとこれを、まずは庁内でも

実施されているというところで理解をい

たしました。 

 まさに、このＤＶがそのまま児童虐待に

つながっている事例というのも、多々社会

でも取り上げられております。 

 ぜひ、ネットワークを築いて、早期に、

こういった虐待、ＤＶを防いで、そして、

女性の社会進出をさらに広めるというと

ころを取り組まれるよう改めて要望いた
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します。この５番目は以上です。 

 続きまして、６番目、ホームページの活

用等々について、課題等も踏まえ分析をさ

れているというところで理解をいたしま

した。 

 やはりこのホームページを含めた情報

発信については、大阪北部地震を振り返っ

ての検証報告でも、いろいろと検証はされ

ていると理解をしております。災害広報と

広聴のさまざまな広報手段の活用という

ものが必要であるというところだと思い

ます。 

 その中で、ホームページというものは、

やはり受け身というところでございます。

政府も含め他市は、今やツイッター、ある

いはフェイスブックなどなど、こちらから

情報発信をして、ホームページにつなげる

というような取り組みを、実際にしている

ところでございます。 

 さまざまな手段を使っての情報発信と

して、改めて、ＳＮＳによる情報発信もし

っかりと検討し、ホームページとつなげて

いただくように、活用するよう要望いたし

ます。６番目は以上です。 

 続きまして、８番目につきましては、Ｆ

Ｍポータルサイトの構築と３年計画のと

ころを、平成３０年度ほぼほぼ完成をした

というところにつきまして評価をいたし

ます。着々と進められているというところ

を理解をいたしました。 

 ここは、最後要望といたします。このＦ

Ｍ推進は、とても重要であると考えており

ます。三宅スポーツセンターあるいは集会

所、そして、各体育館、また鳥飼地域の魅

力化等々、これからますます公共施設の適

正なマネジメントが重要になっておりま

す。その最もたる根拠の一つとなり得るも

のでございます。引き続き、しっかりと進

めていただくように、要望いたします。８

番目については以上です。 

 そして、最後の９番目につきましては、

開票マニュアル、開票時マニュアルについ

ても、しっかりと訓練を行って、適切に活

用され、実施をされたというところで理解

をいたしました。 

 それでは、ここでの最後に総括的に投票

率の向上につながっているのか。どう捉え

ているのか。お聞かせください。 

 以上です。 

○野口博委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、私のほうから

３番目のご質問に答弁をさせていただき

ます。 

 研修の参加履歴のお問いでございまし

た。研修の参加履歴につきましては、一定

の管理を行っておりまして、受講が前提に

はなるんですが、受講できなかった職員は

翌年度の研修対象に含めるなど、必要な措

置というのは行っております。 

 このほか、人事異動、職員配置の際にも、

各種の研修の受講状況にも十分に留意を

しながら行っていると、そのような状況に

はございます。 

 ご質問にございました一元管理の部分

につきましては、現状、専門研修の履歴の

把握等、十分でない部分も現状ございます。

所属課との共有の観点も含めまして、必要

な部分の整理を含めて、今後検討を行って

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 由井課長。 

○由井人権女性政策課長 それでは、質問

番号４番目の他課との連携についてのご

質問にお答えいたします。 

 毎年、男性問題講座におきましては、子

育て支援課のパパっこクラブと合同で、ま
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た、虐待、ＤＶにつきましては家庭児童相

談課と、創業支援につきましては産業振興

課、商工会と合同で実施しております。 

 それとは別に、平成３０年度につきまし

ては、鈴木紗理奈氏の講演を保健福祉課と

人権女性政策課と共同で実施いたしまし

た。 

 保健福祉課としましては、自殺予防対策、

人権女性政策課はさまざまなライフステ

ージにおいて、女性がその能力を発揮でき

るよう連動し、実施したものであります。 

 今後も、引き続き部局横断的に事業を展

開してまいりたいと考えます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 菰原局次長。 

○菰原選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、９番目の質問、総括的に事務執行

が投票率向上につながったかどうかとい

うことで、その質問にお答えいたします。 

 まず、投票率につきましては、知事選挙

が４３．８％と、前回から４．３６ポイン

トの増加、また、府議選挙につきましては

４３．６９％と前回から８．４８ポイント

増加している次第でございます。 

 今回の選挙は、府知事の辞職に伴い、府

知事選挙、府議会議員選挙の同日選挙とな

りまして、マスコミでも多く取り上げられ、

話題性があった面もあり、一概に事務執行

が投票率向上につながったとは言いがた

い面がございます。 

 しかしながら、年初から同日選挙も想定

した準備をしており、選挙啓発チラシにお

いては、府議会議員選挙が、単独である場

合、府議選と知事選が同日選挙になった場

合の原稿を、両方作成しまして知事選挙の

期日前投票が行われる前の３月１９日に

は全戸配布で同日選挙になることの周知

をすることができました。 

 また、投票所入場券につきましては、大

阪府選挙管理委員会事務局からは、府議会

議員選挙用をまず作成し、選挙事由が発生

した場合に、府知事選挙用の投票所入場券

を別途作成することもやむを得ない旨の

通知がございましたが、入場券が別々に有

権者の皆さんに届くことによる混乱を避

けるために、業者にあらかじめ印刷しても

らう部分と、選挙管理委員会が庁内で印字

する部分を工夫しまして、一通の入場券で

府議会議員選挙、知事選挙をお知らせする

ことができました。 

 いずれにいたしましても、早い段階で知

事選も想定した事務執行の準備が行えた

ことで、同日選挙にかかる啓発、周知がさ

れたことが、今回の投票率につながったも

のと認識している次第です。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 松本委員。 

○松本暁彦委員 それでは、もう最後、全

部要望とさせていただきます。 

 まず、３番目です。 

 研修の参加履歴の一元管理についてと

いうところで、一部実施をしているという

ところを理解をいたしました。 

 ぜひ、これをもっと包括的にしていただ

きたいと考えております。職員個人の能力

管理を適切に、そして、長期的な視野でも

って取り組まなければならないと考えて

おります。 

 やはり大抵の人は学ぶことの物理的限

界もあり、物事全てを把握し適切な業務を

行うというものは、なかなか難しいもので

す。ある程度の方向性と、それに沿った能

力育成を行うなど、そのノウハウを蓄積し

発揮させるのが人事課の大きな役割と考

えます。 
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 そこにはスペシャリストとゼネラリス

トのバランスと、適切な配置という考えも

必要かと思います。例えば、この事務報告

書の２８ページには、災害発生時のマネジ

メント、対策本部の運営というところの研

修が書いてありますけども、このような研

修というのは、やはり防災担当者は必須で

あると考えております。なぜなら、これは

ＯＪＴのみでは、必ずしも適切な能力が得

られないというのは、大阪北部地震で明ら

かになっているからであります。 

 よって、防災担当者になるには、この研

修は最低限受けさせる必要があるものと

考えております。また、研修以外において

も経験、ノウハウが非常に有効になる部署

もあるかと思います。部、課、そして係に

必要な能力を有する人材をしっかりと確

保できているか。それを係長、課長だけで

なく、人事課としても適切に把握し、サポ

ートすべきかと考えます。その上で、適切

な人事配置というものも考慮しなければ

なりません。 

 まとめますと、組織として必要な能力管

理を適切に行うことが、少数精鋭の体制を

支えるものであります。人事転換によって、

課の市民サービスが低下しないように、そ

して、職員の過度な負担を回避するために

も、最低限の能力担保をとって、適切な部

署、職階に送り出すことが組織としての責

務と考えております。 

 ぜひ、しっかりと計画的に検討をして、

組織の根本となる人の育成、能力管理を人

事課としてもっと積極的に、意図的に行う

ように組織力を向上させ、市民サービス向

上に貢献するよう要望いたします。 

 続きまして、４番目につきましては、今、

しっかりといろいろ他部署とも連携をし

ていると理解をいたしました。私も、人権

女性政策課につきましては、女性という他

部署とは異なる視点で包括的に取り組め

る特性があるかと思います。横の連携が可

能な課として、しっかりとその強みを生か

して、より効果的な講座開設に取り組んで

いただければと思います。今、実際もうや

っているというところで評価をいたしま

す。引き続き、しっかりとリーダーシップ

を発揮して取り組んでいただければと思

います。４番目については以上です。 

 そして、最後です。 

 ９番目、投票率の向上につながっている

のかというところの質問です。実際に上が

ったというところについては理解をしま

した。 

 今回の選挙につきましては、やはり注目

度も高かったのかなということで理解を

しております。そのような中でも、しっか

りと数字としても上がっているというと

ころで、そして、またこのイレギュラー対

応とマニュアルの活用によって、適切に選

挙、投票、開票事務作業をされたというと

ころで評価をいたします。引き続き、適切

な業務に邁進するように要望いたします。 

 以上で終わります。 

○野口博委員長 松本委員の質問は終わ

りました。 

 続きまして、弘委員。 

○弘豊委員 それでは、私のほうからも質

問させていただきたいと思います。 

 最初に、広報課にかかわってです。 

 一つは、広報の事務事業の中で、修繕料

という項目があるんですけれども、これは

金額的にはそんな大きくないですけれど

も、当初予算で組まれていたのが５７万１，

０００円、決算額は６０万５，１４０円と

いうことでふえておるんですが、その中身

についてお聞きしておきたいと思います。 
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 台風、地震等災害があった年ですから、

やっぱりこういうのも出てくるんだなと

思うわけですけれども、中身についてお願

いしておきたいと思います。 

 二つ目ですけれども、これはホームペー

ジにかかわってです。松本委員のほうから

もホームページのアクセス状況で６月、９

月に閲覧数がふえてるなというようなこ

とが、事務報告書を見るとわかるわけなん

ですが、ここでやっぱり災害時に欲しい情

報を、やっぱり適切に市民に伝えていくと

いうことが、本当に大事な取り組みだと思

うわけですが、ホームページ上で注意され

ていたこと、気にかけていたことについて

は、先ほど来、説明があったのかなと思う

んですけれども、それ以外のところで、広

報として市民に対しての情報発信、そうい

うようなことについてお聞かせいただき

たいなと思います。 

 ３点目、人事課にかかわる質問になりま

すが、先ほど来、研修のことでの議論があ

りました。事務報告書の２７ページを見て

ましたら、いろいろとやっぱりやられてい

るなというようなことうかがえます。 

 その中身見ていた一つに、去年、ハラス

メント防止宣言というようなことで、管理

職の皆さんが宣言もされて、それぞれの執

務場所に掲示、ポスターを張られたりとか

いうようなこともありました。研修、管理

職研修の中にハラスメントのことについ

てというようなことがやられているのも

あって、そういうような形でつながってい

るのかなともうかがえるんですが、その取

り組んだ経緯と、また、実績についてとい

うか。効果についてみたいなところでお聞

きしておきたいなと思います。 

 もう一つ、人事課にかかわってです。４

点目の質問になりますが、これは歳出の項

目で上がっているわけではないんですが、

職員の能力資質の向上になるのか。自己啓

発の促進という取り組みとして、職員提案

制度というのが、以前からやられているか

と思います。平成３０年度の内容、実績に

ついて教えていただけたらと思います。 

 次に、５番目です。 

 人権女性政策課のほうでお聞きしてお

きたいんですけれども、決算概要の６０ペ

ージのところで、平和施策推進事業という

のが上がっております。平和の取り組みで、

いろいろと年間を通じて取り組みがある

かと思います。 

 特に、夏の取り組みなんかが中心かと思

うのですが、この平成３０年度取り組みの

主なものについて、教えていただきたいな

と思います。 

 次に、６番目に選挙管理委員会について、

先ほど来、府知事選挙、府議会議員選挙の

ことについての議論がありました。年度末、

年度がわりの時期に大変ご苦労もあった

かなと思うのですけれども、ここの中身の

ところ、決算の項目を見てましたら、いろ

いろ府議会議員選挙のところで挙げられ

ている中身と、府知事選挙のところに出て

くるものということで、費目が分かれてい

るのがあるなと見てたんですが、例えば、

入場券の封入封函なんかについては、府会

選挙のところについていますし、選挙公報

の配布委託料については府知事選挙のと

ころに載っているんですが、そういう仕分

けというかなんかについては、どういうふ

うにやられているんでしょう。一度お聞か

せいただけたらと思います。 

 最後７点目になるんですが、政策推進課

にかかわってです。 

 この平成３０年度決算概要の５０ペー

ジのところに、総合戦略推進事業というよ
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うなことで、事業項目があるんですが、内

容的には地域別人口推計等業務委託とい

うことです。この平成３０年度、２０４０

年問題を背景とした行政課題等の分析及

び解決に向けた基礎調査等支援業務とい

うことで、こういう取り組みがやられてお

ります。一回目のところでは、この取り組

みの狙いというか、効果についてちょっと

お聞きしておきたいと思います。 

 一回目、以上です。 

○野口博委員長 古賀課長。 

○古賀広報課長 そうしましたら、一つ目

の広報板の修繕に関するご質問でござい

ますけれども、委員がご質問のとおり、昨

年度、災害がございましたので３万４，１

４０円を緊急的に流用いたしまして、広報

板の緊急修繕が影響したものでございま

す。 

 なお、台風に伴う広報板の撤去、修繕を

行った広報板については、合計９か所ござ

いました。 

 続きまして、ホームページ以外に災害時

における情報発信という取り組みでござ

いますけれども、大阪北部地震の際に、鶴

野地域でガスの供給が停止したことがあ

ったかと思います。その際には、市内の銭

湯が急遽無料開放をしていただくという

ことがございましたので、鶴野地区に広報

車を走らせて周知を行いました。 

 それと、あと災害時の補助金等の支援メ

ニューです。これについても適切な時期に

広報誌でのご案内ですとか。広報誌だけで

なく、罹災証明をとられる方の総合の受付

を設けた際には、そこで配布をしたりして、

周知いたしたところでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 浅尾課長。 

○浅尾人事課長 それでは、私のほうから

３番目、４番目のご質問にお答えをいたし

ます。 

 まず、ハラスメント防止宣言の経緯と効

果ということでございましたけれども、平

成２６年度にハラスメント防止指針を策

定をいたしまして、同年から職階別にハラ

スメント研修の実施を継続的に行ってお

りまして、平成２９年度で全職員が研修を

受講したということになりました。 

 この機を捉えまして、職員のアンケート

の実施、それからより効果的な取り組みを

検討することに至ったわけでございます

けれども、この際に、民間企業等で、企業

のトップの方が防止宣言をされていると

いうような事例等もございます。参考の事

例を集めながら、より効果的なものをとい

うことで検討いたしました結果、ふだんの

業務上において、顔の見える上司のトップ

である部長が、部下の前でみずから宣言を

行うということが、職員がより自分ごとと

して捉え、また、宣言を行う管理職員の

方々も防止に対する意識の向上、能動的な

行動も期待できると、そのような考えから

部長宣言に至ったということでございま

す。 

 効果ということで、その宣言を受けて、

市の姿勢が見えたというような好意的な

意見も職員から上がったりはしたんです

けれど、一方で、さらに効果のある具体的

な対策をということで求める声もござい

ましたので、これは継続的に取り組みを検

討していく必要があるだろうなと考えて

いるところでございます。 

 次に、４番目のお問いに答弁をさせてい

ただきます。 

 職員提案の実績のお問いでございまし

たけれども、職員提案につきましては、毎

年若手職員を中心に、数件の提案がござい
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まして、各職員の前向きな意見、意欲を後

押しできるように、関係課とも連携の上、

コーディネートを行いながら、提案、審査

を行っているものでございます。 

 昨年度は３件の提案がございまして、そ

のうち１件、ＬＩＮＥ＠を活用した情報発

信と収集と、これをテーマにした提案が採

択をされ、現在、実現に向けて担当課で取

り組みを進めているところでございます。 

 今後も提案に結びつく働きかけの部分

についても、さまざまな手法、アプローチ

等を検討して積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 由井課長。 

○由井人権女性政策課長 そうしました

ら、人権女性政策課にかかわります質問番

号５番についてお答えいたします。 

 人権女性政策課のほうでは、平和施策に

つきましては、さまざまなイベントを実施

しております。平成３０年度の主なイベン

トとしましては、８月２５日に原爆の子の

像のモデルとなりました佐々木禎子さん

のお兄様とおいっ子の方にお越しいただ

き、平和コンサートを実施いたしました。 

 また、平成３０年度からは戦争体験者の

高齢化が進み、戦争体験そのものの風化が

危ぶまれていることから、国立広島原爆死

没者追悼平和祈念館に依頼をしまして、語

り部事業を始めました。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 菰原局次長。 

○菰原選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

うしましたら、６番目の質問でございます。 

 府議会議員選挙事業と府知事選挙事業

において、予算の費目の差というところで

のご答弁をさせていただきます。 

 先ほど申し上げましたとおり、府議会議

員選挙は、当初は４月の第２週目を想定し、

期日前投票は４月中に行うことになるた

め、平成３０年度当初予算ではこれに係わ

る予算を組んでいなかった次第でござい

ます。一方、入場券の印刷、封入封函業務

委託というのは、平成３０年度中に行う必

要がございますので、当初から予算を組ん

でおりました。 

 平成３０年の１２月議会においては、期

日前投票が行われるということで、補正予

算として投票立会人等の報酬、時間外勤務

手当、通信運搬費、選挙業務委託料など期

日前投票にかかる事務費として組ませて

いただいております。 

 それに加えまして、府知事の辞職に伴い

まして、府知事選挙の期日前投票も平成３

０年度中に行うこととなりました。府議会

議員選挙との期日前投票の日数の差で、府

知事選挙は３月２２日から期日前投票が

開始されるということになりました。先ほ

どご指摘いただきました選挙公報の配布

委託料というのは、大阪府選挙管理委員会

事務局が作成した選挙公報をシルバー人

材センターに委託して配布するものでご

ざいます。 

 これは、府知事選挙の期日前投票の時期

が府議会議員選挙よりも早くなりました

ので、平成３０年度中に大阪府から選挙公

報が配布される予定となり、平成３１年第

１回の定例会で補正を組みまして、必要な

予算として計上させていただいている次

第でございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 大西課長。 

○大西政策推進課長 それでは、総合戦略

推進事業の地域別人口推計業務委託料に

ついて、ご説明をさせていただきます。 
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 まず、この業務の取り組みの内容でござ

いますけれども、現在まで行ったことがな

い地区別の人口推計を実施させていただ

きました。 

 また、第１次から第５次の行政改革等の

総括も、この中で行わせていただきました。

これを行った狙いでございますけれども、

今後におけます各分野における施策等の

参考とすべく人口分析等の内容を、より詳

細とし、さらには今後の計画行政のあり方

に向けた検討を進めるのが狙いでござい

ます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 弘委員。 

○弘豊委員 それでは、２回目の質問をさ

せていただきたいと思います。 

 最初に広報板の修繕というふうなこと

で、９か所のところに予算を充てられてい

るということでした。ふだん各地域の広報

板を目にするわけですけれども、そこが自

治会管理でやられている分もあれば、そう

でない。これはどこが管理してるやつなの

かなというものもあったりするかと思う

んですけれども、修繕が必要だった分とい

うのは、その９か所だけだったのか。市が

予算を充てる部分とそうでなくて、自前で

直してもらっている分と、そういうのがあ

るのかなと少し聞いていて感じたんです

けれども、もうわかればでいいですけれど

も教えていただけたらなと思います。 

 それから、２番目の質問のところで、ホ

ームページ以外にいろいろと知らせるツ

ールがあったのかということの中に、鶴野

地域のガスがとまって、お風呂がたけない

というような中で広報車がお知らせに回

るということで使われたかと思います。 

 ただ、この広報車の点でいったら、ほか

にもいろいろと出したほうがよかったん

じゃないかみたいな意見が、この間、防災

の関係のところで出されてたかなと思う

のですが、そこらあたりが広報のところの

判断でどうだということは、なかなか言い

にくい部分があるかもしれませんけれど

も、ただやっぱり情報が不足する。やっぱ

り災害のときというのは、そうだと思うん

です。 

 ホームページでお知らせするのは、もち

ろん大事で、自力でそれを情報とれる人に

とっては、そこのところは本当に役に立つ

ツールであるんですけれども、一方で、や

っぱりそういうパソコンなり、スマホなり

のツールがない方にとってみたら、例えば、

目につく配布される紙面の広報であった

り、また、目につく広報板であったり、音

で入ってくる音声でのそういう情報であ

ったりということがいったかと思うので

すけれども、そこらあたり庁内で協議、広

報として何かしらかかわってやれたこと

というのが、平成３０年度の取り組みの中

であったのか。お聞きしておきたいと思い

ます。 

 ３番目に、ハラスメント防止宣言にかか

わってです。経緯と、それから一定いろい

ろとそれをやったことについては、声も入

ってますということで把握されているよ

うですが、具体的に、職員からのそういう

相談とか、事例なんかはなかなかこういう

場で言えるもんではない部分もあるのか

と思うんですけれども、わかる範囲でとい

うか。お答えできる範囲で、ちょっと庁内

のそういったハラスメント問題に対する

状況について、お聞かせいただけたらと思

います。 

 ４番目の点で、職員提案制度についてお

聞かせいただきました。若手職員が中心に、

いろいろと前向きな提案がされてという
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ことです。そのうち１件、今回この平成３

０年度は採用もされてということで、ＬＩ

ＮＥ＠ということでおっしゃっていただ

きました。 

 ちょっとまたその中身についても、少し

もしよければお聞かせいただけたらなと

思うのと。 

 それと、提案されて採択された事業を、

実際に進めていくに当たっての点で、どう

取り組まれるのかというふうな、実際に提

案された方がそこに加わってというか、か

かわってやられているのかみたいな、そう

いうことについてお聞かせいただきたい

と思います。 

 ５番目、人権女性政策課のところで、平

和事業の取り組みをお聞かせいただきま

した。この間、今、お答えいただいた原爆

にかかわって、核兵器禁止条約が国連で採

択されるという画期的な、そういう国際的

な動きがある中で、タイムリーに、今回、

原爆のこの像のモデルになった佐々木貞

子さんですか。そういった方たちの、私が

子どものときは、そういうのを割とよく、

摂津市の子どもたちは平和教育の授業、機

会なんかもあるし、割と知ってるのかなと。

折り鶴の像なんかを見たら、それがそうな

んだということがわかるんですけれども、

今もずっとそういうのが続いているのか

なと思えば、決してそれがスタンダードで

はないような気もしていて、なかなか語り

継ぐ、そういう記憶というような点でも、

語り部の事業ということは、いい取り組み

だったのかなと思うんですが、ちょっと中

身のところで、参加者の聞いておられるよ

うだったら感想だったりとか、内容につい

ても紹介していただけるとありがたいな

と思います。 

 ２回目の質問としておきたいと思いま

す。 

 ６番目で、選挙のことをお聞かせいただ

きました。今回の特殊な事情というような

ことの中で、いろいろと費目がそれぞれに

割りふられているということであります。 

 ちょっと私の記憶のところで、そうだっ

たのかなとか思うようなことで確認なん

ですけれども、知事選のほうが先に告示さ

れますから、期日前投票も始まると。選挙

の投票所の入場券がそれぞれの家庭に届

くのが、この選挙ではちょっと後になった

んじゃなかったかなと思ったんですけれ

ども、それは、もともとの府議会議員選挙

のスケジュールに合わせてだったのか。知

事選挙があるということが決まってから、

その知事選の告示前にというのは、もう無

理だったのかとか。そこらあたりの経緯も、

ちょっともしよければ聞いておきたいと

思います。 

 ７番目に、総合戦略推進事業で取り組ま

れた今回の調査についてであります。決算

の費目の中で説明されている、地域別人口

推計等の委託業務ということで、今回初め

てですけども、地区別の小学校区、校区別

のそれぞれの状況というのが、詳しくこの

資料の中では示されているというか。調べ

られていて、ああそうなんだということも

いろいろと見ながら感じさせてもらいま

した。大変貴重な資料かなと思っておりま

す。 

 この資料の前段のほうでは、さっきも言

われましたように、これまでの行財政改革

等の分析と総括ということで、第１期から

第５期の行革の総括ということを記載さ

れています。 

 こうした資料をもとに、今後の総合戦略

をつくっていくんだということになるか

と思うんですけれども、そこのところで、
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もう一つちょっと私、気にしていることで、

総合計画の第１０期の実施計画、これが出

されています。 

 総合計画の現在の進捗状況がここには

まとめられていて、その中身も見させても

らってるわけですけれども、その中で、総

合計画で掲げている目標の達成率という

ところが、なかなか掲げている目標との乖

離が大きいなということで見ておるんで

すけれども、この資料、事前に配られてま

したから、その中で、まちづくりの目標７

の施策１のところに、実現している今の状

況で、総合計画全体の目標達成率が、平成

３０年度で８０％を目標に、令和元年度９

０％、令和２年度には１００％を目標にと

いうことが、これは理想なわけですけれど

も、実際の平成３０年度では２２．７％と

いうことの、ここの乖離が随分あるなと思

っていて、これは総合計画を発展させたと

いうか。これを踏まえて次の総合戦略をつ

くられていくということにもなっていこ

うかと思うんですけれども、そこらあたり

のところでちょっと担当課として認識を、

一度聞いておきたいなと思います。 

 以上です。 

○野口博委員長 古賀課長。 

○古賀広報課長 そうしましたら、広報板

の修繕にかかわるご質問にお答えいたし

ます。 

 摂津市以外にも、大阪府の広報板ですと

か、また自治会独自の広報板もあろうかと

思いますけども、それをちょっと自前で直

されたかどうかというのは、ちょっと我々

広報課のほうでは把握できていない状況

でございます。 

 次に、庁内での取り組みの中で広報とし

てどのようなことを行ったのかというご

質問でありますけれども、確か、昨年台風

２１号のときにブルーシートの配布をす

る際に、台風が発生した二日後ぐらいに、

また雨が来るというような状況もありま

して、関係課が集まって協議し、余り周知

時間もないことから、最終的には地区振興

委員を通じて、市民にお伝えするという判

断に至ったかと思います。 

 地域防災計画でも、各班の所有する広報

手段も考慮して、実施方法を検討して、決

定をするとなっており、先ほど、広報車に

よる広報活動といったことも考えられる

んですけれども、内容によっては、文面が

長いとちょっと聞き取りにくいといった、

昨年もそういった苦情が広報課ですとか、

防災管財課に寄せられたということもご

ざいますので、できる限りシンプルな情報

でないと、なかなかちょっと伝わりにくい

といったことも、課題として挙げられます。 

 そうはいいましても、やはり情報という

ものが、市民の命取りにもつながってくる

こともございますので、ホームページが利

用できない方に対して、いかに情報を届け

るのか。 

 ここについては、しっかりと考えていく

べきであろうと思っておりますし、反省す

べき点もあったかと思います。 

 そこで、どういった場合に広報車を活用

していくのか。また、先ほどありました広

報板をしっかり活用していけるか。迅速な

判断ができるように、今年度でございます

けれども、災害時における広報班の初動マ

ニュアル整備をいたしたところでござい

ます。 

 今後は、このマニュアルに沿った形で、

緊急時における広報活動が実施できるよ

うにしていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 浅尾課長。 
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○浅尾人事課長 それでは、私から３番目、

４番目のご質問にお答えをいたします。 

 まず、ハラスメントの相談等のお問いの

件でございますけれども、現状、ハラスメ

ントに関します相談は、人権女性政策課の

職員、それから人事課の看護師が相談員と

なりまして、その時々で何件かは相談をお

受けしている状況にございます。 

 必要な助言等を行っている状況にござ

いますけれども、具体的に相談に上がった

事例を調査、審議する対策委員会というの

も、別に設けておりまして、これは詳細に

ハラスメントかどうかということを認定

についてきっちりと調査するという会議

でございます。こちらに上がってくる案件

というのは、昨年度はない状況でございま

した。 

 今後も、引き続き実態の把握に努め、適

切に対応していきたいと考えているとこ

ろでございます。 

 それから、職員提案の採択された提案の

中身、内容ということでございますけれど

も、これは一言でいいますと、ＳＮＳの媒

体を活用いたしまして、情報を市民の方に

プッシュ型でお知らせをするというよう

な内容でございます。 

 市民の方がホームページなり、広報誌な

りということで、それを見に行くというこ

とではなくて、登録だけしておけば、タイ

ムリーに情報を入手できるような、そのよ

うな仕組みができないかというような提

案でございます。 

 この提案に対して採択をされ、現在は所

属のほうで検討を進めていっていただい

ている状況でございますけれども、原則的

には担当をしている所管課が、この提案内

容を実現に向けて取り組むということに

なりますけれども、提案者におきましても、

所属における業務に支障のない範囲で、集

めた情報であったり、有用な見方であった

り、このあたりを所属課のほうに提供して

もらうということで、かかわりを持ってい

ただいている、そのような状況でございま

す。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 由井課長。 

○由井人権女性政策課長 人権女性政策

課にかかわります質問番号５番にお答え

いたします。 

 まず、核兵器禁止条約につきましては、

市内２７団体が加盟する世界人権宣言摂

津連絡会議の方々にもご協力いただき、平

成３０年につきましては９００を超える

署名を集めることができました。 

 また、語り部の件ですが、去年の平和の

語り部につきましては約２０名の参加で

ありました。その中でのアンケートの中で、

例を挙げますと、「戦時中の食糧難に苦し

んだ国民の生活について講和を聞くこと

ができた」、「原爆の恐ろしさ、爆風のこと

などをわかりやすくお話していただき、自

分たちができることを考えていくことの

大切さを考えるきっかけになった」という

コメントをいただいております。 

 戦争の悲惨さ。平和の大切さを後世に語

り継ぐために、この語り部事業を継続して

いきたいと考えております。 

 以上です。 

○野口博委員長 菰原局次長。 

○菰原選挙管理委員会・監査委員・公平・

固定資産評価審査委員会事務局次長 そ

れでは、６番目の質問、投票入場券の発送

の時期についてのご質問にお答えいたし

ます。 

 委員のご指摘のとおり、投票入場券につ

きましては、３月２５日からの随時発送と
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なりました。大阪府知事選挙の期日前投票

が２２日から開始されておりますので、約

３日程度のおくれが生じております。 

 補正予算を急遽、組んだということでお

話させていただきましたけども、３月１１

日に議会に提出いたしまして、その間の短

い期間で業者と調整し、最短の日数がこの

日になった次第でございます。 

 先ほど松本委員の質問でもお答えしま

したとおり、やはり投票所入場券が２通に

なってしまうと混乱を生じるというとこ

ろと、あと期日前投票の期間が、府知事選

は１６日、府議選は８日と８日間の差がご

ざいます。実際に、期日前投票所に、府知

事選挙のみができるときに来られた方に

対しては、府議選のためもう一度来る必要

があることもお知らせしながら、期日前投

票の促しをさせていただいたところでご

ざいます。 

 投票入場券の発送のおくれについては、

ホームページでその旨を通知することで、

特に混乱は生じていないような状況でご

ざいます。 

 次回は、府知事選、府議選では、当初か

ら同日選挙ということになりますので、そ

の同日選になることを想定して、府知事選

の期日前投票の開始時期を考慮して、発送

できるような準備を進めてまいりたいと

考えております。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 大西課長。 

○大西政策推進課長 それでは、総合計画

実施計画の数値乖離についてのご質問に

お答えをさせていただきます。 

 まず、現状の実施計画に示している指標

でございますけれども、総合計画の基本計

画の実現している姿を確認する指標のと

ころの数値を挙げさせていただいており

ます。 

 これにつきましては、平成２３年度、現

行の第４次総合計画を策定するときに指

標を設定しております。 

 その際に、担当課といろいろ議論をさせ

ていただいてはおったんですけれども、目

標値をどうするかというところでござい

まして、例えばですけども、特定健診の受

診率、こちらは国のほうから示されており

ます。これは６５％となってます。実情の

数字を見たときにかなり乖離はしてはい

るんですけれども、やっぱり設定をせざる

を得ないなと考えまして、令和２年度でご

ざいますけれども、こちらのほうに６５％

と設定しているものです。 

 ほかには、防犯のところで犯罪の件数で

すけれども、こちらのほうをやっぱりゼロ

に、限りなくゼロにしていくという形にな

っておりますので、こちらのほうもかなり

低い数字を設定しており、当初の設定のと

きからかなり高い設定をさせていただい

ているというところでございます。 

 ただ、今、委員からもご指摘ございまし

たように、平成３０年度の段階では２２．

７％の実施率となっております。 

 ただ、この中で平成２３年度から経年で

見ていきますと、目標値には達成しており

ませんけれども、それに近づいて緩やかで

はありますけれども、右肩上がりである指

標であったりとかはございますので、その

あたり、来年度に総括するときに、評価を

していきたいなと、私どもは考えておりま

す。 

 また、ご質問にありました総合戦略、総

合計画、これからのお話でございます。こ

ちらにつきましては、現在、行政経営戦略

を考えております、我々としましては、そ

の中で、総合戦略、総合計画を合わせまし
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て一本で運用ができるような形を、今、試

行錯誤しているところでございます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 弘委員。 

○弘豊委員 ありがとうございます。 

 そうしましたら、３回目になりますけれ

ども、最初は広報の点でもうひっくるめて

になりますが、災害が起こった際のという

ようなことで言ったら、なかなかこれまで

に経験していない部分で、今回、いろいろ

と苦労されたということを理解しました。 

 ただ、そんな中で、やっぱり今後につな

げていく部分というようなことが、いろい

ろあるんだなということも、担当課でも認

識されてるかと思います。とりわけ高齢者

がふえてる中では、インターネットのツー

ルとか、テレビであったりとか。そういっ

たところだけでは、なかなか欲しい情報が

手に入らないということもあっただろう

と思いますし、実際、台風後なんかで、私、

地域で回ってましたら、近くの共同アンテ

ナが倒れてしまっているもんだから、テレ

ビが映らないんだというのが、随分たって

からもそういう声があって、だから、周り

の状況がよくわからないっていうお声が

あったりもしました。 

 だから、その都度、その都度、そのケー

ス、今、市民が欲しい情報はどんなのかと

いうことのアンテナも張っていくこと。も

ちろんその広報の職員が外に出ていて、そ

ういう情報収集ということにはならなく

て、現場に出ている職員からいろいろ聞い

て、ここにはこういう情報が必要なんだと

いうことで、今回やったら、鶴野地域では

広報車、これは走ってもらったということ

なんだけれども、そういうのをまたいろい

ろと研究もして、もしものときには対応も

していってもらえたらなと思っておりま

す。要望としておきたいと思います。 

 次に、人事課にかかわって、二つお答え

いただきました。ハラスメントの関係につ

いては、実際その相談したりするのは人権

女性政策課のほうで、そういう声もいって

るということだと思うんですけれども、こ

の平成３０年度３月に人権女性政策課の

ほうで、シリーズ女性問題でしたか。冊子

をつくって配られてるもののテーマが、職

場でのハラスメントをなくしていこうみ

たいな、そういうテーマでつくられていた

かなと思って、私も見させてもらって、な

るほどなと思いながら、いろいろ見ておっ

たんですけれども、役所が率先して、そう

いう職場内のハラスメントをなくしてい

くというようなことも宣言して、それをや

っぱり民間のほうにも、やっぱり広げてい

く、啓発もしていく。そういうことが大事

なんだろうということを、改めて感じたん

ですけれども、これは人権女性のほうで取

り組まれたそういうハラスメント問題で

の啓発事業、その中身について、反応とか

があるようだったら、教えてほしいなと思

います。 

 それと、職員提案制度についての部分で、

平成３０年度の取り組みと、その実際、採

用された事業についてもお聞かせいただ

きました。 

 そういったいろんな提案が新しく出さ

れてくるということについて、支援してい

くということは大事な取り組みだなと思

いましたし、それ一つ一つが実現していっ

て、それがもう財産として共有されるよう

に、引き続きしていってもらえたらなと思

います。 

 ただ、今回３件の提案で、採用が１件と

いうことだったんですけれども、なかなか

日常の業務いろいろと苦労されている中



- 72 - 

 

で、新たなそういうこと提案もしてやって

いくというところまでのエネルギーが、本

当にいることだろうとも感じます。 

 今回の職員採用のポスターの中で、「挑

戦」というスローガンとかもつけたりして

いる部分には、ある意味、そういった挑戦

をどんどんとしてほしいみたいなメッセ

ージもあるのかなということは思ったん

ですけれども、やっぱりそういうことをや

る気や気概だけではなしに、それができる

ような条件を、やっぱり余り過重な仕事量

とか、そういうことについては是正もして

いかないといけないし、いろいろと課題も

あるのかなということは感じたので、これ

はちょっと感想として述べておきたいと

思います。答弁はもう結構です。 

 あと、人権女性政策課でもう一つ聞いて

いた平和施策についてなんですけれども、

核兵器の廃絶、本当にもう二度とあんな悲

劇を繰り返してならないということから

したら、やっぱり国連が今、禁止条約を採

択もして、それが本当に発効されるような

効力を発していくようなことのために、日

本政府が本当に腰を上げていかないとい

けないということだというふうに、私ども

も思ってるんですけれども、やっぱりその

ためにも、国内の一人一人のそういった取

り組みについて理解や賛同ということ必

要かなと思っております。 

 やっぱり地域や草の根からやっぱり突

き上げていくような形で、そこのところを

実現していってほしいなということで、や

っぱりそういう市民の願いを行政として

もやっぱり応援していくような、そういっ

た形が理想かなとも思います。 

 私も、実はちょっと個人的なことにはな

るかもしれませんけれども、生まれも育ち

も摂津市ですけれども、両親は二人とも広

島なんです。広島市内とかからちょっと離

れていて、瀬戸内の海のほうだから、直接

原爆の被害というのは受けていないんで

すけれども、やっぱり親の田舎に帰ったと

きに、その両親よりも上の世代は、その原

爆が落ちた当時のキノコ雲みたいなんが、

島のほうからも見えたよみたいな、そんな

話があったりしていて、そういったのは、

ちょっと身近に感じるといいますか。子ど

ものころから広島でああいうことがあっ

たんだということが、やっぱり印象的にず

っと、やっぱり心に残ってるとかいうのが

ありまして、そういったことというのは、

本当に今の私らの世代よりかは、もっとも

っと若くなっていったら、どんどんと知り

得ないようなことになりかねないという

こともあるので、戦争で唯一被爆している

日本から、本当に核兵器なくしていくとい

う声を上げていく。そこのところの趣旨は、

平和首長会議に加盟している本市のほう

も、重々この間、そういった取り組みには

力も入れておると思いますので、よろしく

お願いしておきたいと思います。これも要

望で答弁は結構です。 

 選挙のところで聞かせていただいた投

票所の入場券の発行時期。私も、そういえ

ば告示になっても入場券が届いていない

なみたいなことが、二、三日たって気がつ

いてというか。そんなことがあって、市民

の方からもまだ来ていないよねというふ

うな、そんな話を耳にしたときに、そうか

と思ったら、帰ったらポストに入ってたみ

たいな、そんな状況だったんですけれども、

通常そういうことはないということで、今

回知事選挙が急遽の実施になったからと

いうことやったと思うんですけれども、適

切な事務という点からしましたら、今後と

もよろしくお願いしておきたいと思いま
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す。この点についても結構です。 

 最後の政策推進のほうでお聞きしてお

りました。この総合戦略推進事業、それか

ら今の総合計画との兼ね合いはというこ

とです。 

 この総合計画がやっぱり市民みんなで

育むつながりのまち摂津ということで、市

民の皆さんがいろいろ意見や願い持って

つくられてきた。そういう計画だったなと

思う中で、その目標の設定については、一

応そこの所管のそれぞれの担当で設定も

しもって、なかなかこれはその達成難度が

高いというか。努力目標みたいなもんだな

ということの中で、設定しているものもあ

るんだと理解しているんですけれども。 

 ただ、やっぱり、ただそこに向けてどう

近づけていくのかという努力というのん

が大事だと思っております。 

 そういった意味では、なかなかいろいろ

と計画、市民の方からこういう摂津市の将

来像みたいなことを描いて、つくったもの

に対して、財政的な面とかもいろいろあっ

て取り組めないとかいうものも、中にはあ

るんじゃないかなと思って、だから、これ

の分と行革のこの間の第１期から第５期

までやってこられて、行革のここの成果が

人件費のところだったりとか。市の単独補

助であったりとか。そこのところを減らし

ていって、財政的な成果が得られている、

効果が得られているということでされて

るけれども、でも、それはその市民の願い

との関係でどうなんだろうなということ

を、ちょっと想像もしながら、これは読ま

せてもらいました。 

 そういうことからも、次の今後の計画を

立てていく段階でも、その市民の声、市民

の願いというなんが、どういうふうに盛り

込まれてつくられていくんだろうという

ことが、ちょっとやっぱり私は肝になって

くるんじゃないかなと思っております。 

 さっきもちょっとこれ例を挙げさせて

もらいましたけれども、この目標達成率が

記されている、そこの同じページのすぐ下

の段のところに、市民意識調査で市の行政

経営に満足かとか。市の行政経営に満足と

回答した割合みたいなことの項目がある

んですけれども、これは平成２７年の時点

で１２．３％という数字はあるんですが、

平成２８年、平成２９年、平成３０年と調

査の実施はないということの記載なんで

す。 

 今の市のいろいろな事業に対して、市民

がどう考えておられるかみたいなんを聞

く機会というか。そういうものっていうの

は、今後の経営戦略ですか。つくっていく

段階でどう取り組まれるのかというふう

なことを、ちょっと最後聞いておきたいと

思います。 

○野口博委員長 由井課長。 

○由井人権女性政策課長 そうしました

ら、ハラスメント関係のご質問に対してお

答えいたします。 

 女性問題シリーズといいますものを、毎

年度作成させていただいております。ちな

みに、平成２９年度に関しましては、女性

活躍推進法に関してのリーフレットを作

成しました。 

 その女性活躍推進法のリーフレットに

つきましては、平和黙祷の市長のメッセー

ジを、市内の事業所約９００に発送する際

に、女性活躍推進法のリーフレットを同封

させていただき、啓発させていただきまし

た。 

 今回、平成３０年度につくりました職場

内ハラスメントに関しましては、次回の市

内事業所に発送する際に、合わせて送付さ
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せていただきたいと考えております。 

 以上です。 

○野口博委員長 大西課長。 

○大西政策推進課長 そうしましたら、総

合計画、総合戦略につきましての３回目の

ご質問にお答えをさせていただきます。 

 数値につきましてでございますけれど

も、こちらのほう今、委員からもご指摘い

ただきました市民意識調査で市の行政経

営に満足したと回答した割合というとこ

ろございます。 

 こちらのほう、平成２７年度というのが、

今、表記されておりますけれども、今の総

合計画の中間見直しをするときに、市民意

識調査を行っております。 

 今回、令和２年度で現計画の基本計画の

部分が終了となっておりますので、その際

には、もう一度市民意識調査を我々として

は行いたいと思っております。 

 また、委員からご指摘がございましたけ

れども、前回つくったときでございますけ

れども、市民に入っていただいてやっては

いただいております。 

 ただ、こちらの分につきましては、基本

構想の部分について、市民の皆さんで分科

会等々をつくっていただいてやっていた

だいているという経緯がございます。 

 今回、令和２年で基本計画の部分が終わ

りますけれども、基本構想部分に関しまし

ては、令和２年度からの５年間を延長させ

ていただいております。ですので、行政経

営戦略として一体化で見直していくとい

う部分につきましては、基本的には、今の

現総合計画の基本計画の部分と、総合戦略

というふうに、私どもとしては考えており

ます。 

 以上でございます。 

○野口博委員長 弘委員。 

○弘豊委員 わかりました。 

 最初の人権女性政策課のほうで、ハラス

メント防止にかかわって啓発のそういっ

たリーフレットを、市内事業所にも今後発

送して見てもらえたらというふうなこと

を、本当にそうだなと思います。 

 そういう取り組みを推進していくのも、

やっぱり市が率先して、やっぱり職場から

そういうハラスメントはなくすんだとい

うことの強いメッセージ。去年そういう取

り組みをやられておりますから、まだ市内

にも記憶にある方も多いと思いますので、

ぜひ効果が出るように期待をしておきた

いと思います。 

 もう一つ、政策推進課のほうで、今後の

ことについては、そんなしっかり取り組ん

でいただけたらと思うのですけれども、や

っぱりその計画の中身つくっていく上で

も、やっぱりいろんな、やっぱり市民の声

を取り入れていくというか。 

 今、どんなことを願っていてということ

については、知っていくことも大事やし、

あわせて、市民に納得してもらう上での説

明です。そういったのも大事なのかなと思

っております。 

 これまで、なかなかいろんな計画や市の

政策の形成過程における市民参画という

ことについては、議論もあったかと思うん

ですけれども、なかなかその市民参画の方

法の中で、パブリックコメントということ

が、最近はよく出てくるんですけれども、

そこになかなか声が集まらないというふ

うな、そういうこともあるかと思います。 

 そういった点からしましたら、これから

のその市の根幹になる計画、戦略つくって

いく、この取り組みの中におきましては、

議会のほうでは特別委員会が設けられて、

そこでの議論もされてるということです
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けれども、それをどう広く市民に理解、納

得を得ていくような、そういう取り組みに

なっていくのかなということについては、

また、この経過の中で見ていきたいと思い

ます。 

 私のほうからは、以上にしときます。 

○野口博委員長 弘委員の質問は終わり

ました。 

 本日の委員会はこれで散会いたします。 

（午後４時５５分 散会） 
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